
～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無
民生委員・児童委員協議会活動補助金交付

正職員間接投入人員

1.2人

93.09

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

地域福祉計画

目

的

301101有

（直接の対象）吉川市民生委員・児童委員協議会、民生委
員・児童委員
（最終的な対象）市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

8,112

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

337

7,577

117

4

106

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

山﨑　純子事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)地域福祉活動の支援

第１節　市民が参加する福祉のまちづくり

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

民生委員法

補助・負担等 吉川市民生委員・児童委員協議会補助金

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

60歳昭和34年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

社会福祉総務費

まちづくり目標

民民生生委委員員・・児児童童委委員員活活動動推推進進事事業業
事前評価日

事  業   区  分

民生委員・児童委員活動推進事業

基

本

事

項

計画名

952

95.00

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

11,313

298

0.08人

-2

9,597

③

款 項

目

令和2年度

30110101

歳
出
予
算
科
目

1,100

0.08人

290

平成30年度

-

1,135

区分

9,901

件

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

95.00

120
108

成
果
指
標

平成29年度

1,022

委員が行う要支援者の相談・支援件数

13,392

4

1,100

吉川市単独

4

全額補助

計画(見込)値

91.98

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.08人 0.08人

00対象年齢

未設定

民生委員・児童委員活動推進事業

民生費

1.2人

予算(千円)

直  接  事  業  費

10,258

1.19人

9,823

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.08人

有

0.08人

1.13人

　民生委員・児童委員の資質を高め、地域住民の生活課題
に対する支援活動が適切かつ円滑に行えるようになること
で、市民が頼れる行政とのパイプ役となる。

単　位

95.00

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

11,313

①
委員の相談・支援件数の合計

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

1,100

4

委員出席回数合計÷（定例会開催数×委嘱委員数）

Ｄ

93.88

目標(見込)値

4

③

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

300

108

⑧

19,606

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

人
民生委員・児童委員数

4

4

13,40313,324

国  補  助  率

7,925

20,901

活

動

指

標

実績値

12,268吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

3011 01

こども福祉部 地域福祉課 地域福祉係

No.

人　　　件　　　費

10,306

21,504

427

市　      　  債

単位民生委員・児童委員協議会数

-

7,338

294

9,397

そ   　の    他 

実績値

1,154

95.00

地区協議会の数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

290

-

令和元年度

細目

120

・支援活動の主な対象となる一人暮らし高齢者や高齢者の
みの世帯、生活困窮者が増加傾向にある。
・民生委員の欠員が生じている。

0

目標(見込)値

117

平成30年度
目標(見込)値

1.2人

117

委員の定例会への出席率

19

④

①

%

計画(見込)値

1,100

4

投

入

資

源

0.06

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

13,860

実績値

13,392

-

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

763

1,100

②

委嘱している民生委員・児童委員数

数

95.00

8,112

正職員直接投入人員 1.13人

-

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

9,901

20,760

-

11,894

-

7,357

・協議会定例会や部会活動等により、研修や委員相互の情
報意見交換を行う。
・広報誌「ほほえみ」の発行やイベント等での活動ＰＲを行
う。
・福祉に関する行政情報を提供する。

21,785

730

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

21,504

① 10,6389,909

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

結

果

令和元年度単　　位

69.36%

・地域福祉の課題は日々変化し、かつ複雑化している中、民生・児童委員の担う役割は今後も重要である。民
生･児童委員の活動を支援することで、委員の質の向上につながるため成果向上の余地はある。
・民生・児童委員活動の推進は、地域福祉の推進、特に地域住民の生活課題に対する支援活動に必要不可欠
なものであるため、上位施策への貢献度は非常に高いものである。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

213,152
効
率
性

成
果
結
果

円／%

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

委員の定例会への出席率

事業概要
１　民生・児童委員の役割
　　社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って相談に応じ、及び必要な援助を行い、もって社会福祉の増進に努めるものとする。（民生委員法第1条）
２　委員の定数及び委嘱数
　・民生児童委員　112人（R2.4.1現在：98人）※R1.12.1より定数3人増
　・主任児童委員　    8人（R2.4.1現在：  8人）
３　委嘱・任期
　・知事の推薦によって厚生労働大臣が委嘱
　・任期3年（現任期：R1.12.1～R4.11.30）
４　民生児童委員協議会活動
　・定例会、役員会の開催
　・各種研修会、部会の開催
　・県民生児童委員協議会の互助事業
　・民生児童委員協議会と関連各課との連絡調整
５　地区民生児童委員協議会活動（H19.12.1～）
　・設置数　4地区（東地区27人、中央地区33人、南第1地区27人、南第2地区25人）

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

・民生･児童委員は、市及び県の推薦により、厚生労働大臣から委嘱されている。また、民生・児童委員は、協議
会を構成して活動することが規定されており、民生･児童委員が民生委員法第14条に規定する職務を円滑に実
施するためには、市が支援することは必須であり、役割分担として妥当である。
・地区定例会や部会活動、各種研修会等を通じて委員の資質を高めることで、要支援者への支援活動が適切
かつ円滑に行え、地域住民の課題解決に通じる。地域福祉の増進につながるため意図は妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

民生・児童委員の役割と負担が増加したことなどから、新たな推薦に困難をきたす地区が増えている。長期欠員状況にある地区については、
民生・児童委員活動の重要性を訴え、欠員解消を積極的に求めていく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

・直接事業費のほとんどは、民生・児童委員の活動に伴う実費弁償であるため、コスト改善の余地はない。
・最終的な受益者は、要援護者であり、要援護者に受益者負担を求めることは妥当ではない。
・令和元年度は、3年に1度の一斉改選の年であったため、推薦事務等にかかるコストが増加した。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

3.74%

92.91%委員が行う要支援者の相談・支援件数

成果・効率性向上度のポジション

欠員地区の自治会に対し、民生・児童委員の役割や重要性について個別に説明を行い、定数確保に努める。

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

221,133

★★★★

98.82%

★★★★

令和元年度

96.82%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが若干増加
している

概ね達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★

委員の定例会への出席率

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

民生委員・児童委員協議会において研修委員会を設置し、自主的に研修計画の企画・立案、実行している。また、地区定例会においても、適
宜研修や事例検討を行っており、常に委員の資質向上に努めている。  また、平成28年度には自治連合会の研修会に民生・児童委員も参加
し、自治会役員との交流を図った。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↘

終了・完了

概ね達成された達成度がやや低い

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

97.99%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

山﨑　純子

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された

実施主体の妥当性

86.55%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
・民生･児童委員は、市及び県の推薦により、厚生労働大臣から委嘱されている。また、民生・児童委員は、協議
会を構成して活動することが規定されており、民生･児童委員が民生委員法第14条に規定する職務を円滑に実
施するためには、市が支援することは必須であり、役割分担として妥当である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無

社会福祉協議会補助金

正職員間接投入人員

0.03人

138,740

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

地域福祉計画

目

的

301102有

（直接の対象）吉川市社会福祉協議会
（最終的な対象）市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

30,709

6,637

30,668

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

山﨑　純子事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)地域福祉活動の支援

第１節　市民が参加する福祉のまちづくり

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

吉川市社会福祉協議会補助金交付要綱

補助・負担等 吉川市社会福祉協議会補助金

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

29歳平成2年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

社会福祉総務費

まちづくり目標

社社会会福福祉祉協協議議会会支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

社会福祉協議会支援事業

基

本

事

項

計画名

68

150,000

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

29,949

0.03人

714

③

款 項

目

令和2年度

30110202

歳
出
予
算
科
目

65

0.03人

平成30年度

-4,651

区分

464

数

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

150,000

31,416
30,216

成
果
指
標

平成29年度

65

社協が実施した事業数

30,413

7,500

65

吉川市単独

7,140

全額補助

計画(見込)値

152,173

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.03人 0.03人

00対象年齢

未設定

社会福祉協議会支援事業

民生費

0.03人

予算(千円)

直  接  事  業  費

882

0.03人

464

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.03人

有

0.03人

0.06人

・社会福祉協議会の健全な運営を図り、協議会が実施する
地域福祉活動事業を促進する。
・市民が協議会事業に参画し・利用し、市民生活の安定を図
る。

単　位

150,000

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

29,949

①
年間実施事業

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

65

7,500

社会福祉事業（収益事業除く）の事業活動支出

Ｄ

148,803

目標(見込)値

7,500

③

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

29,667

⑧

28,523

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

世帯
全世帯

6,696

7,500

23,87226,735

国  補  助  率

26,735

活

動

指

標

実績値

28,523吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

3011 02

こども福祉部 地域福祉課 地域福祉係

No.

人　　　件　　　費

25,853

30,413

-235

市　      　  債

社協の会員数

699

そ   　の    他 

実績値

-4,651

150,000

個人、法人合わせた増数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

31,434

社会福祉協議会は、公共性の高い民間事業者として、柔軟に福祉
サービスを提供できることから、地域における役割は大きい。また、
法人の財源につながる会員数の増加と自主財源の確保、適切な業
務管理により適正な事業運営が求められる。

0

目標(見込)値

29,782

平成30年度
目標(見込)値

0.08人

31,141

社協の財政規模

④

①

千円

計画(見込)値

65

7,500

投

入

資

源

-0.03

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

30,454

実績値

30,413

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

65

65

②

各年度住民基本台帳世帯

会員

150,000

正職員直接投入人員 0.06人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

464

23,872

29,740

社会福祉協議会職員の人件費を補助する。

30,454

-4,416

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

30,413

① 23,40827,824

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

結

果

令和元年度単　　位

100.00%

・社会福祉協議会の積極的な活動により、会員や利用者の増加が期待できる。
・社会福祉協議会を支援することは、地域福祉の増進に大きく寄与している。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

187
効
率
性

成
果
結
果

円／千円

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

社協の財政規模

事業概要
１　吉川市社会福祉協議会の役割
　　社会福祉法109条に基づく地域福祉の推進を目的とする団体で、個人や団体の福祉活動の支援や福祉への市民参加の促進、福祉についての情報提供を
行う。

２　吉川市社会福祉協議会の組織（H31.4.1現在）
　　理事(会長含む)10名、評議員20名、監事2名
　　職員32名　（一般事業）　正規職員4名、非正規常勤職員2名、非正規非常勤職員2名、（派遣職員1名）
　　 　　 　　　　 （経営事業）　正規職員1名、非正規常勤職員9名、非正規非常勤職員13名

３　吉川市社会福祉協議会の主な事業
　　　会務の運営、啓発活動、貸付事業、高齢者・障がい者・地域福祉事業、ボランティア活動の振興、社会福祉協議会基盤強化事業、介護保険事業、
　　市･県社協受託事業、県共同募金会吉川市会事務等

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

社会福祉協議会は、市の地域福祉の推進において重要な役割を担っているが、法人運営面においては、団体
の性格上、営利活動を積極的に行うことができず、自主財源の確保が大きな課題となっている。その運営を支援
することは市の責務であり、役割分担や手段等は妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

・社会福祉協議会の財源確保に繋がる会員数の増加及び自主財源の確保、適切な業務管理による適正な事業運営を求めていく。
・第4次吉川市地域福祉計画の策定業務と連携し、地域福祉活動計画の策定を促進する。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

・地域の実情にあった社会福祉協議会のあり方や支援内容、自主財源の確保等を見直すことによって、コスト改
善の余地がある。
・人件費に対する補助であるため、受益者負担の余地はない。
・正規職員の急な退職により、人件費が減となりコストが減少した。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-14.41%

100.00%社協が実施した事業数

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

160

★★★★

99.20%

★★★★

令和元年度

101.45%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

概ね達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★★★

社協の財政規模

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

H28 人件費補助限度額（市職員：市職員職務級4級、非常勤職員：市報酬条例額）及び、市委託事業における人件費等（専門職員人件費、一
般管理費相当額）を補助基準額から控除する見直し。
R1　吉川市社会福祉協議会支援検討会議を開催。市からの支援を強化。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↑

終了・完了

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

92.49%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

山﨑　純子

評価判断理由（特記事項）

達成された

実施主体の妥当性

104.62%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
社会福祉協議会は、市の地域福祉の推進において重要な役割を担っているが、法人運営面においては、団体
の性格上、営利活動を積極的に行うことができず、自主財源の確保が大きな課題となっている。その運営を支援
することは市の責務であり、役割分担や手段等は妥当である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

有 無

社会福祉協議会補助金交付

正職員間接投入人員

0.01人

4

1,645

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

地域福祉計画

目

的

301103有

（直接の対象）社会福祉協議会、ボランティアセンター
（最終的な対象）市民、ボランティア団体・個人

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

73,706

1

73,014

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

山﨑　純子事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)地域福祉活動の支援

第１節　市民が参加する福祉のまちづくり

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

吉川市社会福祉協議会補助金交付要綱

補助・負担等 吉川市社会福祉協議会補助金

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

29歳平成2年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

社会福祉総務費

まちづくり目標

ボボラランンテティィアアセセンンタターー支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

ボランティアセンター支援事業

基

本

事

項

計画名

853

8

1,712

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

1,646

79

③

款 項

目

令和2年度

ボランティア体験事業・講座の参加者数 520

30110303

歳
出
予
算
科
目

1,000

平成30年度

0

区分

77

件

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

1,645

74,771
72,877

成
果
指
標

ボランティアセンターが実施する体験事業や講座に参加した人数

平成29年度

663

500

6

ボランティアセンター相談数

318

1,723

6

1

500

ボランティアセンターが実施する体験事業や講座

1,000

343

6

吉川市単独

1

全額補助

計画(見込)値

1,645

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

00対象年齢

未設定

社会福祉協議会支援事業

民生費

0.01人

予算(千円)

直  接  事  業  費

80

0.01人

77

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

有

0.01人

・ボランティア団体や個人の活動拠点が維持され、活動が拡
充される。
・地域における支え合いの仕組みが構築される。

単　位

1,645

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

500

①

1,646

①
ボランティアセンターで受けた相談・対応の件数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

1,000

1

ボランティアセンターへの補助金額

Ｄ

1,645

目標(見込)値

1

ボランティア体験事業・講座数
事業

③

300

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

72,450

⑧

1,723

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

人
全市民

1

1

1,7221,725

国  補  助  率

1,725

活

動

指

標

実績値

1,723吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

3011 03

こども福祉部 地域福祉課 地域福祉係

No.

人　　　件　　　費

1,645

1,723

0

市　      　  債

ボランティアセンター設置数

78

そ   　の    他 

実績値

0

1,645

設置されているボランティアセンターの数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

74,813

　市民による様々なボランティア団体が活動しており、これら
の市民団体が福祉活動などに大きく貢献している。今後、さ
らに地域のニーズに応じたボランティア活動の広がりが求め
られる。

目標(見込)値

72,953

平成30年度
目標(見込)値

0.01人

74,484

ボランティアセンター補助金

④

①

千円

計画(見込)値

1,100

1

投

入

資

源

0

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

1,724

実績値

1,723

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

6

500

546

6

1,000

②

各年度の住民基本台帳の人口

箇所

4

1,645

正職員直接投入人員 0.01人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

77

1,722

1,645

ボランティアセンター運営費・事業費に対し補助する。

1,724

0

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

1,723

① 1,6451,645

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

結

果

令和元年度単　　位

61.15%

近年、ボランティア団体の登録件数は横ばいとなっており、登録人数も減少が見られる。潜在的に活動団体や携
わりたい人がいるものと考えられることから、ボランティアの掘り起しやボランティア団体の育成を図ることで、市
民が支え合うまちづくりの推進に寄与する。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

1,047
効
率
性

成
果
結
果

円／千円

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

ボランティアセンター補助金

１　ボランティアセンターの運営
　（１）ボランティア活動保険加入者　329人
　（２）相談業務　853件
２　ボランティア体験事業・講座の開催　343人
　（１）使用済切手の整理　78人
　（２）手話講習会（入門）　20人
　（３）彩の国ボランティア体験プログラム　224人
　（４）音訳ボランティア養成講座　21人
３　ボランティア・市民活動への活動費補助　4団体
４　小中学校等の福祉体験学習の支援　6校
５　ふれあい・いきいきサロンの活動支援　22団体
　（１）助成金交付　20団体
　（２）交流会　21団体　37人

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

地域で支え合うまちづくりを推進するため、市民の参加による助け合い活動は欠かせないものである。
ボランティアによる福祉活動を支援することは、市民参加による福祉活動をさらに促進するものであり、市民との
協働によるまちづくりを推進することに通じる。
また、当該事業の実施より、ボランティア団体や個人の活動拠点が維持され活動が拡充されるうえ、要支援者の
生活負担の軽減が図れることから妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

社会福祉協議会と市との共同事業の実施などによる連携強化を図っていく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

ボランティアセンターの運営に係る1名分の人件費補助であり、コスト改善や受益者負担の余地はない。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策性及び専門性について、中間に位置するサービス
より多くの市民に提供されるが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-0.02%

60.00%ボランティア体験事業・講座の参加者数

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

1,047

★★★★★

100.00%

★★★★

令和元年度

100.00%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに見直しが必要

★★★

コストがそれほど
変動していない

達成された

★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★

ボランティアセンター補助金

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

社会福祉協議会において、市民がボランティア活動への関心を高め、活動に参加する機会を増やす取組みを検討してきている。
改

革

改

善

区　　　分

②

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

→

終了・完了

達成度がやや低い達成度がやや低い

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

96.09%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

山﨑　純子

評価判断理由（特記事項）

達成度がやや低い

実施主体の妥当性

68.60%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
地域で支え合うまちづくりを推進するため、市民の参加による助け合い活動は欠かせないものである。
ボランティアによる福祉活動を支援することは、市民参加による福祉活動をさらに促進するものであり、市民との
協働によるまちづくりを推進することに通じる。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.13人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,779

11,530

9,752

4,814

1/2

①窓口（またはアウトリーチによる家庭訪問）による相談受
付
②生活保護等相談員により世帯状況等の聞取り（ｱｾｽﾒﾝﾄ）
③事業参加のための申請書を提出
④要綱に基づく審査により学習支援事業への参加が決定

10,862

122

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

11,587

① 9,7519,629

人

86.55

19.37
65.00

1,300

61

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 4,903

②

90.00

100.00

―

100.00

②

1/2

実績値

6,684

70

投

入

資

源

0.09

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

5,987

100.00

⑨

補　助　・　単　独　区　分

0

令和元年度

細目

4,903

65.00

本事業は平成26度まで埼玉県が実施していた「生活保護受給者
チャレンジ支援事業（学習支援）」の終結に伴い、平成27度からは当
市主体で実施することとなった。課題としては、子ども達の学習意欲
を向上させ、認知・非認知能力を高めるような事業の創意工夫が必
要と考えられる。

0

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.16人

子どもの学習支援教室への参加人数

④

3,599

①

人

計画(見込)値

人　　　件　　　費

7,199

11,587

692

市　      　  債

新規申請人数

1,087

そ   　の    他 

実績値

4,875

814

1,350

子どもの学習支援事業に申し込みをした人数（実人数）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

3012 06

こども福祉部 地域福祉課 保護係

No.

%

活

動

指

標

実績値

5,903吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

Ｄ

⑧

1/2

10,717

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

63

60

6,6554,963

国  補  助  率 1/2

8,562

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

25.00

51.96

1,367

目標(見込)値

60

子どもの学習支援教室への参加率（中学生）
%

③

参加者（3年生対象）の高等学校等進学率（中学生）

単　位

1,700

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

9,808

①
参加者のうち3年生が高等学校等に進学した率

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

単年度

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

100.00

70

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.01人 0.01人

12対象年齢

未設定

生活困窮者自立支援事業

民生費

0.22人

予算(千円)

直  接  事  業  費

1,362

0.22人

1,779

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.01人

有

0.01人

0.13人

貧困世帯の子どもたちがいわゆる「貧困の連鎖」を断ち切
り、自立した生活を送れるようにする。

6,684

75.00

70

子どもの学習支援教室申込者のうち、教室へ参加した率

100.00

子どもの学習支援教室申込者のうち、教室へ参加した率

子どもの学習支援教室への参加率（高校生）

85.00

吉川市単独

子どもの学習支援教室へ参加した生徒数（延べ人数）

61

全額補助

計画(見込)値

1,689

平成29年度

92.86

66.54

85.00

1,700

成
果
指
標

100.00

0.01人

平成30年度

753

―

区分

1,779

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
95.00

73.84

1,450

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

9,808

0.01人

1,110

③

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

令和2年度

1/2

歳
出
予
算
科
目

70.00

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

山﨑　純子事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)生活困窮者自立支援事業の充実

第９節　自立支援と生活保障

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

生活困窮者自立支援法、施行規則、市要綱

一部委託 学習支援教室の運営に関する業務を委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

4歳平成27年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

社会福祉総務費

まちづくり目標

生生活活困困窮窮者者子子どどもものの学学習習支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

生活困窮者子どもの学習支援事業

基

本

事

項

計画名

有 無

正職員間接投入人員

0.22人

79.26

1,254

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子どもの貧困対策推進計画

目

的

301206有

生活保護世帯を含む生活困窮者世帯の中学・高校生

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

18

1/2

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

58

4,875

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

①

１　学習教室の申込状況（実人数） ２　進学等の状況（中学3年生及び高校3年生を対象）

改善実施済 検討中 　改善未実施

概ね達成された

実施主体の妥当性

95.00%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

86.48%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

山﨑　純子

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

概ね達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↓

　効率化

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

令和元年度、応募したが教室に参加していない生徒への対応について委託契約仕様書を見直した。生徒に掛ける保険料について加入可能生
徒数を増加させたことにより、応募可能者枠を増加させることが出来た。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

令和元年度

子どもの学習支援教室への参加人数

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★★★

   拡　大

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが増加してい
る

概ね達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

125.11%①

平成29年度

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

8,435

★★★★

80.41%

★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

32.94%

92.86%参加者（3年生対象）の高等学校等進学率（中学生）

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合が高く、かつ行政上の専門知識を必要としない
サービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

  現状のまま継続 他の事業に統合

本事業は生活保護世帯を含む生活困窮世帯の中学・高校生を対象に学習支援教室等の学習支援を実施。専
門性の高さから業務委託しており、役割分担、対象・手段、意図ともに妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

小学生向け学習支援教室について、県の補助動向に注視し引き続き調査研究に努めていく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

学習支援教室の運営方法等を見直す等、実施方法の工夫によりコスト改善の余地がある。
ただし、事業は生活保護受給世帯や生活困窮者世帯の子どもを対象としているため、受益者負担の適正化余
地はない。

学習支援教室の運営方法等を見直す等、実施方法の工夫により事業の成果向上の余地がある。また、本事業
の確実な実施により上位施策である吉川市総合振興計画及び総合戦略への貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

6,345
効
率
性

成
果
結
果

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

子どもの学習支援教室への参加人数

受益者負担の
適正化余地

結

果

令和元年度単　　位

100.00%

年度 中学生 高校生 合計 年度
対象者 進学 就職

中学生 高校生 中学生 高校生 中学生 高校生

H27 44 3 47 H27 11 1 11 1 0 0

H28 53 8 61 H28 22 1 22 1 0 0

H29 45 16 61 H29 14 0 14 0 0 0

H30 48 15 63 H30 14 0 13 0 1 0

R1 42 16 58 R1 20 4 19 3 0 1

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
本事業は生活保護世帯を含む生活困窮世帯の中学・高校生を対象に学習支援教室等の学習支援を実施。専
門性の高さから業務委託しており、役割分担、対象・手段、意図ともに妥当である。　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.89人

1/4

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

7,967

16,070

1/4

8,196

1/4

1/2

932

窓口や電話での相談を受け、適切な制度や福祉サービスを
案内する。障がい福祉サービスガイド等を作成し、必要な情
報を提供する。また、必要に応じ保健・医療など関係機関と
連携を図り、適切かつ効果的なサービスを検討・調整し、総
合的な相談支援を行う。

15,334

-1,224

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

17,557

① 8,1039,327

人

3,100

1,863

1,181

1/4

8

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 2,363

②

327

130

②

1/2

実績値

14,013

2,850

投

入

資

源

0.05

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

4

令和3年度

11,111

300

⑨

補　助　・　単　独　区　分

1/2

令和元年度

細目

2,363

相談支援事業は、平成18年10月から市町村の必須事業と
なったため、相談支援体制を整備し、地域自立支援協議会
等により事業の充実を図る必要がある。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

1.16人

相談実施件数

932

④

①

件

計画(見込)値

人　　　件　　　費

9,499

17,557

279

市　      　  債

障がい者（身体・知的・精神）

7,688

そ   　の    他 

実績値

2,810

-946

2,500

各種手帳所持者数の合計

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

3022 01

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

No.

活

動

指

標

実績値

17,010吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

⑧

17,015

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

2,706

2,700

13,27519,833

国  補  助  率 1/2

1,405

19,837

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

相談支援センターすずらんでの相談実施件数

Ｄ

3,132

目標(見込)値

2,550

③

単　位

3,000

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

9,590

①
障がい福祉課での相談受理後の訪問件数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

150

2,750

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.13人 0.01人

00対象年齢

未設定

重度障がい者支援事業

民生費

0.94人

予算(千円)

直  接  事  業  費

10,338

0.94人

7,967

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.09人

有

0.09人

0.89人

障がいのために抱える生活上の困難や不安、悩みなどを本
人や家族が、窓口や電話等で相談しやすくなる。また、住民
の方に障がい者の特性等を理解していただき、障がいの有
無に関わらず、共に暮らしやすい共生社会をつくる。

相談件数、（Ｈ30から訪問件数）

14,013

2,800

120

吉川市単独

2,637

全額補助

5

計画(見込)値

2,989

平成29年度

128

3,200

成
果
指
標

140

0.09人

平成30年度

1/4

-3,736

区分

7,967

件

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
138

2,000

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

9,590

0.1人

7,138

③

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

令和2年度

30140101

歳
出
予
算
科
目

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)障がい者の社会参加の促進

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

障害者総合支援法・吉川市介護福祉総合条例

一部委託 社会福祉法人 彩凜会

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

-特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

障障ががいい者者相相談談支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

障がい者相談支援事業

基

本

事

項

計画名

有 無 地域包括支援センター

障がい者相談

正職員間接投入人員

0.94人

2,474

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

障がい者計画

目

的

302201有

身体障がい者（児）・知的障がい者（児）・精神障がい者（児）
及びその家族

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

1/2

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

1,181

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

-5

2,799

1,863

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成された

実施主体の妥当性

106.15%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

123.70%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↗

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

H26年度より難病患者や発達障がいと診断を受けた者も障がい福祉サービスの利用対象になったことから、障がい者の相談件数も増えてい
る。また、障害者虐待防止法、障害者差別解消法等の法律施行に伴い、相談内容についても、より専門的な知識が必要とされている。
R元年度より障がい者相談支援センターを基幹相談支援センターに指定した。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

相談実施件数

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが若干減少
している

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

119.56%①

平成29年度

R2年度から鳥取県、松伏町と連携し、あいサポート運動を推進し、障がい特性を理解し、障がいのある方が困っているときにちょっとした手助
けを行う「あいサポーター」を育成していく。

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

5,131

★★★★★

104.40%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-9.87%

106.67%相談件数、（Ｈ30から訪問件数）

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

障害者総合支援法において、相談支援事業が市町村の必須事業として位置付けられた。ＮＰＯ法人なまずの里
福祉会（現：社会福祉法人彩凜会）に相談支援事業を委託。平成19年11月から障がい者相談支援センターすず
らんが開所された。支援を必要とする人と市の福祉の利用を取り持つ上で、相談支援事業所が民間活力で運営
されることは妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

基幹相談支援センターを設置し、総合的かつ専門的な相談支援の実施、地域の相談支援体制の強化の取組、障がい者等に対する虐待防止
及び早期発見のための関係機関との連絡調整や権利擁護について総合的かつ効果的、効率的に実施することにより、地域における障がい者
等への相談支援体制の充実を図る。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

相談対応における職員人件費及び障がい者相談支援センターの委託費が主なコストのため、コスト改善の余地
はない。

支援を必要とする方々に対しての相談体制の充実を図ることができた。作業療法士、保健師、社会福祉士、精
神保健福祉士などの専門職の配置により、様々な相談に対応することができた。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

5,693
効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

相談実施件数

１　吉川市障がい者相談支援センター　すずらん
　（１）概要　　　　障がい者やその家族の抱える問題について相談や行政サービスへの案内を行う。
　　  　　　　　　 　平成19年度を初年度として委託を継続している。
　（２）開所時間　日曜日及び祝日を除く午前9時から午後6時まで（午前中は電話対応のみ）
　（３）実績　　　　令和元年度　　3,132件

２　障がい福祉課相談受理後の訪問件数　　138件

結

果

令和元年度単　　位

109.00%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
障害者総合支援法において、相談支援事業が市町村の必須事業として位置付けられた。ＮＰＯ法人なまずの里
福祉会（現：社会福祉法人彩凜会）に相談支援事業を委託。平成19年11月から障がい者相談支援センターすず
らんが開所された。支援を必要とする人と市の福祉の利用を取り持つ上で、相談支援事業所が民間活力で運営

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

139,770

69,848

正職員直接投入人員 0.62人

1/2

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

5,260

150,864

1/2

147,270

1/2

70,325

各種健康保険制度における入院、通院、薬剤等の医療費自
己負担額の一部を助成する。

155,670

4,858

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

150,478

① 144,628

投

入

資

源

0

⑤

人

29,800

実績値

80,713

令和3年度

86,636

②

1,225

147,554

137,123

135,000

⑨

補　助　・　単　独　区　分

884

1/2

令和元年度

細目

市内医療機関等について平成23年7月より窓口払いを廃止
した。
県の補助制度見直しに伴い平成27年1月及び平成31年1月
から対象者を見直した。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.79人

請求件数

3,382

④

①

件

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

人　　　件　　　費

141,450

150,561

-99

市　      　  債

受給者数

1/2

66,943

2,135

5,359

そ   　の    他 

実績値

3,502

32,500

年度末受給者数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

補助事業の上乗せ・横出しあり

0.06人

3021 01

こども福祉部 障がい福祉課 障がい給付係

No.

計画(見込)値

②

③

活

動

指

標

②

対
象
指
標

147,363

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

1,245

1,250

80,53983,085

⑥

受益者負担額（使用料・手数料等）

実績値

80,420吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

1,290

2,234

単　位

30,000

令和元年度

143,610

吉川市単独

請求書数（レセプト単位）

1,256

全額補助

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

144,334

①
年間支給金額

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

134,500

1,235
1,225

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.09人 0.07人

00対象年齢

未設定

重度障がい者支援事業

民生費

0.62人

予算(千円)

直  接  事  業  費

7,052

0.62人

5,260

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

有

0.72人

経済的負担が軽減される。

有 無

1/2

33,000

支給金額

平成29年度

135,591
成
果
指
標

間　 接　 経 　費　(加算)

計画(見込)値

30,239

0.06人

134,500

0.06人

967

平成30年度

0

120

区分

5,260

千円

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

事  業   区  分

重度心身障害者医療費給付事業

基

本

事

項

計画名

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

144,334

977

0.07人

-1,257

6,265

③

款 項

目

令和2年度

30210101

歳
出
予
算
科
目

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)保健・医療との連携

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

吉川市重度心身障害者医療費支給に関する条例

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

36歳昭和58年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

重重度度心心身身障障害害者者医医療療費費給給付付事事業業
事前評価日

正職員間接投入人員

0.62人

31,196

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

障がい者計画

目

的

302101有

身体障害者手帳1～3級、療育手帳○Ａ～Ｂ、精神保健福祉
手帳1級、後期高齢者医療制度の障害認定を受けた方
※65歳以上で新規に障害者手帳を取得した者は対象外、
H31.1.1より所得制限導入。

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

コ ス ト 対 象 外  (除外)

69,848

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

2,247

国  補  助  率

69,034

150,750

29,800
29,998

目標(見込)値

80,630

子ども・ひとり親医療費給付事業（子育て支援課）

重度心身障害者医療費の給付

140,446

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

67,665

1,214

⑧

Ｄ

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

①

　市内医療機関等について平成23年7月より窓口払いを原則廃止し、医療機関等からの請求により医療機関へ支払いを行う。

　市外医療機関等については、受給者が請求書と合せて保険診療一部負担金の領収書を提出することにより本人口座へ支払いを行う。

　平成27年1月から、及び平成31年1月から対象者を見直した。

【件数・支出額の推移】

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成された

実施主体の妥当性

令和2年6月22日

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

↘

廃止・休止

　　  あり　     　なし

平成17年度から食事療養費を助成対象外とした。平成23年7月から市内医療機関等における受給者の窓口払いを原則廃止した。県の補助要
綱の見直しに伴い、平成27年1月より65歳以上の新規障害者手帳取得者を補助対象外とするほか、精神障害者保健福祉手帳1級所持者を補
助対象（精神病床にかかる入院を除く。）とした。また、平成31年1月1日より所得制限を導入した。（現受給者は令和4年9月末まで対象外）

改

革

改

善

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

一 次 評 価 日

104.03%

終了・完了

　　  妥当   　　 要検討

二 次 評 価 日

　効率化

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

課題と
今後の改善策

重度心身障がい者に対しての経済的負担の軽減を図ることを目的として、県の補助金要綱、市条例に基づき実
施している。
制度を安定的に維持していくために平成27年1月から対象者を見直した。
平成31年1月1日より新規申請者については、所得制限を導入した。

      あり　　     なし

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

コスト改善の余地

区分

3.20%

94.42%支給金額

成果・効率性向上度のポジション

成果向上の余地

役割分担

上位施策への
貢献度

妥

当

性

安心して必要な医療を受けられるような支援となっているため有効性は高い。
平成27年1月の対象者見直しにより、今後、対象者は減少傾向になると考えられる。

1,245人

概ね達成された

★★★★

   拡　大

廃止・休止

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

終了・完了

他の事業に統合今後の方針

     縮　小
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

94.53%①

  改善のうえで継続

 効率化

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

平成29年度

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが若干増加
している

概ね達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

5,029

★★★★

99.99%

★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、突出した必需性が見当
たらないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

他の事業に統合

　　  あり　　     なし

説   明

受益者負担の
適正化余地

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

効
率
性

  現状のまま継続

1,214

引き続き安定的な制度の維持を図る。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

県の制度設計に基づき、受益者の負担に対して補助する制度であるため。

業

績

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

目
標
達
成
度

平成29年度 平成30年度

4,873
効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

請求件数

令和元年度単　　位

92.93%

支出額 千円 147,359 139,696 137,123 135,591 140,446

単位 平成27年度 平成28年度 令和元年度

受給者数（年度末） 1,292 1,2561,329

結

果

延べ請求件数 件 32,408 31,538 31,196 30,239 29,998

増加することが良いとされる指標

平成30年度

請求件数 93.04%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
重度心身障がい者に対しての経済的負担の軽減を図ることを目的として、県の補助金要綱、市条例に基づき実
施している。
制度を安定的に維持していくために平成27年1月から対象者を見直した。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

36,715

正職員直接投入人員 0.18人

1/2

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,238

36,626

1/2

37,909

1/2

14,390

月額5,000円の手当を支給する
（毎年9月、3月に半年分をまとめて支給）

39,122

-1,562

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

38,651

① 35,153

人

7,250

計画(見込)値

①

件

全額補助

対
象
指
標

実績値

24,746

13,905

1/2

600

投

入

資

源

-0.03

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

②

37,720

②

⑨

補　助　・　単　独　区　分

228

1/2

令和元年度

細目

平成28年7月1日より、新たに障害者手帳を取得した65歳以
上の者については、県の制度に合わせ補助対象外とした。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.25人

手当支給件数

-110

④

-1,642

02

こども福祉部 障がい福祉課 障がい給付係

No.

38,500

令和3年度

24,700

人　　　件　　　費

37,814

38,651

-316

市　      　  債

受給者数

1/2

14,500

261

1,553

そ   　の    他 

実績値

⑥

100

3021

成
果
指
標

②

0.01人

205 -185

14,780

597

⑧

38,268

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

235

③

37,500

活

動

指

標

35,500

単　位

7,300

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

37,185

①
年間支給額合計

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

35,500

Ｂ

特
定
財
源

Ｄ

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.03人 0.01人

00対象年齢

未設定

重度障がい者支援事業

民生費

0.15人

予算(千円)

直  接  事  業  費

2,244

0.15人

1,238

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

37,185

0.02人

952

款 項

目

在宅重度心身障害者手当の支給

正職員間接投入人員

610

受益者負担額（使用料・手数料等）

１名・１月を１件として算出

616

受益者負担率（⑩÷⑤）

年度末受給者数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

7,500

22,21625,178 23,563

7,017

目標(見込)値

620
600

実績値

36,000

620

610

補助事業の上乗せ・横出しあり

平成29年度

36,610

0.01人

228

平成30年度

0

-1,347

区分

1,238

千円

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
35,085

7,700

20

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

吉川市単独

計画(見込)値

7,322

有

0.01人

0.11人

経済的負担が軽減される。

有 無 特別障害者等手当支給事業

7,250

国  補  助  率

0.15人

7,544

14,422

40,058

24,746

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)障がい者の地域生活の支援

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

在宅重度心身障害者手当支給に関する条例

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

40歳昭和54年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

在在宅宅重重度度心心身身障障害害者者手手当当支支給給事事業業
事前評価日

事  業   区  分

在宅重度心身障害者手当支給事業

基

本

事

項

歳
出
予
算
科
目

計画名

手当支給額

235③

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

302102有

在宅の重度障害者（身体障害者手帳1～2級、療育手帳○Ａ～Ａ、精神障害者保健福祉
手帳1級及び超重症心身障害児《障害児福祉手当併用可》）施設に入所していない方
で、特別障害者手当、障害児福祉手当、経過措置による福祉手当を受給している方を
除く。平成28年7月より65歳以上で新規障害者手帳取得者は対象外とする。

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

令和2年度

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

13,905

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

増減額(千円)

30210201
有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

【受給者数・支給金額の推移】

※H28.7.1から65歳以上の新規手帳取得者は県条例に合わせて対象外。既存の対象者は市単独となる。

改善実施済 検討中 　改善未実施

平成17年度に所得制限を導入した。平成28年7月から65歳以上の新規障害者手帳取得者を支給対象外とした。

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された

実施主体の妥当性

97.46%

廃止・休止

→

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

終了・完了

概ね達成された

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

   拡　大

令和2年6月22日

概ね達成された

　効率化

 改善のうえで継続

97.97%

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

改

革

改

善

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

提供の対象者の偏りもない、突出した必需性も見当たらない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

   拡　大

概ね達成された

★★★★

①

      あり　　     なし

うち市単独分（※） 千円

　　  あり　　     なし

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

①

区分

廃止・休止

     縮　小

説   明

二 次 評 価 日

 効率化

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストがそれほど
変動していない

概ね達成された

★★★★

 現状のまま継続

★★★★

5,220

★★★★

96.12%

★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

手当支給件数

-0.13%

97.63%手当支給額

区　　　分

　　  あり　     　なし

今後の方針
二
次
評
価

成果向上の余地

令和2年5月28日

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

経済的、精神的負担の軽減を図ることを目的として、県の補助要綱、市条例に基づき実施しており、妥当であ
る。

引き続き安定的な制度の維持を図る。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

平成28年7月から県基準へと制度改正を行った。
手当を支給する事業であるため、受益者負担は馴染まない。

障がい者への経済的支援となっているため有効性は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

  改善のうえで継続

5,226
効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

手当支給件数
結

果

令和元年度

成果・効率性向上度のポジション平成29年度

9,075 8,160 7,610 6,305

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

受給者数（年度末） 人 638 636 616 620 597

年間支給額 千円 39,210 39,110 37,720 36,610 35,085

9,295

単　　位

97.97%

令和元年度

97.63%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
経済的、精神的負担の軽減を図ることを目的として、県の補助要綱、市条例に基づき実施しており、妥当であ
る。　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無

正職員間接投入人員

0.23人

4

6

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

障がい者計画

目

的

302202有

障がい者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

2,799

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)障がい者の社会参加の促進

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

一部委託 社会福祉法人彩凜会へ委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

11歳平成20年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

障障ががいい者者就就労労支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

障がい者就労支援事業

基

本

事

項

計画名

23

1

6

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

5,468

0.02人

1,824

③

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

令和2年度

市役所へ就労体験した障がい者の人数 2

歳
出
予
算
科
目

1

20

0.02人

平成30年度

148

1

区分

1,934

人

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

6

成
果
指
標

市役所障がい福祉課での就労体験をした障がい者の人数

平成29年度

17

2

1

4

一般事業所等へ就職した障がい者の人数

2

7,402

5

2,800

2

会議開催数

24

ハローワークが主催する障がい者合同面接会の開催支援回数

就職合同面接会の開催支援

2

4

吉川市単独

2,637

全額補助

計画(見込)値

6

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.02人 0.02人

18対象年齢

未設定

重度障がい者支援事業

民生費

0.23人

予算(千円)

直  接  事  業  費

1,282

0.23人

1,934

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.02人

有

0.02人

0.21人

就労を促進し、地域で自立した生活を送ることが可能となる。

単　位

6

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

2

①

5,468

①
就労支援センター及び市内就労移行支援事業所（2か所）の支援により就職した人数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

20

2,750

会議開催数

Ｄ

7

目標(見込)値

2,550

障がい者の地域での生活を考える検討会議の開催
回

③

2

1

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

1

⑧

5,846

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

2,706

2,700

5,9945,346

国  補  助  率

5,346

回

活

動

指

標

実績値

5,846吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

3022 02

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

No.

人　　　件　　　費

4,064

7,402

148

市　      　  債

障害者手帳所持者数

1,786

そ   　の    他 

実績値

148

6

年度末障害者手帳所持者数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

1

・平成30年度から障がい者の法定雇用率の引き上げが行
われ、精神障がい者も雇用義務の対象となる。
・障がい者雇用について、事業者の理解促進の必要があ
る。

0

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.14人

自立支援協議会（就労部会）の開催

④

①

回

計画(見込)値

22

2,850

投

入

資

源

0.02

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

5,885

実績値

7,402

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

4

2

25

1

20

②

人

5

1
1

6

正職員直接投入人員 0.21人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,934

5,994

4,061

・市障がい者就労支援事業について、社会福祉法人彩凜会
へ委託し障がい者就労支援センターを設置して、実施する。
・事業の充実を図るため、関係機関との連携を深める。
・市役所において、知的障がい者を対象とした就労体験事
業を実施する。

5,885

1

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

18歳以上

7,402

① 4,0614,060

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

結

果

令和元年度単　　位

113.64%

今後も様々な支援策を展開することにより成果向上の余地があると考える。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

974,355
効
率
性

成
果
結
果

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

自立支援協議会（就労部会）の開催

１　令和元年度吉川市知的障がいのある方を対象とした会計年度任用職員採用について
　（１）事業目的　令和2年度より通年の雇用を実施し、更なる障がい者の就労支援及び障がい者就労の理解促進を目的とする。
　（２）採用期間　令和2年4月1日から令和3年3月31日
　（３）主な業務　事務作業、軽作業など
　（４）就労時間　午前9時から午後2時まで　1日4時間週20時間
　（５）採用人数　1名

２　吉川市障がい者就労支援センターについて
　（１）事業概要　　       吉川市の委託により障がい者の就労支援業務を行う。
　（２）受託者/所在地　 社会福祉法人　彩凜会/吉川市大字川藤14番地1（障がい者総合支援センターなまずの里内）
　（３）事業内容　　       障がい者からの就労に関する相談、障がい者職業能力の向上支援、ハローワークや事業者への同行などの就労支援、
　　　　　　　　　　     　  就労後の障がい者や雇用者への支援など

３　令和元年度吉川市役所職場体験実習事業について
　（１）事業目的   知的障がいのある方が、吉川市役所の職場で働くことを体験することで、就労についての理解・関心を深めてもらうことを目的とする。
　（２）実習時期　令和元年8月（5日間）
　（３）実習内容　事務補助、軽作業など
　（４）実習修了者　2名

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

市の委託による障がい者就労支援センターも含めた複数の関係機関の連携によって取り組むことで成果向上
が図られており、役割分担は妥当である。また、障がい者の就労促進による地域での自立した生活の実現を目
的としており意図も妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

ケースに応じた適切な支援と就労先の拡大が課題であるため、関係機関の連携の強化及び事業者への働きかけの促進を図っていく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

障がい者就労支援センターは年間を通じての設置委託事業であり、コストを改善することは難しい。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合が高く、かつ行政上の専門知識を必要としない
サービス

特定の個人又は集団に提供されるが、突出した必需性が見当
たらないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-12.11%

70.83%一般事業所等へ就職した障がい者の人数

成果・効率性向上度のポジション

令和2年度から知的障がい者の方を会計年度任用職員として1名雇用し、障がい者の就労支援及び障がい者雇用への理解、関心を深め、市
職員としての雇用実績を積んでいく。

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

856,350

★★★★★

116.67%

★★★★★

令和元年度

100.00%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

自立支援協議会（就労部会）の開催

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

自立支援協議会（就労部会）の開催にあたり、平成24年度から事前テーマを募るなど効果的な会議の運営を図った。
また、埼玉県緊急雇用創出基金を活用し、平成25～26年度に特定非営利法人なまずの里福祉会へ「地域生活就労支援事業」を委託すること
で就労支援の充実を図った。平成28年度より、知的障がいのある方を対象とした市役所職場体験実習事業を開始した。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↑

終了・完了

達成度がやや低い達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

達成された

実施主体の妥当性

115.00%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
市の委託による障がい者就労支援センターも含めた複数の関係機関の連携によって取り組むことで成果向上
が図られており、役割分担は妥当である。また、障がい者の就労促進による地域での自立した生活の実現を目
的としており意図も妥当である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

― 122 ― ― 123 ―

民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.35人

国  庫　支　出　金

②

②

28,623

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

特別障害者手当等支給額

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

2,939

31,595

29,016

19,858

3/4

以下の手当を原則年4回（2・5・8・11月）支給する。
また、特別児童扶養手当に係る事務を行う（支給は県）。
　・特別障害者手当（月額27,200円）
　・障害児福祉手当（月額14,790円）
　・経過措置による福祉手当（月額14,790円）

32,070

1,946

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 22,550

人

120

10,706

対
象
指
標

104

全額補助

102

10,27510,911

年度末特別障害者手当等認定者数

51 -51

3/4

実績値

29,509

計画(見込)値

123

投

入

資

源

0

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

⑨

補　助　・　単　独　区　分

184

0

令和元年度

細目

22,550

法に基づき支給しているが、対象者及び支給金額が増加傾
向にある。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.42人

特別障害者手当等受給者数

3021 03

こども福祉部 障がい福祉課 障がい給付係

No.

人　　　件　　　費

28,683

33,256

-89

市　      　  債

特別障害者手当等認定者数

199

3,029

2,046

110

④

21,351 1,462

188

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

一部補助

10,357

人

受益者負担額（使用料・手数料等）

活

動

指

標

実績値

9,640吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

②

Ｄ

21,713

目標(見込)値

120

21,320

⑧

3/4

29,549

①

33,256

① 28,46626,520

103

113

29,000

③

年度末認定者数－年度末支給停止者数

県  補  助  率

⑦

⑩

県  支  出  金

そ   　の    他 

実績値

184

123

国  補  助  率 3/4

32,450

0.33人

115

単　位

115

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

①
年間支給総額

複数年度

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

30,000

118

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.05人 0.03人

00対象年齢

未設定

重度障がい者支援事業

民生費

0.35人

予算(千円)

直  接  事  業  費

3,767

0.35人

2,939

有

常時介護を必要とする重度障がい者（児）

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

0.03人

2,855

歳
出
予
算
科
目

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

平成29年度

26,477

120

成
果
指
標

3/4

計画(見込)値

99

107

10,706

令和3年度

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

2,939

千円

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
28,426

増減額(千円)

30,133

190

0.04人

190

令和2年度

基

本

事

項

計画名

有

0.03人

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)障がい者の社会参加の促進

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

特別児童扶養手当の支給に関する法律

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

23歳平成8年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

施　　　　策

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

款 項

目

特特別別障障害害者者手手当当等等支支給給事事業業
事前評価日

事  業   区  分

特別障害者手当等支給事業

有 無 在宅重度心身障害者手当支給事業

特別障害者手当等の支給

正職員間接投入人員

0.35人

決算(千円)
区　　　　　分

平成30年度

30,133

個別計画の
位置付け

目

的

302103

0.03人

無

101

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

30210301

635

区分

29,960
30,000

③

吉川市単独

3/4

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

経済的負担が軽減される。

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

　各手当の額は物価等の動向を反映して調整する仕組みとなっている。

　ただし、平成12年度から平成14年度の間に物価が下落したにもかかわらず、支給額を特例的に据え置いたため、法律が本来予想している水準よりも

高い水準となっており、これを平成25年度から平成27年度までの3年間で解消した。　

【認定者数・支給金額の推移】※特別児童扶養手当は、県が支出している。 所得制限等による停止者を含む

改善実施済 検討中 　改善未実施

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

87.83%

増加することが良いとされる指標

令和元年度

90.00%①

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

令和2年6月22日

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された

実施主体の妥当性

   拡　大

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

二
次
評
価

98.02%

廃止・休止 終了・完了

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

　効率化

障害者手帳交付時の連絡票を作成し、申請漏れが発生しないよう努めた。

↘
ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★★

①

今後の方針

特別障害者手当等受給者数

   拡　大

二 次 評 価 日

一 次 評 価 日 一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

上位施策への
貢献度

改

革

改

善

今後の方針

コスト改善の余地

区分

効
率
性

妥

当

性

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが若干増加
している

概ね達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

特別障害者手当等支給額

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

309,755

★★★★

88.70%

★★★★

有
効
性

  改善のうえで継続

 効率化

行政上の専門知識を必要とするが、突出した政策的意思決定を
必要としないサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、突出した必需性が見当
たらないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

課題と
今後の改善策

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

廃止・休止

説   明

　　  あり　　     なし

経費の大部分を手当支給額が占めているためコスト改善は難しい。また、手当を支給する事業であるため受益
者負担は馴染まない。

成果・効率性向上度のポジション

20,847 22,309 20,754 22,298

平成29年度

年間支給額 千円 519

  現状のまま継続 他の事業に統合

法令に基づき実施しており、妥当である。

近年、支給は増加傾向にあるが、適正な給付に努める。

評　　価

     縮　小

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

対象者、支給件数ともに増加傾向にあるため成果向上の余地があり、また障がい者への経済的支援となってい
るため有効性は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

区　　　分

成果向上の余地

役割分担

298,472
効
率
性

成
果
結
果

受益者負担の
適正化余地

事

業

評

価

525 525 395 354

名　　称 項　目 単位

合計

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

特別障害者手当等受給者数
結

果

令和元年度単　　位

97.00%

人 3 3 3 2 2

認定者数（年度末） 人 101 106 103 103 107

年間支給額 千円 27,128 27,321 28,623 26,477 28,426

障害児福祉手当

3.78%

88.37%

認定者数（年度末） 人 35 36 33 33 34

年間支給額 千円 6,346 5,947 5,789 5,328 5,774

経過措置による福祉手当
認定者数（年度末）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

特別障害者手当
認定者数（年度末） 人 65 71 68 68 71

年間支給額 千円 20,263

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
法令に基づき実施しており、妥当である。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

0.7人

決算(千円)
区　　　　　分

850

吉川市単独

計画(見込)値

58

有

0.06人

0.67人

障がいを軽くしたり、機能を回復する医療が受けやすくなる。

有 無

自立支援医療（更生医療

正職員間接投入人員

0.7人

993

55

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

障がい者計画

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)保健・医療との連携

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

障害者総合支援法、吉川市介護福祉総合条例施行規則

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

26歳平成5年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

自自立立支支援援医医療療支支給給事事業業
事前評価日

事  業   区  分

自立支援医療支給事業

基

本

事

項

計画名

未設定

障がい者更生援護事業

99

令和3年度

民生費

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

69,972

465

0.07人

465

5,869

③

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

令和2年度

精神通院医療受給者数 900

1/2

30140301

歳
出
予
算
科
目

1,550

00対象年齢

目

的

302205有

63,000,000

0.06人

428

平成30年度

0

2,045

1,300

区分

身体障がい者・精神障がい者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

5,879

円

人

目

標

設

定

・

実

績

70

600
509

成
果
指
標

1,140

実績値

国  補  助  率 1/2

17,476

82,906

0.07人

平成29年度

61,125,129

1,000

1,542

900

①

25,333

750

1,730

1,150

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

714

50

63,000,000

1,730

1/2

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

16,982

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

0.07人

②

受給者証発行件数

1,740

単　位

60

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

1,000

③

1,071

更生医療給付総額

66,052,866

69,972

①
年間更生医療公費給付総額

埼玉県に進達した件数

精神通院医療申請等進達件数

1,555

年度末対象者数

Ｄ

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

1,350

974

県  支  出  金

人

対
象
指
標

予算(千円)

1,736

全額補助

0.06人

16,501

450

1,727

567

33,864

444

⑧

1/2

70,846

直  接  事  業  費

5,450

県  補  助  率

⑦

⑩

0.7人

5,879

一部補助

身体障害者手帳所持者数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

1,740

年度中に支給した件数

65,000,000

3022 05

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

No.

人　　　件　　　費

77,457

76,279

132

市　      　  債

身体障がい者の数

1/4

15,912

480

5,747

そ   　の    他 

実績値

34,953

5,055

55

⑨

補　助　・　単　独　区　分

428

0

1/4

令和元年度

細目

33,964

650

1,650

平成18年度から自立支援医療として自己負担の仕組みが
変わった。また、三障がい一元化により、更生医療、精神通
院医療、育成医療の手続きの仕組みが一本化された。

-0.01

目標(見込)値

400

平成30年度
目標(見込)値

0.61人

550

更生医療給付者数

1,020

④

32,759

計画(見込)値

レセプト件数
件

精神障がい者の数

1,725
1,730

投

入

資

源

0.03

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

⑥ 33,964

②

800

1/2

実績値

68,000,000

1,100

63,782,566

650

62,000,000

②

25,658 25,10433,646

①

人活

動

指

標 件
1,295

1,600

25,333

16,982

1/4

補助事業の上乗せ・横出しあり

令和3年度

67

目標(見込)値

23,060吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

5,879

75,900

1/4

71,738

31,874

1/4

1/2

16,932

更生医療の現物給付を行う。利用者負担は原則1割で所得
に応じて月額上限がある。
精神通院医療は、県主体事業であるが申請交付事務を市
が行う。

78,087

4,458

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

精神保健福祉手帳所持者数

人

849

全年齢

76,279

① 69,55765,099

65

1,990

正職員直接投入人員 0.67人

1/4

国  庫　支　出　金

②

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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③

１　自立支援医療支給事業（更生）

２　自立支援医療支給事業（精神通院）

３　自立支援医療支給事業（育成）

平成25年4月　育成医療の事務が、県から市に移譲された。

改善実施済 検討中 　改善未実施

平成29年度

令和元年度単　　位

108.22%

45,944
効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

精神通院医療申請等進達件数

　　  あり　　     なし

平成19年度から腎臓機能障害の医療扶助費（生活保護分）が自立支援医療で対応することとなったため、直接
事業費が激増した。また、平成18年10月から県負担（1/4）が導入され、市の負担は1/2から1/4となった。
平成18年4月から自立支援医療費として、自己負担が原則1割となり、所得に応じた月額上限が設定された。

障がいを軽くし、社会参加を支援する医療の給付であり、今後も手続きされる方が増加すると見込まれる。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

成果向上の余地

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

  現状のまま継続 他の事業に統合

福祉事務所が行う事務である。精神通院医療は、県が主体で市が窓口となっている。
障害者総合支援法に基づく事務であり、対象、手法は法に基づくものである。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

終了・完了
二
次
評
価

今後も、積極的に更生医療制度の案内を継続し、障がい者への医療費助成を行い、福祉サービス利用を図る。

事

業

評

価

評　　価

役割分担

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

妥

当

性

有
効
性

     縮　小

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

48,811

★★★★★

111.67%

★★★★★

6.24%

令和元年度

105.45%①

課題と
今後の改善策

廃止・休止

   拡　大

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが若干増加
している

達成された

★★★★★

改

革

改

善

今後の方針

コスト改善の余地

区分

支給件数（件） 41

区　　　分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

107.10%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

結

果

受益者負担の
適正化余地

成果・効率性向上度のポジション

更生医療給付者数

支給件数（件） 993

対象者数（年度末）（人） 1,140

対象者数(全年齢）（人） 23

二 次 評 価 日

精神通院医療受給者数

　効率化

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

　　  妥当   　　 要検討

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

65歳以上の新規の重度医療費助成事業の廃止に伴い、65歳以上の方の更生医療の申請件数が増加している。

110.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

↘

対象者数（年度末）（人） 67

   拡　大

②

今後の方針

令和2年6月22日

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

達成された

実施主体の妥当性

114.00%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
福祉事務所が行う事務である。精神通院医療は、県が主体で市が窓口となっている。
障害者総合支援法に基づく事務であり、対象、手法は法に基づくものである。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.29人

1/4

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

2,166

17,367

1/4

15,138

5,849

1/4

1/2

3,783

障がいの部位に応じ、必要な補装具の給付、修理をする。
医師の意見書及び補装具の見積書を添付し申請。新規申
請は更生相談所の判定を得て、決定後給付券を発行

17,765

3,154

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

15,143

① 15,10011,946

人

128

130

1,627

3,224

1/2

実績値

5,471

令和3年度

8,007

12,951

140

12,000

②

1,730

投

入

資

源

-0.03

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

12,000

補装具申請件数

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

⑨

補　助　・　単　独　区　分

79

0

1/4

令和元年度

細目

6,448

平成18年10月から新体制に移行。原則1割負担となり、一部
の品目が日常生活用具と入れ替わるなどの変更があった。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.19人

6,364

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
計画(見込)値

対
象
指
標

Ｄ

Ｂ

特
定
財
源

114

目標(見込)値

受益者負担額（使用料・手数料等）

受益者負担率（⑩÷⑤）

3022 06

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

No.

実績値

③

成
果
指
標

全額補助

1,727

130件活

動

指

標

実績値

②

130

1,736

3,236

⑧

1/2

5,471

150

1,725

1,740

6,1085,033

身体障害者手帳所持者数

858

平成29年度

11,946

単　位

130

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

12,898

①

無

1/2

間　 接　 経 　費　(加算)

3,224

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率 1/2

3,253

14,633

補装具給付総額

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.02人 0.03人

00対象年齢

未設定

障がい者更生援護事業

民生費

0.26人

予算(千円)

直  接  事  業  費

1,683

0.26人

2,166人　　　件　　　費

12,951

-3192,485

歳
出
予
算
科
目

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

目

的

302206

1,730

補装具交付・決定件数

13,000

年間総額

15,1432,936

150

④

128

1,740

130

1/4

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 6,448

補装具交付・決定件数
件

補装具交付・修理申請件数

12,000

0.02人

79

平成30年度

0

451

区分

130

吉川市単独

計画(見込)値
目

標

設

定

・

実

績

事前評価日

事  業   区  分

補装具費支給事業

基

本

事

項

計画名

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

12,898

101

0.03人

101

2,538

③

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

有 無

有

身体障がい者（児）

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

89

一部補助

県  支  出  金

そ   　の    他 

①

医療保険の治療用装具

補装具の新規交付
補装具の再交付・修理

正職員間接投入人員

0.26人

114

150

30140402

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

障がい者計画

150

140

12,000

1,730

コ ス ト 対 象 外  (除外)

決算(千円)
区　　　　　分

有

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)障がい者の社会参加の促進

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

障害者総合支援法、吉川市介護福祉総合条例施行規則

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

26歳平成5年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

補補装装具具費費支支給給事事業業

0.02人

0.29人

失われた部位を補うことにより、日常生活が容易になる。

令和2年度

1/2

30140401

2,166

千円

99

令和3年度

15,100

5,657

0.02人

7,476

14,431

県  補  助  率

⑦

⑩

市　      　  債

身体障害者数

1/4

2,925

6,505

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

補装具費支給事業（補装具費支給件数）

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成された

実施主体の妥当性

125.83%

廃止・休止

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

107.14%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

　　  妥当   　　 要検討

令和2年6月22日

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

概ね達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

制度改革により、償還払い方式になったが、利用者の一時的負担が大きいことから、当市では各補装具業者と代理受領契約をし、利用者の負
担の軽減を図っている。

↓

補装具申請件数

区　　　分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

①

　効率化

活
動
結
果

終了・完了

廃止・休止

     縮　小

評　　価

改

革

改

善

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

 現状のまま継続

令和2年5月28日

補装具給付総額

★★★★

87.69%

★★★★★ ★★★★

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが増加してい
る

概ね達成された

★★★★

成果・効率性向上度のポジション平成29年度

152,341

コスト改善の余地

区分 令和元年度

85.33%①

有
効
性

今後の方針

課題と
今後の改善策

   拡　大

補装具の希望者には、より分かりやすい案内と迅速な支給決定に努めていきたい。

事

業

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

今後の方針

二
次
評
価

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

  改善のうえで継続

 効率化

終了・完了

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

支給基準は国基準で決まっており、コスト改善の余地はない。
障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）の施行により平成18年10月1日から利用者負担の見直しがあり、
原則1割負担となった。平成22年4月からは非課税世帯については、利用者負担なしとなった。

障がい者の増加とともに、年々増加する見込みであり、自立支援に貢献する。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

説   明

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

障害者総合支援法に基づき、市町村が行うべき事業である。
対象、手段についても、法の基準に沿って行うものである。
障がい部位を補い、自立を助けるため、欠かせないものであり、妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

　　  あり　　     なし

112,740
効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

補装具交付・決定件数

対象者 支給・修理件数

身体障がい者（18歳以上） 69件

身体障がい児（18歳未満） 45件

令和元年度単　　位
結

果

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

35.13%

91.89%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

107.93%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
障害者総合支援法に基づき、市町村が行うべき事業である。
対象、手段についても、法の基準に沿って行うものである。
障がい部位を補い、自立を助けるため、欠かせないものであり、妥当である。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員

国  庫　支　出　金

②

0.01人

④

計画(見込)値
実績値

6,012

947

6

1,300

②

人　　　件　　　費

6,223

7,096

619

市　      　  債

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

619

7,269

6,831

・創作的活動又は機能訓練、社会適応訓練などの機会を提
供する。
・社会との交流及び参加者同志の交流の促進を図る。

6,877

578

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

18歳以上

7,082

39

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

人

5

7,018

① 6,6066,028

1,000

平成30年度
目標(見込)値

事業連絡会議の開催

①

回
12

障がい者手帳（身体・療育・精神）をお持ちの方

②

5

100

16

2,850

投

入

資

源

0.07

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

⑨

補　助　・　単　独　区　分

37

令和元年度

細目

平成18年10月から障害者自立支援法（現：障害者総合支援
法）に定める地域生活支援事業として、市町村が行う事業と
なった。

0.01

目標(見込)値

12

新規にセンターへ利用紹介した方の人数

6

1,304

100

3022 07

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

No.

6,877

①
延べ人数

そ   　の    他 

実績値

0.27%

6,303 1,241

実績値

7,2306,286

100
100

センターの利用人数

2,637

全額補助

0.01人

0.27%

2,799

⑧

12

目標(見込)値

2,550

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

障がい者手帳（身体・療育・精神）合計延べ人数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

1,000

単　位

12

令和元年度

区分

14

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

100

①

7,004

事業内容や事業実績について検討する会議の開催

Ｄ

0.27%

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

80

県  補  助  率

⑦

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

18対象年齢

未設定

障がい者日常生活支援事業

民生費

0.07人

6,440

0,01

令和3年度

決算(千円)
区　　　　　分

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

0.07人

619

予算(千円)

平成29年度

6,440

44 44

新規にセンターへ利用紹介した方
人

③

5

アンケート調査により満足と回答した利用者の割合 100

2,706

2,700

③

2,800

12

対
象
指
標

②

1,500

目

標

設

定

・

実

績
1,626

3

12

区分

令和3年度

計画(見込)値

人

活

動

指

標

％

12

成
果
指
標

100

5

吉川市単独

17

1,600

0.07人

5

12

0.20% 0.20%

23

46

⑩

一部補助

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

14

令和2年度

利用者満足度調査 100

歳
出
予
算
科
目

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

有

0.01人

創作的活動や機能訓練、社会適応訓練などの機会を提供
し。社会交流を促進することにより、地域において自立した日
常生活及び社会生活を営むことができるようになる。

有 無

正職員間接投入人員

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)障がい者の社会参加の促進

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

障害者総合支援法・吉川市介護福祉総合条例施行規則

全部委託 社会福祉法人 彩凜会へ全部委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

11歳平成20年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

地地域域活活動動支支援援セセンンタターー事事業業
事前評価日

事  業   区  分

地域活動支援センター事業

基

本

事

項

計画名

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

障がい者計画

目

的

302207有

身体障害者手帳、療育手帳、精神保健福祉手帳を交付され
ている方。

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

37

平成30年度

1,218

2,750

間　 接　 経 　費　(加算)

6,028

直  接  事  業  費

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率

0.54%

541

県  支  出  金

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

事業概要

１　概要 創作活動や生産活動の機会提供や社会との交流を促進する活動を行う。

２　実施方法 社会福祉法人　彩凜会に委託

３　実施日時 月曜日から金曜日10時から15時まで

改善実施済 検討中 　改善未実施

増加することが良いとされる指標

   拡　大

達成された

実施主体の妥当性

終了・完了

令和2年6月22日

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

125.08%

廃止・休止

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

　　  妥当   　　 要検討

達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

障害者総合支援法に定める地域生活支援事業として位置付けられており、障がい者の社会交流及び日中活動の場として、実施していく。
平成30年度からは、社会福祉法人彩凜会に事業委託している。

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

     縮　小 　効率化

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

24人

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

  改善のうえで継続

センターの利用人数

登録者数

達成された

★★★★

区　　　分

　　  あり　     　なし

目
標
達
成
度

妥

当

性

①

   拡　大

区分

↓

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

成果・効率性向上度のポジション

説   明

平成30年度

今後の方針

成果向上の余地

役割分担

事業名

二
次
評
価

1,626回

二 次 評 価 日

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★★

事業連絡会議の開催

結

果

605,724

★★★★★

100.00%

★★★★★

有
効
性

令和元年度

100.00%①

課題と
今後の改善策

廃止・休止

 効率化

行政上の専門知識を必要とするが、突出した政策的意思決定を
必要としないサービス

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

障がい福祉サービスとして生活介護や就労継続B型事業等の日中活動があるが、日常的に通所することが難しい障がい者にとっては利用しに
くいサービスである。そのため、日中活動への規則的な参加が難しい障がい者の社会交流の場を確保することが必要であり、当事業を実施し
ている。

一 次 評 価 日

達成された

平成30年度

改

革

改

善

今後の方針

日中活動を求めている障がい者が潜在的に多数いるものと思われる。日々のケースワークの中で、適切に案内できるよう努力していく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

原則1割の利用者負担を求めている。平成22年4月からは非課税世帯については、利用者負担なしとなった。

502,312
効
率
性

成
果
結
果

終了・完了

障害者総合支援法における地域生活支援事業として実施しており、役割分担、対象、手段、意図ともに妥当であ
る。

センターに来て、楽しい1日を過ごすことにより、よりいきいきと生活できるようになるため、成果の向上の余地は
ある。
介護者の負担も軽減することができる。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

令和元年度

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

延べ利用回数

地域活動支援センター

コスト改善の余地

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

事業連絡会議の開催

対象・手段

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

平成29年度

130.40%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

20.59%

単　　位

94.70%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
障害者総合支援法における地域生活支援事業として実施しており、役割分担、対象、手段、意図ともに妥当であ
る。　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人正職員直接投入人員 0.01人

1/4

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

309

9,470

1/4

9,809

2,972

1/4

1/2

1,036

①運転免許費：18万円を限度に取得費の2/3を支給
②改造費：障がいに対応したブレーキ、ハンドル等の改造費用の
1/2、10万円を限度に支給
③移動支援：委託先のヘルパーが外出をサポート
④のぞみ号の貸し出し：車いすのまま乗り降りできる福祉車両の貸
し出し

9,963

-1,670

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

10,306

① 9,10010,770

人

209

89
100

3

-899

1,182

1/4

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 2,364

②

220

3,300

200

240

150

②

1/2

実績値

6,760

2,850

投

入

資

源

0.03

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

4,491

160

⑨

補　助　・　単　独　区　分

61

0

1/4

令和元年度

細目

2,364

100

障害者総合支援法に定める地域生活支援事業のうち移動
支援事業については、制度開始後様々な課題が上がってお
り、国においても検討継続中である。

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.01人

自動車改修費、免許取得費支給申請者数

-450

④

3,114

①

人

計画(見込)値

人　　　件　　　費

11,079

10,306

232

市　      　  債

障がい者（身体・知的・精神）

1/4

1,486

75

78

そ   　の    他 

実績値

3,648

-1,377

3

障がい者（身体・知的・精神）手帳所持者数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

3022 16

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

No.

人

活

動

指

標

実績値

6,390吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

⑧

1/2

10,848

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

2,706

2,700

6,3616,489

国  補  助  率 1/2

1,824

11,159

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

100

71

実人数

Ｄ

1

目標(見込)値

2,550

移動支援利用者数
人

③

3,122

単　位

3

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

3,300

①

9,936

①
年間利用延べ人数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

160

2,750

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

00対象年齢

未設定

障がい者日常生活支援事業

民生費

予算(千円)

直  接  事  業  費

80

0.04人

309

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

有

0.01人

①運転免許を取得し、就労や更生ができ、行動範囲が拡大
する。
②③④移動が容易になり、日常生活が便利になる。また、生
活圏が拡大し、社会参加が可能になる。

有

のぞみ号利用件数

3,277

6,760

220

2,800

3,300

移動支援利用者数

200

年間登録者実数

のぞみ号利用登録者数

2,765

220

吉川市単独

2,637

全額補助

計画(見込)値

2

平成29年度

123

3,300

92

220

移動支援事業利用時間（総数）

3

成
果
指
標

160

61

平成30年度

0

-28

110

区分

309

件

時間

令和3年度

0.04人

目

標

設

定

・

実

績
173

209

3

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

9,936

61 61

79

③

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

令和2年度

移動支援事業利用時間（総数） 2,600

1/2

30140901

歳
出
予
算
科
目

100

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)障がい者の社会参加の促進

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

障害者総合支援法・吉川市介護福祉総合条例施行規則

全部委託 契約事業者

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

32歳昭和62年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

移移動動支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

移動支援事業

基

本

事

項

計画名

無 介護給付事業（重度訪問介護、通院介助等）

身体障害者運転免許取得費補助金交付

自動車改造費補助金交付

正職員間接投入人員

0.04人

210

1

40140902

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

障がい者計画

目

的

302216有

①身体障がい者、精神障がい者
②身障手帳1～3級で上肢、下肢又は体幹障がいの方
③全身性、視覚、知的、精神障がい者
④一般交通機関の利用が困難な障がい児・者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

1/2

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

1,182

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

1,556

2,799

2,073

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

移動支援事業

１　概要 委託事業者がヘルパーを派遣し、移動や外出の支援を行う。

２　対象 全身性障がい及びこれに準じる障がい、知的障がい、精神障がい及び難病によって自力での移動が困難な者

３　利用者上限 1か月につき50時間を限度とし、個々に支給量を決定

４　利用者負担 1割負担（非課税世帯（低所得区分）は無料）

※車両代等実費は別途自己負担

５　令和元年度移動支援支給決定者数　　46人

改善実施済 検討中 　改善未実施

概ね達成された

実施主体の妥当性

83.79%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

87.08%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

概ね達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↑

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

移動支援車両（のぞみ号）は、平成23年に車両を購入し、運営している。
改

革

改

善

区　　　分

②

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

移動支援利用者数

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★

コストが減少してい
る

概ね達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

95.00%②

平成29年度

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

45,097

★★★★

95.45%

★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

-13.11%

94.61%移動支援事業利用時間（総数）

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

行政上の専門知識を必要とするが、突出した政策的意思決定を
必要としないサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

移動支援事業は、平成18年10月の障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）の施行により、市の事業として
位置付けられた。障がいにより移動が困難な方への支援であり、対象・手段ともに妥当である。
障がい者の自立を支援し、生活圏の拡大を支援する事業であり、意図は妥当。
移動支援車両（のぞみ号）は、車椅子のまま乗車できるため、本人にも介護者にも負担が少ない。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

移動支援事業を提供できる事業所は、障害者総合支援法に基づく重度訪問介護事業を提供できる事業所であることが必須条件となっている
が、市内で重度訪問介護を提供できる事業所が少ないため、移動支援事業所の確保が課題である。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

移動支援車両（のぞみ号）は、使用したガソリン代を自己負担としている。
移動支援事業については、原則1割負担で所得により負担軽減を行っている。
非課税世帯については、利用料負担なしである。

障がい者の自立支援、移動支援、介護負担の軽減に貢献している。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

51,903
効
率
性

成
果
結
果

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

移動支援利用者数
結

果

令和元年度単　　位

126.04%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
移動支援事業は、平成18年10月の障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）の施行により、市の事業として
位置付けられた。障がいにより移動が困難な方への支援であり、対象・手段ともに妥当である。
障がい者の自立を支援し、生活圏の拡大を支援する事業であり、意図は妥当。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

232

有

0.01人

介護者の介護負担と経済的負担を軽くする。

0

860

9

493

1,102

⑧

1/2

6,465

直  接  事  業  費

80

県  補  助  率

⑦

81

目標(見込)値

2,180

人　　　件　　　費

一部補助

県  支  出  金

2,706

有 無

一時介護等利用料助成事業

一時介護等利用料の助成

正職員間接投入人員

0.03人

18

70

30140802

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

障がい者計画

目

的

302217有

①障がい児（者）一時介護等利用料助成事業
　在宅の身体、知的障がい児（者）で利用登録したもの
②日中一時支援事業
　在宅の知的障がい児（者）

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

80

決算(千円)

51

平成30年度

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)障がい者の地域生活の支援

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

障害者総合支援法・吉川市介護福祉総合条例施行規則

全部委託 契約事業者

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

28歳平成3年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

障障ががいい児児((者者))一一時時介介護護支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

障がい児(者)一時介護支援事業

基

本

事

項

計画名

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

8,373

47 47

79

③

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

令和2年度

日中一時支援事業利用者数 200

1/2

30140801

歳
出
予
算
科
目

10

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
24

18

70

20

吉川市単独

計画(見込)値

69登録者数

成
果
指
標

区　　　　　分

2,637

全額補助

介護人登録事業所数
所

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

所

22

区分

日中一時支援事業利用者延べ人数

平成29年度

21

400

20

1,702

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率 1/2

1,703

5,248

一時介護等利用料助成事業利用者数

5,449

20

2,800

490

一時介護等利用料助成事業登録事業所数

20

日中一時支援契約施設数

日中一時支援契約施設数

1,702

身体障がい児（者）、知的障がい児（者）の数

令和3年度

人

人

8,373

①
利用者実人数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

00対象年齢

未設定

障がい者日常生活支援事業

民生費

0.03人

予算(千円)

24

2,750

1/2

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

単　位

70

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

470

①

③

463404

10

3022 17

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

No.

⑨

補　助　・　単　独　区　分

51

0

1/4

令和元年度

細目

1,505

10

日中一時支援事業の利用者が年々増加しており、利用上限
（月8回）引上げ等の要望も増えている。

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.01人

一時介護等利用料助成事業登録者数

66

④

898

①

そ   　の    他 

実績値

2,850

投

入

資

源

0.02

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト 8,656

① 7,0246,3875,168

1/4

1,360

46

78

0.03人

232 154

市　      　  債

活

動

指

標

実績値

3,916吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

1,605

839

70

3,893

⑩

2,700

4,776

人

計画(見込)値

8,656

3,322

身体障害者手帳、療育手帳所持者数

8

1/2

実績値

対
象
指
標

1,028

2,232

Ｄ

20

②

1/4

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 1,505

480

18

14

5,449

25

人

19

10
10

80

-87

②

20

10

正職員直接投入人員 0.01人

1/4

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

232

7,304

1/4

7,076

1,189

1/4

1/2

1,426

①民間団体等が運営する介護サービス等の利用料を一部
助成する
②市が委託した指定事業所に在宅の知的障がい児（者）を
日中預ける（日帰りショートステイ）

7,201

637

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

①

１　障がい児（者）一時介護等利用助成事業

２　日中一時支援事業

改善実施済 検討中 　改善未実施

令和元年度単　　位

202.00%

結

果

事業名 登録者数

主

な

取

組

平成29年度 成果・効率性向上度のポジション

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

一時介護等利用料助成事業登録者数

行政上の専門知識を必要とするが、突出した政策的意思決定を
必要としないサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性官

民

役

割

分

担

評

価

介護負担の軽減のための費用であり、助成する費用の大部分が人件費となっているためコスト削減の余地はな
い。
一時介護事業は、利用者負担について、市が助成するものである。日中一時支援事業は、原則1割負担として
おり、所得に応じ負担率を下げて軽減を行っている。

平成28年度より日中一時支援事業所への委託料（報酬単価）の見直しを行い、事業所が積極的に事業に取り組めるよう支援した。

②

達成された

終了・完了

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

区　　　分

　　  あり　     　なし

93,694
効
率
性

成
果
結
果

延べ利用者数 延べ利用日数

日中一時支援事業 85人 493人 1,882日

妥

当

性

　　  あり　　     なし

★★★★★

事業名 登録者数

↗

課題と
今後の改善策

実利用者数

障がい児（者）一時介護等利用助成事業 81人 24人

成果向上の余地

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

他の事業に統合

説   明

今後の方針

 効率化

廃止・休止

     縮　小
日中一時支援事業について、利用時間のカウント方法の検討等を行っていく。

一 次 評 価 責 任 者

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

一時介護等助成事業は、民間事業者の行うサービスの助成である。
日中一時支援事業については、市内の事業所にも委託し、利用者の利便性が図られている。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

利用上限（月8回）以上の利用を希望する対象者もおり、上限引き上げ等を検討する必要がある。

事

業

評

価

評　　価

  改善のうえで継続

日中一時支援事業は、利用者が多く見込まれる。
介護負担の軽減に貢献している。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

-3.76%

学校等の夏季休暇中に、保護者の就労等によりやむを得ず、日中一時支援事業所での預かりが必要になる児童が増えており、1回の利用時
間が4時間未満の場合のカウント方法の検討等が必要である。

 現状のまま継続

★★★★

90,167

★★★★★

115.71%

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

98.57%①活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

令和元年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが若干減少
している

達成された

★★★★★

改

革

改

善

今後の方針

コスト改善の余地

区分

令和2年5月28日

115.75%日中一時支援事業利用者数

二
次
評
価

   拡　大

二 次 評 価 日

　効率化

終了・完了

　　  妥当   　　 要検討

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

一時介護等利用料助成事業登録者数

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

   拡　大

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

一 次 評 価 日

100.00%

増加することが良いとされる指標

104.89%

廃止・休止

評価判断理由（特記事項）

令和2年6月22日

加藤　利明

達成された

実施主体の妥当性

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針
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大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
一時介護等助成事業は、民間事業者の行うサービスの助成である。
日中一時支援事業については、市内の事業所にも委託し、利用者の利便性が図られている。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.07人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

155

3,785

3,631

・土地の無償貸与
・建設時の借入金に対する元利償還金の補助

4,265

-1,053

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

18歳以上

3,733

① 3,6304,683

年度末障害者手帳所持者数

箇所

35

32
40

242

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

40

32

37

35

②

令和3年度

4,265

実績値

3,730

33

① 1

投

入

資

源

-0.05

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

2,850

40

懸念される定員不足への対応について、施設の空きスペー
スを使用し、生活介護、就労継続支援Ｂ型事業の拡大を
図っていく。

-0.01

目標(見込)値

2,550

平成30年度
目標(見込)値

0.11人

2,750

年間通所日数

④

日

計画(見込)値

人　　　件　　　費

12,502

3

3,733

-467

市　      　  債

障害福祉サービス事業所吉川フレンドパーク

621

そ   　の    他 

実績値

-1,519

242

3

3022 18

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

No.

吉川フレンドパークの数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

人

活

動

指

標

実績値

5,301吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

32

1

全額補助

3 0

2,700

1

2,7992,637

⑧

5,304

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

人
障害者手帳所持者数

1

1

3,78213,461

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

40

Ｄ

242

目標(見込)値

1

登録者数（就労継続支援Ｂ型事業）
人

③

単　位

242

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

3,578

①
生活介護事業の年度末利用者数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

35

1

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.01人 0.01人

18対象年齢

未設定

障がい者福祉施設支援事業

民生費

0.02人

予算(千円)

直  接  事  業  費

962

0.02人

155

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

3,578

0.01人

634

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

正職員間接投入人員

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率

13,464

利用者数（生活介護事業）

3,730

40

1

就労継続支援Ｂ型事業への年度末登録者数

35

生活介護事業への年度末登録者数

登録者数（生活介護事業）

3

35

③

平成29年度

31

31

40

施設開設日数

155

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
32

36

242

増減額(千円)

242

2,800
2,706

成
果
指
標

決算(千円)
区　　　　　分

40

吉川市単独

計画(見込)値

242

有

0.07人

サービスの維持及び安定した施設運営が行える。また施設
での訓練等を通じ、就労に結びつけるなど、障がい者の自立
を促す。

有 無 ひだまり支援事業

平成30年度

-1,519

40

区分

23歳平成8年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

吉吉川川フフレレンンドドパパーークク支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

吉川フレンドパーク支援事業

基

本

事

項

計画名

令和2年度

3

歳
出
予
算
科
目

40

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

0.02人

34

242

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

障がい者計画

目

的

302218有

障害福祉サービス事業所吉川フレンドパーク

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)障がい者の地域生活の支援

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

補助・負担等 社会福祉法人葭の里への補助

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

吉川フレンドパークについて

１　運営主体　社会福祉法人葭の里

２　所在地　吉川市中井三丁目177番地2

３　実施事業

　　　事業の名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要

県の認可を受けて実施する事業

生活介護事業  入浴・排泄・食事などの介護を行うとともに、創作的活動や生産活動の場を提供する。

就労継続支援Ｂ型事業  一般企業への就職が困難な障がい者などに就労機会を提供するとともに、能力向上に必要な訓練などを行う。

就労移行支援事業  就労を希望する65歳未満の障がい者に対して実習などを通じて就労・定着の支援を行う。

改善実施済 検討中 　改善未実施

概ね達成された

実施主体の妥当性

91.43%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

97.30%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↑
ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

   拡　大

令和2年6月22日

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

     縮　小

説   明

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成21年度にさつき園を閉園し、吉川フレンドパークあいらんどを開所。平成24年9月から日中一時支援事業を開始。

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

改

革

改

善

区分

廃止・休止

登録者数（就労継続支援Ｂ型事業）

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★

コストが減少してい
る

概ね達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

87.50%②

成果・効率性向上度のポジション

市が委託する地域活動支援センター、日中一時支援事業、就労支援センターについては、平成30年度から社会福祉法人彩凜会に事業を移行
した。事業縮小により発生した施設の空きスペースにおいて、生活介護、就労継続支援Ｂ型事業の拡大を図ってもらう。

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

111,327

★★★★

85.00%

★★★★

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

-26.54%

88.57%利用者数（生活介護事業）

有
効
性

区　　　分

　　  あり　     　なし

今後の方針
二
次
評
価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

  改善のうえで継続

 効率化

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

社会福祉法人葭の里が福祉サービスの実施主体となっており、当該法人を支援する事業であることから役割分
担、手段ともに妥当である。

吉川フレンドパークの既存事業の在り方も含めて施設側と協議を行い、必要な事業を展開できるよう検討を行う。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

施設整備に係る借入の元利償還金補助などの補助要綱に基づいた補助を行っているため、コスト改善の余地
はない。また、利用者負担は、法令や条例に基づいており適正である。

利用者の増加に対応し、成果を向上させていくことが必要。また、吉川フレンドパークは、市内における障がい福
祉の通所サービスにおいて、重要な役割を果たしており、上位施策である総合振興計画への貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

登録者数（就労継続支援Ｂ型事業）
結

果

令和元年度

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

提供の対象者は偏りがないが、日常生活に必要不可欠なサー
ビス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

平成29年度

151,550
効
率
性

成
果
結
果

活
動
結
果 概ね達成された

★★★★

①

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

単　　位

96.97%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
社会福祉法人葭の里が福祉サービスの実施主体となっており、当該法人を支援する事業であることから役割分
担、手段ともに妥当である。　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.07人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

155

4,413

4,259

・土地の無償貸与
・建設時の借入金に対する元利償還金の補助

4,893

-7,897

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

18歳以上

4,210

① 4,25912,155

年度末障害者手帳所持者数

箇所

45

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

32

40

②

令和3年度

4,893

実績値

4,207

40

① 1

投

入

資

源

-0.05

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

2,850

平成29年度に国庫補助を活用し、障がい福祉総合支援セン
ターなまずの里を開設した。障害福祉サービスを一極に集
中させ、利便性の向上が図られた。

-0.01

目標(見込)値

2,550

平成30年度
目標(見込)値

0.17人

2,750

登録者数（就労継続支援Ｂ型事業）

④

人

計画(見込)値

人　　　件　　　費

82

3

4,210

-467

市　      　  債

ひだまり

621

そ   　の    他 

実績値

-8,363

40

3

3022 19

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

No.

ひだまりの数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

活

動

指

標

実績値

12,773吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

1

全額補助

3 0

2,700

1

2,7992,637

⑧

12,776

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

人
障害者手帳所持者数

1

1

4,4101,602

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

Ｄ

48

目標(見込)値

1

③

単　位

40

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

4,055

①
就労継続支援Ｂ型事業の年度末利用者数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

40

1

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.02人 0.01人

18対象年齢

未設定

障がい者福祉施設支援事業

民生費

0.02人

予算(千円)

直  接  事  業  費

1,523

0.02人

155

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

4,055

0.01人

634

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

正職員間接投入人員

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率

1,605

利用者数（就労継続支援Ｂ型事業）

4,207

1

40

3

40

③

平成29年度

28

就労継続支援Ｂ型事業への年度末登録者数

155

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
29

40

増減額(千円)

45

2,800
2,706

成
果
指
標

決算(千円)
区　　　　　分

吉川市単独

計画(見込)値

43

有

0.07人

サービスの維持及び安定した施設運営が行える。また施設
での訓練等を通じ、就労に結びつけるなど、障がい者の自立
を促す。

有 無 吉川フレンドパーク支援事業

平成30年度

-8,363

区分

11歳平成20年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

ひひだだままりり支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

ひだまり支援事業

基

本

事

項

計画名

令和2年度

3

歳
出
予
算
科
目

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

0.02人

32

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

障がい者計画

目

的

302219有

障がい福祉総合支援センターなまずの里

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)障がい者の地域生活の支援

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

補助・負担等 社会福祉法人彩凜会への補助

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

障がい者総合支援センターなずの里について

（1）運営主体　　社会福祉法人彩凜会　　　（2）所在地　　吉川市大字川藤14番地1

（3）実施事業　

　　　　　　事業の名称 事　業　の　概　要

県の認可を受けて実施する事業

生活介護事業  入浴・排泄・食事などの介護を行うとともに、創作的活動や生産活動の場を提供する。

自立訓練（生活訓練）事業 自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行う。

就労継続支援Ｂ型事業 一般企業への就職が困難な障がい者などに就労機会を提供するとともに、能力向上に必要な訓練などを行う。

就労移行支援事業 就労を希望する65歳未満の障がい者に対して実習などを通じて就労・定着の支援を行う。

就労定着支援事業 就労を継続するために企業間の連絡調整や、就労における課題解決のため支援をを行う。

吉川市が委託する事業

地域活動支援センター事業  創作的活動や生産活動、社会との交流促進などを目的として日中活動を行う。

日中一時支援事業  家族の冠婚葬祭や病気などによって一時的に介護ができない場合に見守りを行う（宿泊はできない）。

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成度がやや低い

実施主体の妥当性

72.50%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

80.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

達成度がやや低い概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↑
ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

   拡　大

令和2年6月22日

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

     縮　小

説   明

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成19年度に障害者自立支援法に基づいたサービスへ移行するため、改修工事の支援を行った。また作業所が手狭になったことから、法人
が近くの倉庫を借り受けて作業の拡大を図り、利用者の定数増を行うなど状況に応じた改善を実施した。
平成29年度に、国庫補助事業を活用し、新事業所「障がい福祉総合支援センターなまずの里」を建設した。

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

改

革

改

善

区分

廃止・休止

登録者数（就労継続支援Ｂ型事業）

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

効率性の維持と成果の改善が必
要

★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

107.50%①

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

91,943

★★★★★

120.00%

★★★★

達成された

平成30年度

平成30年度

-69.06%

70.00%利用者数（就労継続支援Ｂ型事業）

有
効
性

区　　　分

　　  あり　     　なし

今後の方針
二
次
評
価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

  改善のうえで継続

 効率化

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

社会福祉法人彩凜会が障害福祉サービスの実施主体となっており、当該法人を支援する事業であることから役
割分担、手段とも妥当である。

平成30年4月より新事業所において、生活介護、自立訓練、就労支援センターの運営、相談支援センターの運営、地域活動支援センターの運
営、日中一時支援などの事業を実施し、利用者の利便を図っている。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

施設整備に係る借入の元利償還金補助などの補助要綱に基づいた補助を行っているため、コスト改善の余地
はない。また、利用者負担は、法令や条例に基づいており適正である。

当事業所は、市内における障がい福祉の通所サービスにおいて重要な役割を果たしており、上位施策である総
合振興計画への貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

登録者数（就労継続支援Ｂ型事業）
結

果

令和元年度

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

提供の対象者は偏りがないが、日常生活に必要不可欠なサー
ビス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

平成29年度

297,126
効
率
性

成
果
結
果

活
動
結
果 概ね達成された

★★★★

①

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

単　　位

80.00%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
社会福祉法人彩凜会が障害福祉サービスの実施主体となっており、当該法人を支援する事業であることから役
割分担、手段とも妥当である。　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

― 138 ― ― 139 ―

民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

1.37人

1,474

752

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

障がい者計画

目

的

302223有

身体障がい者（児）、知的障がい者（児）、精神障がい者（児）
で、介護が必要な方や在宅での生活が困難な方、また、職
能訓練及び日常生活訓練が必要と認められる方

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

令和2年度

施設利用者人数　就労継続支援 20,000

1/2

30141101

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

加藤　利明事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)障がい者の地域生活の支援

第４節　みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

障害者総合支援法・吉川市介護福祉総合条例施行規則

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

13歳平成18年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

障害福祉費

まちづくり目標

介介護護・・訓訓練練等等給給付付事事業業
事前評価日

事  業   区  分

介護・訓練等給付事業

基

本

事

項

計画名

歳
出
予
算
科
目

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

1,500

吉川市単独

計画(見込)値

706

有

0.12人

1.41人

平成25年4月1日に「障害者自立支援法」に代わる「障害者総
合支援法」が施行された。同法では、障害者の定義に難病等
が追加され、重度訪問介護の対象者の拡大、ケアホームの
グループホームへの一元化などが実施されている。

有 無 介護保険の各種在宅サービス

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

279,281

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率 1/2

271,186

894,218

0.12人

6,845

平成30年度

0

33,015

区分

11,525

時間

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
5,305

1,457

600

増減額(千円)

850

成
果
指
標

27,822

居宅サービス等利用時間数

27,531就労継続支援A型・B型年間延べ利用日数

平成29年度

6,153

28,000

1,500

2,800

28,500

年間延べ利用者数（1か月を1件とする）

6,000
6,200

7,141 7,141③

受益者負担額（使用料・手数料等）

2,637

全額補助

220,257

2,799

528,338

⑧

1/2

982,261

県  補  助  率

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.14人 0.16人

00対象年齢

未設定

自立支援給付事業

民生費

1.37人

予算(千円)

直  接  事  業  費

11,540

1.37人

11,525

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

1,118,122

0.16人

12,452

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』
介護・訓練等給付事業

正職員間接投入人員

単　位

750

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

28,500

①

1,118,122

①
居宅介護等利用時間総数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

6,200

2,750

1/2

③

1,500

578

目標(見込)値

2,550

訓練等給付支給（就労継続支援）
件

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

2,706

2,700

294,636234,294 261,621吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

受益者負担率（⑩÷⑤）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

活

動

指

標

実績値

②

対
象
指
標

28,285

各種手帳所持者数の合計

3022 23

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

No.

①

人

計画(見込)値

人　　　件　　　費

882,678

1,136,492

-667

市　      　  債

障がい者（身体・知的・精神）

1/4

240,879

6,753

12,193

そ   　の    他 

実績値

542,170

104,810

800

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 558,354

0.12人

⑨

補　助　・　単　独　区　分

6,845

0

1/4

令和元年度

細目

558,354

平成25年4月1日に「障害者自立支援法」に代わる「障害者
総合支援法」が施行された。同法では、障害者の定義に難
病等が追加され、重度訪問介護の対象者の拡大、ケアホー
ムのグループホームへの一元化などが実施されている。

-0.04

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

1.3人

居宅サービス等利用者数

23,218

④

439,667

5,500

令和3年度

283,383

2,850

投

入

資

源

-0.04

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

1/2

実績値

298,857

279,281

1/4

②

1,500

28,500

6,003

900

6,200

②

Ｂ

特
定
財
源

3月から翌年2月の月々の利用者合計数

Ｄ

298,857

人

1,430

800

48,577

正職員直接投入人員 1.41人

1/4

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

11,525

1,087,071

1/4

1,077,534

479,761

1/4

1/2

264,097

利用の相談、申請に基づき、認定調査員を派遣して障がい
の状況等を調査、審査会を経て支給決定する。利用者は事
業所や施設と契約を結び、サービスの提供を受ける。事業
所等の請求に基づき、市は給付費を支払う。入所施設につ
いては、県の入所調整会議に諮る。

1,096,739

98,336

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

1,136,492

① 1,068,405970,069

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

施設入所支援 （年度末利用者）34人 - モニタリング -

グループホーム （年度末利用者）54人 -

317件

709件

同行援護 75人 1,042時間 地域移行支援 - 　0人

短期入所 204人 1,244日 地域定着支援 - 　84人

療養介護 （年度末利用者）13人 - 計画策定 -

乗降介助 0人 0回 放課後等デイサービス 1901人 18,300回

重度訪問介護 226人 22,011時間 児童発達支援 879人 5,730回

行動援護 170人 2,690時間 医療型児童発達支援 　0人 0回

身体介護 324人 3,627時間 就労移行支援 277人 4,776回

家事援助 180人 1,943時間 就労継続支援 1474人 27,822回

通院介助 74人 185時間 就労定着支援 53人 76回

サービス区分 延べ利用者数 延べ利用実績 サービス区分 延べ利用者数 延べ利用実績

単　　位

109.15%

1,391,305
効
率
性

平成29年度

成
果
結
果

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

居宅サービス等利用者数
結

果

令和元年度

　　  あり　　     なし

障害者総合支援法の施行により、利用者負担は原則1割負担となるが、所得により月額上限を設け、更に各種
減免制度を創設し低所得者への配慮をしている。

重度の障がい者が増加しているとともに、在宅で生活する障がい者も増加していることから、サービス提供時間
は、今後も増加が見込まれる。障がい者の法定雇用率が上がったことにより、就労関係の訓練等給付の利用者
が増加している。在宅サービスの充実、介護負担の軽減、障がい者の就労、自立支援に貢献している。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

  改善のうえで継続

 効率化

二
次
評
価

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

障害者総合支援法に基づく事業である。
障害者総合支援法に規定されており、妥当である。
障害者総合支援法が施行され、支給決定のプロセスに医師等を含めた審査会が設置され、障害支援区分の認
定審査が行われるようになった。

介護保険のケアマネージャーから、障がい福祉制度に関する問い合わせやサービス利用計画の調整等を行うことが多く、介護保険のケアマ
ネージャーとの連携・協力が必要である。

説   明

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

令和元年度

88.25%① 居宅サービス等利用者数

   拡　大

令和2年6月22日

↓

事

業

評

価

評　　価

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

35.18%

102.55%居宅サービス等利用時間数

障害者総合支援法に基づき、引き続き実施していく。

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

1,880,746

★★★

77.07%

★★★★★

成果・効率性向上度のポジション

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが増加してい
る

達成度がやや低い

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

今後の方針

コスト改善の余地

区　　　分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成25年より計画相談支援の実施が必須となり、障がい者が抱える問題に対し、計画的にサービスを提供できるようになってきている。そのた
め、在宅サービス利用者が増加しており、今後も増加していくことが予測される。
また、平成28年4月から課を新設し、支援体制の強化を図った。

加藤　利明

評価判断理由（特記事項）

改

革

改

善

区分

廃止・休止

     縮　小   拡　大

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

　効率化

終了・完了

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

125.33%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

①

今後の方針

概ね達成された

実施主体の妥当性

85.56%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
障害者総合支援法に基づく事業である。
障害者総合支援法に規定されており、妥当である。
障害者総合支援法が施行され、支給決定のプロセスに医師等を含めた審査会が設置され、障害支援区分の認

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無

緊急時通報システム貸与事業

正職員間接投入人員

0.33人

35

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

高齢者福祉計画

目

的

401122有

①65歳以上でひとり暮らしの者
②65歳以上で日中ひとり暮らしの者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

1,500

17,173

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

鈴木　康雄事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)高齢者の日常生活の支援

第３節　いきいき暮らせる高齢者福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

吉川市介護福祉総合条例

一部委託 緊急通報センター業務、機器の設置を民間に委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

28歳平成3年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

高齢者福祉費

まちづくり目標

緊緊急急時時通通報報シシスステテムム貸貸与与事事業業
事前評価日

事  業   区  分

緊急時通報システム貸与事業

基

本

事

項

計画名

432

24

70

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

6,929

1,869

0.02人

0

2,697

③

款 項

目

31

令和2年度

30311401

歳
出
予
算
科
目

460

0.01人

1,869

平成30年度

292

区分

0.23%

2,630

件

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

70

成
果
指
標

平成29年度

431

緊急時通報システムの稼働件数

11,397

0.27% 0.27%

17,509

440

吉川市単独

16,050

全額補助

-0.05%

計画(見込)値

58

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.01人 0.01人

65対象年齢

未設定

高齢者日常生活支援事業

民生費

0.33人

予算(千円)

直  接  事  業  費

1,523

0.33人

2,630

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.01人

有

0.01人

0.33人

ひとり暮らしなどの高齢者の緊急事態などに対し、迅速な対
応を図るとともに、日常生活上における不安を解消すること
で、在宅による生活の環境が向上する。

単　位

70

令和元年度

区分

31

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

6,883

①
毎年度末の緊急時通報システムが稼働している件数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

35

470

17,090

毎年度末の緊急時通報システムの新規設置数

Ｄ

52

目標(見込)値

16,089

③

0.28%

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

1,869

⑧

10,883

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

16,869

16,638

11,1448,947

国  補  助  率

8,971

活

動

指

標

実績値

10,852吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

4011 10

健康長寿部 長寿支援課 高齢福祉係

No.

人　　　件　　　費

5,948

31

11,382

-88

市　      　  債

65歳以上の高齢者数

1,869

2,718

そ   　の    他 

実績値

0.27%

287

70

65歳以上の高齢者数（各年度末）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

1,869

令和元年度

細目

高齢化の進展とともに、ひとり暮らし高齢者の増加が加速し
ていることから、見守りを目的とした事業の拡充が求められ
ている。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.18人

新規機器設置台数

④

①

台

-5

0.31%

計画(見込)値

430

17,820

投

入

資

源

0

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

11,252

実績値

11,351

26

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

410

450

②

人

70

正職員直接投入人員 0.33人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

2,630

11,170

6,721

急病や事故などの緊急時に速やかに通報できる端末を貸し
出しすることにより、緊急事態の迅速な対応を図るとともに、
看護師等による相談業務や安否確認を行う。

11,287

375

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

65歳以上

11,428

① 6,6716,296

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

結

果

令和元年度単　　位

95.35%

緊急時対応に欠かせないサービスであり、高齢者の日常生活支援として上位施策への貢献度はある。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

187,640
効
率
性

成
果
結
果

円／台

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

新規機器設置台数

事業内容
１　緊急時にボタンを押すと、緊急通報センターに繋がり救急要請ができる装置の貸し出し
２　24時間365日健康相談が受けられる（通話料は実費）
３　月に1回緊急通報センターからお元気コール（安否確認）

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

ひとり暮らしや日中ひとり暮らしの高齢者など家族等の見守りの目が比較的届きにくい高齢者を対象にしてお
り、対象は妥当である。また、同様のサービスは、民間サービスでもあるが、比較的高価であり、対象となるよう
な高齢者については、市が主体となって安価にサービスを提供することは妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

平成27年度に契約内容、受益者負担を見直しており、コスト改善の余地、受益者負担の余地は少ない。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合いが高く、突出した行政上の専門知識を必要と
しないサービス

特定の個人又は集団に提供され、しかも日常生活に必要不可
欠でないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

14.48%

97.95%緊急時通報システムの稼働件数

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

214,807

★★★

74.29%

★★★

令和元年度

82.86%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが増加してい
る

達成度がやや低い

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

達成度がやや低い

★★★★

新規機器設置台数

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↓

終了・完了

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

50.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月29日

鈴木　康雄

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された

実施主体の妥当性

96.00%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
ひとり暮らしや日中ひとり暮らしの高齢者など家族等の見守りの目が比較的届きにくい高齢者を対象にしてお
り、対象は妥当である。また、同様のサービスは、民間サービスでもあるが、比較的高価であり、対象となるよう
な高齢者については、市が主体となって安価にサービスを提供することは妥当である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無

高齢者世帯賃貸住宅家賃助成事業

正職員間接投入人員

0.15人

169

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

高齢者福祉計画

目

的

401127有

65歳以上のひとり暮らし又は高齢者世帯
（2年以上居住している世帯、月額3万円以上の家賃を払う世
帯、市民税非課税世帯）

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

17,173

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

鈴木　康雄事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)高齢者の日常生活の支援

第３節　いきいき暮らせる高齢者福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

吉川市高齢者世帯賃貸住宅家賃助成要綱

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

26歳平成5年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

高齢者福祉費

まちづくり目標

高高齢齢者者世世帯帯賃賃貸貸住住宅宅家家賃賃助助成成事事業業
事前評価日

事  業   区  分

高齢者世帯賃貸住宅家賃助成事業

基

本

事

項

計画名

8,056,600

184

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

8,693

1,846

0.01人

1,846

1,269

③

款 項

目

令和2年度

30312301

歳
出
予
算
科
目

8,400,000

0.01人

1,846

平成30年度

1,610

区分

1,238

円

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

222

成
果
指
標

平成29年度

8,290,600

家賃助成金支給総額

11,777

17,509

8,585,000

吉川市単独

16,050

全額補助

計画(見込)値

164

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.01人 0.01人

65対象年齢

未設定

高齢者世帯賃貸住宅家賃助成事業

民生費

0.15人

予算(千円)

直  接  事  業  費

1,923

0.15人

1,238

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.01人

有

0.01人

0.15人

家賃の一部を補助することにより、経済的な負担が軽減され
る。

単　位

210

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

8,440

①
毎年度末の家賃助成金の支給総額

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

8,652,000

17,090

毎年度末の家賃助成金を支給した世帯数

Ｄ

154

目標(見込)値

16,089

③

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

⑧

9,603

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

16,869

16,638

11,21310,196

国  補  助  率

10,196

活

動

指

標

実績値

9,603吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

4011 15

健康長寿部 長寿支援課 高齢福祉係

No.

人　　　件　　　費

8,273

11,524

-5

市　      　  債

65歳以上の高齢者数

1,783

1,243

そ   　の    他 

実績値

1,610

200

65歳以上の高齢者数（各年度末）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

1,846

令和元年度

細目

高齢化の進行により、対象者は増加しており、財政負担が
大きくなることが見込まれる。

0

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.23人

家賃助成金支給世帯数

④

①

世帯

計画(見込)値

9,286,000

17,820

投

入

資

源

0

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

12,019

実績値

11,524

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

8,293,000

9,074,000

②

人

216

正職員直接投入人員 0.15人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,238

11,213

8,967

4,500円を支給限度として年3回に分けて助成する。

12,019

-231

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

65歳以上

11,777

① 8,1298,360

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

結

果

令和元年度単　　位

89.31%

本事業は高齢者の住宅の確保についての支援する側面もあり、上位施策への貢献道は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

58,552
効
率
性

成
果
結
果

円／世帯

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

家賃助成金支給世帯数

高齢者世帯賃貸住宅家賃助成
１　対象
　（１）世帯員全員が65歳以上であること。
　（２）市民税非課税世帯であること。
　（３）市内に2年以上住民票を置いていること。
　（４）生活保護を受けていない世帯であること。
　（５）家賃月額30,000円以上の家賃を負担していること。
２　支給額
　家賃30,000円を超えた分で上限4,500円。（8、12、4月に前月までの4か月分をまとめて支給）

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

本事業は、低所得かつ賃貸住宅入居者の経済的負担を軽減することにより、高齢者の居住の安定を図ることを
目的とした助成制度であり、市以外の実施主体は考えられない。対象、手段については平成17年度に見直して
から10年以上経過しているため、見直しが必要と考える。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

金銭給付に係る事業であり、コスト改善、受益者負担の適正化余地は無い。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策性及び専門性について、中間に位置するサービス
特定の個人又は集団に提供され、しかも日常生活に必要不可
欠でないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

24.35%

96.57%家賃助成金支給総額

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

72,809

★★★

73.33%

★★★★

令和元年度

82.00%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが増加してい
る

達成度がやや低い

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★★

家賃助成金支給世帯数

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↓

終了・完了

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

91.85%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月29日

鈴木　康雄

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された

実施主体の妥当性

88.79%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
本事業は、低所得かつ賃貸住宅入居者の経済的負担を軽減することにより、高齢者の居住の安定を図ることを
目的とした助成制度であり、市以外の実施主体は考えられない。対象、手段については平成17年度に見直して
から10年以上経過しているため、見直しが必要と考える。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

有 無

シルバー人材センター支援事業

正職員間接投入人員

0.01人

8,531,000

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

高齢者福祉計画

目

的

401130有

公益社団法人吉川市シルバー人材センター

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

462

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

鈴木　康雄事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)高齢者の社会参加の促進

第３節　いきいき暮らせる高齢者福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

吉川市シルバー人材センター補助金交付要綱

補助・負担等 吉川市シルバー人材センターに対する補助

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

27歳平成4年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

高齢者福祉費

まちづくり目標

シシルルババーー人人材材セセンンタターー支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

シルバー人材センター支援事業

基

本

事

項

計画名

11,339,000

8,541,000

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

11,555

79

③

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

令和2年度

30212501

歳
出
予
算
科
目

11,339,000

平成30年度

608

区分

77

円

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

11,339,000

成
果
指
標

平成29年度

10,731,000

シルバー人材センター補助額

11,632

569

10,731,000

吉川市単独

466

全額補助

計画(見込)値

10,731,000

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

60対象年齢

未設定

シルバー人材センター支援事業

民生費

0.01人

予算(千円)

直  接  事  業  費

80

0.01人

77

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

有

0.01人

シルバー人材センターの目的である高齢者の就業機会の拡
大が一層促進される。

単　位

11,339,000

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

11,555

①
シルバー人材センターに対して市が補助した額

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

11,339,000

556

シルバー人材センターに対して市が補助した額

Ｄ

11,339,000

目標(見込)値

550

③

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

⑧

10,824

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

467

556

11,4328,636

国  補  助  率

8,636

活

動

指

標

実績値

10,824吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

4011 17

健康長寿部 長寿支援課 高齢福祉係

No.

人　　　件　　　費

8,556

11,632

0

市　      　  債

シルバー人材センター会員数

78

そ   　の    他 

実績値

608

10,731,000

シルバー人材センター会員

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

再雇用制度など高齢者の働き方も多様化しており、会員の
増加や就職先の確保が困難となっている。

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.01人

シルバー人材センター補助額

④

①

円

計画(見込)値

8,541,000

569

投

入

資

源

0

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

11,634

実績値

11,632

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

8,531,000

11,339,000

②

人

11,339,000

正職員直接投入人員 0.01人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

77

11,432

11,555

シルバー人材センターに補助金を交付する（交付申請、補
助金支出、実績報告）

11,634

608

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

60歳以上

11,632

① 11,35410,746

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

結

果

令和元年度単　　位

100.12%

高齢化が進むことにより高齢者の生きがいづくりや社会参加に対するニーズは益々高まることが予想され、成果
向上の余地がある。また、シルバー人材センターについては、高齢者の生きがいづくりや社会参加促進に大きな
効果があり上位施策への貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

1
効
率
性

成
果
結
果

円／円

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

シルバー人材センター補助額

令和元年度シルバー人材センターの主な事業活動
１　就業機会の開拓
　（１）企業訪問
　（２）ポスティング
２　就業説明会及び面接会
　（１）開催回数 5回
　（２）参加人数　延べ28人
　（３）就業人数　24人
３　未就業相談会
　（１）開催回数　10回
　（２）参加人数　6人
　（３）就業人数　3人
４　入会希望者向け説明会
　（１）開催回数　12回
　（２）出席者数　63人
　（３）入会者数　38人

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

シルバー人材センターが実施している高齢者の就業機会の拡大や、社会参加の促進は市が主体的に取り組む
ことが求められており、役割分担、対象・手段、意図は妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

この事業はシルバー人材センターへの補助金交付に係るものであり、受益者負担を求めるものではない。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

提供の対象者の偏りもない、突出した必需性も見当たらない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

減少することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-0.05%

100.00%シルバー人材センター補助額

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

1

★★★★★

100.00%

★★★★★

令和元年度

100.00%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストがそれほど
変動していない

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

シルバー人材センター補助額

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

→

終了・完了

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.12%

減少することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月29日

鈴木　康雄

評価判断理由（特記事項）

達成された

実施主体の妥当性

100.00%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
シルバー人材センターが実施している高齢者の就業機会の拡大や、社会参加の促進は市が主体的に取り組む
ことが求められており、役割分担、対象・手段、意図は妥当である。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無

高齢者生きがいづくり活動事業

正職員間接投入人員

0.21人

359

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

高齢者福祉計画

目

的

401112有

60歳以上の市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

20,711

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

鈴木　康雄事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)高齢者の社会参加の促進

第３節　いきいき暮らせる高齢者福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

吉川市老人福祉センター条例

一部委託 連合長寿会へ指定管理委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

40歳昭和54年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

社会福祉費

老人福祉センター費

まちづくり目標

老老人人福福祉祉セセンンタターー管管理理運運営営業業務務
事前評価日

事  業   区  分

老人福祉センター運営事業

基

本

事

項

計画名

32,544

359

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

31,733

0.01人

1,745

③

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

令和2年度

30212701

歳
出
予
算
科
目

40,000

0.01人

平成30年度

-1,026

区分

1,702

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

359

成
果
指
標

平成29年度

38,638

老人福祉センター利用者数

33,435

21,022

40,000

吉川市単独

19,925

全額補助

計画(見込)値

358

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.01人 0.01人

60対象年齢

未設定

老人福祉センター運営事業

民生費

0.21人

予算(千円)

直  接  事  業  費

321

0.21人

1,702

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.01人

有

0.01人

0.21人

高齢者の教養向上、健康の保持推進、社会参加の拡大が図
られ、高齢者の生きがいが高まる。

単　位

359

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

33,515

①
毎年度末の老人福祉センター利用者数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

40,000

20,522

センターの年間開館日数

Ｄ

321

目標(見込)値

19,934

③

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

⑧

32,555

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

20,216

19,925

31,52830,358

国  補  助  率

30,358

活

動

指

標

実績値

32,555吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

4011 19

健康長寿部 長寿支援課 高齢福祉係

No.

人　　　件　　　費

30,037

35,217

-7

市　      　  債

60歳以上の高齢者数

1,709

そ   　の    他 

実績値

-1,026

359

毎年4月1日現在の60歳以上の高齢者数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

・利用対象者は増加しているが、利用者については横ばい
の状況である。
・施設建設後、40年経過しており、施設の老朽化が目立つ。

0

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.03人

開館日数

④

①

計画(見込)値

40,000

21,522

投

入

資

源

0

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

33,770

実績値

35,217

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

39,327

40,000

②

人

359

正職員直接投入人員 0.21人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,702

31,528

32,025

・老人福祉センター管理運営業務
・趣味の教室や講演会を開催

33,770

-1,019

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

60歳以上

33,435

① 29,82730,846

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

老人福祉センター利用者数内訳

改善実施済 検討中 　改善未実施

年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

7,066人

6,500人

6,434人

個人 団体

26,390人

26,393人

16,499人

その他

5,871人

5,745人

4,465人

合計

39,327人

38,638人

32,544人

結

果

令和元年度単　　位

98.32%

老人福祉センターについては、介護予防の拠点として積極的に活用するため、平成30年度より市職員による健
康ミニ講座（認知症予防）、看護師による健康相談を行っているが、今後講座内容の見直し等により成果向上の
余地はある。また、高齢者がいきいきと暮らせる環境をつくるためにも、老人福祉センターは重要であり、上位施
策へ貢献している。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

90,934
効
率
性

成
果
結
果

円／

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

開館日数

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

老人福祉センターは高齢者の教養の向上、健康の保持増進、社会参加の拡大、高齢者の生きがいづくりなどを
目的に設置された施設となる。平成18年度から吉川市連合長寿会が指定管理者として運営しており、高齢者主
体の運営によっての役割分担、対象、手段、意図は妥当であるが、固定の利用者が大半で新規の利用者開拓
を検討している。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

施設建築後40年が経過しており、引き続き計画的な修繕が必要となり、耐震診断等の詳細な検査が必要となる。
従来の固定された利用者のみではなく、主催事業の充実等により新たな利用者の拡大に努めていく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

施設については築後数十年経過しており、今後も修繕が必要となるが、時代の変化によるニーズを活かすこと
ができれば新たな展開が期待できる。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合が高く、かつ行政上の専門知識を必要としない
サービス

より多くの市民に提供されるが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

8.01%

96.60%老人福祉センター利用者数

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

98,219

★★★★

89.42%

★★★★★

令和元年度

99.72%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが若干増加
している

概ね達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★

   拡　大

開館日数

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

令和２年度からの指定管理者を公募し、書類審査やプロポーザル等の結果、特定非営利活動法人たすけあい・よしかわが新たな指定管理者
となった。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↘

終了・完了

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月29日

鈴木　康雄

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された

実施主体の妥当性

81.36%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
老人福祉センターは高齢者の教養の向上、健康の保持増進、社会参加の拡大、高齢者の生きがいづくりなどを
目的に設置された施設となる。平成18年度から吉川市連合長寿会が指定管理者として運営しており、高齢者主
体の運営によっての役割分担、対象、手段、意図は妥当であるが、固定の利用者が大半で新規の利用者開拓

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

― 148 ― ― 149 ―

民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 1.57人

1/3

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

14,078

14,687

1/3

703

99

1/3

1/3

78

・支援が必要な児童や保護者に対し、社会資源の調整・相
談・家庭訪問を通じて支援をしていく。
・関係機関で構成される要保護児童対策地域協議会におい
て必要な協議・検討を行い支援策を実施していく。

17,675

148

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

14,614

① 609461

人

6

1
1

38

-9

61

27

②

1/3

実績値

14,672

13,200

投

入

資

源

0.02

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

17,509

7

6

1/3

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 61

⑨

補　助　・　単　独　区　分

0

1/3

令和元年度

細目

61

1

家族形態の変化、社会背景の変化に伴い、児童に対する虐
待や養育支援が必要な家庭が増加している。虐待を未然に
防ぐための取組みや早期対応が必要である。

0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

1.43人

要保護児童対策地域協議会個別ケース会議

2

④

22

3031 02

こども福祉部 子育て支援課 子育て支援係

No.

13,901

そ   　の    他 

実績値

83

325

38

3月31日現在の18歳未満の児童総数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

24

①

回

計画(見込)値

Ｂ

特
定
財
源

市　      　  債

要保護児童対策対象年齢児童数

1/3

76

Ｄ

平成29年度

27

7

1

1

成
果
指
標

対
象
指
標 ②

③

5

6

24

単　位

38

令和元年度

直  接  事  業  費

13,383

1.59人

14,078

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)

38

目標(見込)値

13,200

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

7

①

716

①
年度内の取扱件数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

27

13,200

未設定

児童健全育成事業

民生費

1.59人

予算(千円)

⑧

区　　　　　分

0.23人

人　　　件　　　費

178

0.23人

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

目

的

303102有

虐待や養育支援困難医より保育を必要とする児童や支援が
必要とされる児童（0歳から18歳未満）及び出産後の養育に
ついて出産前から支援が必要な妊婦。

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

18

有

0.23人

1.87人

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.24人 0.27人

14,078

区分

関係機関による個別ケース会議開催数

13,114

全額補助

1/3

14,362

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

13,002

13,200

332

③

6
要保護児童対策地域協議会実務者会議

回

7

23

4

目

標

設

定

・

実

績
29

6

33

増減額(千円)

536

0.22人

16,972

38

13,200

実務者会議開催数

代表者会議開催数

要保護児童対策地域協議会代表者会議

計画(見込)値

37

27

年度内の終結件数

0

1

区分

6

吉川市単独

14,51913,517

受益者負担額（使用料・手数料等）

受益者負担率（⑩÷⑤）

回

活

動

指

標

実績値

14,187吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

要保護児童対策地域協議会での管理ケース数
件

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

令和2年度

要保護児童対策地域協議会での終結件数 7

1/3

30410601

歳
出
予
算
科
目

1

有 無

要保護児童対策地域協議会

児童虐待相談

正職員間接投入人員

30410602

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

平成30年度

対象児童が適正な養育環境のもとで養育される。

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

櫻井　健一事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)子どもの健やかな成長の支援

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

児童福祉法、吉川市要保護児童対策地域協議会運営要綱

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

-特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童福祉総務費

まちづくり目標

児児童童虐虐待待防防止止対対策策事事業業
事前評価日

事  業   区  分

児童虐待防止対策事業

基

本

事

項

計画名

6

0対象年齢

22

12,785

90

1/3

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

61

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率 1/3

83

13,561

14,492

6

1.59人

6

38

14,794

177

1

件

令和3年度

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１ 要保護児童対策地域協議会 ３　「ほめて💛💛はぐくむ子育て講座」

　（１）会議 暴力や暴言を使わずに子どもを育てるスキルを学ぶ講座

　（１）市民向け

　実施回数　3回

　修了者数　20名

　（２）職員向け

　（２）管理ケース29件 　美南及び中央子育て支援センター職員、ホームスタートビジターを対象に実施

　参加人数　計34名

４　トレーナー養成講座

利用者支援専門員1名受講（県保護者支援トレーナー養成講座）

２　虐待相談件数

職員及び家庭児童相談員が受けた相談件数

299件(実人数) 1,730件(延べ件数)

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成度がやや低い

実施主体の妥当性

57.14%

廃止・休止

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

櫻井　健一

評価判断理由（特記事項）

平成26年度から家庭児童相談員を講師とする「子育て講座」を開催。なお、講座名については平成30年度から「ほめて💛💛はぐくむ子育て講座」
と親しみやすい名称に変更している。相談業務についても平成30年6月より家庭児童相談員を1名増員し、支援の充実を図っている。

改

革

改

善

区　　　分

②

今後の方針

廃止・休止

     縮　小

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

115.15%

増加することが良いとされる指標

達成度がやや低い概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

説   明

効
率
性

成
果
結
果

二
次
評
価

活
動
結
果

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

今後の方針

コスト改善の余地

区分

終了・完了

　効率化

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

成果・効率性ともに見直しが必要

★★★

コストがそれほど
変動していない

達成された

★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

有
効
性

平成29年度

   拡　大

要保護児童対策地域協議会個別ケース会議

前年度からの継続ケース　

新規ケース

R1年度終結ケース

20件

9件

4件

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

要保護児童対策地域協議会個別ケース会議

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

代表者会議

実務者会議

個別ケース会議

1回

6回

38回

→

★★★★

終了・完了

令和2年5月28日

386,503

★★★★★

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

  現状のまま継続 他の事業に統合

要保護児童対策地域協議会は、児童福祉法第25条の2第1項に基づく協議会であり、関係機関により構成され
るため、市が行う事業としては妥当である。対象児童や家庭に関し、関係機関が支援方針を決定し、役割分担を
行うことにより、対象児童及びその家族への適切な支援を行うことができ、手段として妥当である。また、対象児
童の適正な養育・保護が行われることが、当事業の重要な意図である。

      あり　　     なし

課題と
今後の改善策

　　  あり　　     なし

子育て講座については、これまでダイジェスト版を実施し、市民に内容の周知を図るとともに、育児のスキルを伝えてきたところではあるが、子
どもの成長段階に応じた内容としていく必要がある。また、父親や妊婦等を対象とした講座を開催するなど、対象者の拡大を図る。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

事業費は、協議会委員の報償費、公用車、子育て講座に係る経費であり、コスト改善の余地はない。また、受益
者負担を求める事業ではない。

子育て講座の充実を図ることで虐待防止につながることが期待できるため、成果向上の余地はある。吉川市総
合振興計画で掲げられている児童虐待防止の観点からも上位施策への貢献度は非常に高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

受益者負担の
適正化余地

  改善のうえで継続

 効率化

結

果

令和元年度

388,171

100.00%

★★★★★

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

-0.43%

71.43%要保護児童対策地域協議会での終結件数

令和元年度

単　　位

85.71%

97.37%①

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
要保護児童対策地域協議会は、児童福祉法第25条の2第1項に基づく協議会であり、関係機関により構成され
るため、市が行う事業としては妥当である。対象児童や家庭に関し、関係機関が支援方針を決定し、役割分担を
行うことにより、対象児童及びその家族への適切な支援を行うことができ、手段として妥当である。また、対象児

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

まちづくり目標

子子どどもものの貧貧困困対対策策推推進進事事業業
事前評価日

事  業   区  分

子どもの貧困対策推進事業

③

相談総件数のうち就労・資格取得に関する相談

Ｄ

61

平成29年度

2

2

13,100

3

ハローワークとの連携による就労相談会の実施

3

子ども未来応援集会の開催数

子ども未来応援集会

1

48

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子どもの貧困対策推進計画

目

的

303202有

子ども（若者を含む）及び保護者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

櫻井　健一事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)子どもの健やかな成長の支援

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

児童福祉法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

基

本

事

項

計画名

有

子どもの将来がその生まれ育った環境に左右されることな
く、また、貧困が世代を超えて連鎖することがないよう、支援
を必要とする人が、教育の機会均等などの必要な支援を確
実に受けられ、安心して子育てができるようになる。

有 無

平成29年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童福祉総務費

1

20

令和2年度

高等職業訓練促進給付金受給者数 2

3/4

歳
出
予
算
科
目

4

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

給付金を受給した人数

決算(千円)
区　　　　　分

2

吉川市単独

計画(見込)値

39

0.06人

-4,464

区分

3,481

人

人

令和3年度

0.06人

13,002

⑧

0.39人

正職員間接投入人員

0.39人

3

0.06人

目

標

設

定

・

実

績
2

13,146

全額補助

40

成
果
指
標

県  支  出  金

13,114

13,200

5,0083,121

事務事業の性質

13,100

回

⑩

一部補助

2

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率

5,024

就職決定者数

3

3,721

2

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.04人 0.6人

0対象年齢

未設定

児童健全育成事業

民生費

0.39人

予算(千円)

直  接  事  業  費

2,484

0.39人

3,481

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

240

0.13人

7,852

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

2歳

単　位

40

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

3

①

240

①
就労・資格取得に関する相談のうち就職が決定した人数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

3

Ｂ

特
定
財
源

対
象
指
標

目標(見込)値

13,200

就労相談会実施回数
回

3

③
4

4月1日現在の18歳未満の子どもの総数

1

1

3

②

投

入

資

源

平成30年度

30

-0.50

⑤

②

-4,721

3032 02

こども福祉部 子育て支援課 子ども給付係

No.

人　　　件　　　費

2,540

3,721

-4,441

市　      　  債

市内児童数（18歳未満）

7,921

そ   　の    他 

実績値

⑥

2

①

7

受益者負担率（⑩÷⑤）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

4

子どもの貧困問題の要因として、非正規労働など、社会構造上の問
題も大きく取り上げられているが、景気悪化による所得減少やひと
り親世帯の増加も要因に挙げられている。子どもの貧困問題を地域
社会における複合的な課題と捉え、解決や予防に取り組んでいく
「機運を醸成」していくという視点が必要である。

-0.07

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.27人

相談受付件数（就労・資格取得）
件

実績値

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

④

1,903

4

40

3,7219,725

活

動

指

標

②

2

3/4

9,729

県  補  助  率

⑦

補助事業の上乗せ・横出しあり

令和3年度

実績値

9,472吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

受益者負担額（使用料・手数料等）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

13,100

計画(見込)値

3

正職員直接投入人員 0.89人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

3,481

5,008

1,873

257

・子育て世帯生活実態調査
・子どもの貧困問題に関する市民等への啓発活動
・実態調査の結果を踏まえて、施策を検討

9,725

-281

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

3,721

① 1,5271,808

人

2

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

であう・きづく・つなぐ・つながる未来プロジェクト　―吉川市子どもの貧困対策推進計画―　(2019年3月策定)

すべての子どもが希望をもって力強く成長していけるよう、子どもの貧困を見逃さず、

であう・きづく・つなぐ・つながる未来へ子どもたちを応援します。

妊娠期から18歳までの子どものうち、現在困難を抱える家庭の子ども・将来困難を抱える

可能性がある子どもと保護者。ただし、若者を対象とする施策については、18歳を超える

年齢も含む。


３　計画の期間

・子ども未来応援集会の開催（4回開催：7/31、10/10、12/23、2/17）

・緊急子ども応援配食の実施（R2/3/13～3/23）

改善実施済 検討中 　改善未実施

令和元年度

50.00%

平成29年度

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

相談受付件数（就労・資格取得）

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

249,473
効
率
性

成
果
結
果

平成29年度では「子育て世帯生活実態調査」を実施し、平成30年度では、当該調査に基づき、現状及び課題を整理した上で、解決に向けた取
組を位置付けた子どもの貧困対策推進計画を策定した。引き続き、当該計画に基づき、各種取組を推進する。

結

果

①

今後の方針

説   明

コロナ禍を踏まえた中で、子どもの貧困対策推進計画に位置付けた各種取組の着実な実行に向け、子どもの貧困対策に関する機運の醸成が
必要である。

事

業

評

価

評　　価

二
次
評
価

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

　　  あり　　     なし

上位施策への
貢献度

効
率
性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

      あり　　     なし

ひとり親家庭等への支援策に係る他事業（手当支給、医療費助成等）との連携を図ることで、成果向上の余地
はある。また、様々な視点から施策横断的な貧困対策を講じることにより、成果向上を図る余地はある。

 現状のまま継続

妥

当

性

子どもの貧困は、様々な問題が複合的に交錯しながら発生し、その状態を放置すれば、次世代に渡り貧困の負
の連鎖が生じてしまう。全ての子どもが安心して日々を送り、自分の将来に希望が持てる社会の実現を目指し
て、貧困の負の連鎖を断ち切り、子どもたちが社会を「生き抜く力」を身につけられるよう支援する必要があるこ
とから、様々な視点で、子どもの貧困対策を推進することは、対象・手段、意図ともに妥当である。

　　  あり　　     なし

廃止・休止

     縮　小

令和2年5月28日

平成29年度は「子育て世帯生活実態調査」の実施・分析を進め、平成30年度は当該調査に基づき、子どもの貧
困対策推進計画を策定し、令和元年度から当該計画に基づき、各取組を推進しているところであり、コスト改善
の余地はない。

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合が高く、かつ行政上の専門知識を必要としない
サービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

二 次 評 価 日

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-67.09%

66.67%就職決定者数

成果・効率性向上度のポジション

区　　　分

82,100

★★★★★

152.50%

★★★★★

令和元年度

130.00%①

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

有
効
性

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

効率性の維持と成果の改善が必
要

★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

★★★★★

     縮　小

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

   拡　大

　　  あり　     　なし

達成された

★★★

２　対象

2019年度～2023年度

４　基本目標

活
動
結
果

業

績

評

価

改

革

改

善

↑

達成度がやや低い達成度がやや低い

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　効率化

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

相談受付件数（就労・資格取得）

単　　位

240.00%

①子どもの育ちに直接つながる支援に取り組みます。
②子どもを守り支える保護者への支援に取り組みます。
③生活困難な家庭の生活基盤立て直しへの支援に取り組みます。
④支援の輪の仕組みづくりに取り組みます。

５　令和元年度
　　の主な取組

終了・完了

令和2年6月22日

櫻井　健一

評価判断理由（特記事項）

66.67%

廃止・休止

１　基本理念

達成度がやや低い

実施主体の妥当性

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
子どもの貧困は、様々な問題が複合的に交錯しながら発生し、その状態を放置すれば、次世代に渡り貧困の負
の連鎖が生じてしまう。全ての子どもが安心して日々を送り、自分の将来に希望が持てる社会の実現を目指し
て、貧困の負の連鎖を断ち切り、子どもたちが社会を「生き抜く力」を身につけられるよう支援する必要があるこ

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

Ｂ

特
定
財
源

1,708

-1,895

②

事業年齢

吉川市一般会計

決算(千円)
区　　　　　分

0.12人 0.1人

0.16人

277

10,390

③

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

児童福祉費

児童福祉総務費

目

的

303204有

（直接の対象）
15歳に達する日以後最初の3月31日に達するまでの子ども
（最終的な対象）
その保護者

施　　　　策

有

子どもの医療費を支給することにより、子育て中の家庭
の経済的負担を軽減させる。

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

款 項

無

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

櫻井　健一事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)子どもの健やかな成長の支援

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

吉川市子ども医療費支給に関する条例

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

事 務 事 業 名 子子どどもも医医療療費費支支給給事事業業
事前評価日

事  業   区  分

子ども医療費支給事業

基

本

事

項

計画名

30420404

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

子ども医療費の助成額 289,293

9

30420401

歳
出
予
算
科
目

有 無 ひとり親家庭等医療費支給事業

子ども医療費受給資格証交付申請

子ども医療費支給申請

まちづくり目標

間　 接　 経 　費　(加算)

国  補  助  率

38,340

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

15

167,348
170,000

11,172

令和2年度

登録している子どもの数/15歳以下の子どもの総数（3月1日現在）

14

267,321267,001

6,265

%

千円

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
98.60

157,000

正職員間接投入人員

0.71人

164,470

-6

増減額(千円)

303,815

1,985

98.4

287,637

成
果
指
標

99.3

実際に支給した額

受益者負担率（⑩÷⑤）

631

平成29年度

99.3

11,422

303,680

266,690吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ） 273,612

コ ス ト 対 象 外  (除外)

38,284

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

1,976

36,473

計画(見込)値

そ   　の    他 

実績値

273,612

290,641

99.3

8

281,315

吉川市単独

11,386

全額補助

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.17人 1.15人

00対象年齢

未設定

医療費支給事業

民生費

0.71人

予算(千円)

直  接  事  業  費

9,376

0.81人

7,194

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

0.12人

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

303,815

46歳昭和48年度

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

単　位

170,000

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

290,641

①

対
象
指
標

Ｄ

③

287,127

受給資格登録者率

受益者負担額（使用料・手数料等）

子ども医療費申請書の件数及び医療費明細書の件数 164,763

目標(見込)値

11,800

①

区分

99.3

280,188

11,343

11,480

165,000

計画(見込)値

3032 04

こども福祉部 子育て支援課 子ども給付係

No.

②

登録している子どもの数(3月1日現在)

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段） 実績値

活

動

指

標

実績値

99.3

②

290,641

98.5

⑨

補　助　・　単　独　区　分

1,825

令和元年度

細目

小学校就学前の医療費分は県補助対象であるが、それ以外の医
療費分については補助対象外であるため、市の単独事業費が年々
増加している。全国的にも子ども医療費の無料化については、国に
おいて制度化すべきと声が高まっている。

0

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

1人

子ども医療費支給件数

-2,520

④

①

件

11,422

投

入

資

源

0

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

206

令和3年度

277,688

②

人

170,000

38,284

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

6,265

302,871

303,353

35,542

・対象者の受給資格登録を行い、資格証を交付する。
・対象者の医療費（保険負担分）を助成する。

316,037

-2,143

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

0歳から15歳に達する年度末まで

311,905

① 293,692295,836

9

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

正職員直接投入人員 0.81人

国  庫　支　出　金

人　　　件　　　費

292,327

9

311,905

-29

市　      　  債

15歳以下の子どもの数

38,062

2,294

7,222

⑧

304,766

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

11,422

0.1人

1,825

平成30年度

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

子ども医療費支給事業（令和元年度実績）

件 円

件 円

件 円

改善実施済 検討中 　改善未実施

円／件

成果・効率性向上度のポジション

★★★★★

行政関与の
妥当性

子ども医療費支給件数
結

果

令和元年度

0.94%

99.09%受給資格登録者率

達成された

★★★★

平成30年度

平成30年度

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

子育て世帯の経済的負担の軽減を図り、子どもが必要な医療を受けられるようになることから、現時点において
受益者負担を求めることは難しい。県費補助対象の拡大などについては引き続き市長会等を通じて求めていく。

該当者に対しては制度を周知しており、成果向上は難しいものの、子育て世帯が安心して必要な医療を受けら
れることから有効性は高い。また、直接的な経済支援を行っていることから、基本計画の「子どもの健やかな成
長の支援」の実施に貢献している。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

子育て支援のひとつとして行政が医療費を助成することで、子育て世帯の経済的負担が軽減され、子どもが必
要な医療を必要な時に受けられるようになるため、妥当である。

      あり　　     なし

 効率化

廃止・休止

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

　　  あり　　     なし

1,821
効
率
性

成
果
結
果

平成28年度から市内医療機関での受診に係る子ども医療費の審査支払委託事務を外部委託したことにより、事務負担の軽減と効率化、事務
費の縮減を図ることができた。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

増加することが良いとされる指標

達成された

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

1,838

★★★★

96.92%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

 現状のまま継続

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストがそれほど
変動していない

概ね達成された

★★★★

区分

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

  改善のうえで継続

子ども医療費支給件数

　　  あり　     　なし

一 次 評 価 責 任 者

成果向上の余地

役割分担

単　　位

99.19%

   拡　大

326,300円

     縮　小

101.42%①

19,229,098

262,086,303

281,315,401

入院

平成29年度

3,263件

説   明

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

医療費期間証明事務件数 事務報償支払額

　効率化

→

支給総額

通院

合計

598

164,161

164,759

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

104.76%

増加することが良いとされる指標

終了・完了

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

令和2年6月22日

櫻井　健一

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

一 次 評 価 日

主

な

取

組

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

官

民

役

割

分

担

評

価

今後の方針

コスト改善の余地

令和2年5月28日

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

概ね達成された

実施主体の妥当性

99.30%

廃止・休止

支給件数

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
子育て支援のひとつとして行政が医療費を助成することで、子育て世帯の経済的負担が軽減され、子どもが必
要な医療を必要な時に受けられるようになるため、妥当である。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

485

245

事  業   区  分

子育て支援センター運営事業

基

本

事

項

計画名

子育て支援拠点の運営委託

正職員間接投入人員

1.09人

478

244

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

目

的

303401有

乳幼児をもつ子育て中の保護者とその子ども

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

06

1/3

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

8,743

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

8,552

4,596

無

5,901

490

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

櫻井　健一事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)地域における子育ての支援

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

児童福祉法

市民等協働 運営自体は委託しているが、様々な場面で協働しながら事業実施

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

17歳平成14年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童福祉総務費

まちづくり目標

子子育育てて支支援援セセンンタターー運運営営事事業業
事前評価日

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

14,878

0.01人

8,724

③

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

令和2年度

子育て支援センター（美南・中央）利用者 21,250

1/3

30311003

歳
出
予
算
科
目

有

8,900

0.01人

平成30年度

0

-5,810

区分

8,509

人

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

各講座などを含む年間利用者数

490

子育て支援センター（おあしす）利用者

16,355

13,961

4,900

21,250

年間開催日数

8,700

15,709

490

吉川市単独

4,800

全額補助

計画(見込)値

244

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.01人 0.01人

00対象年齢

1/3

30,977

県  補  助  率

⑦

⑩

県  支  出  金

8,776

執 行 方 法

無

8,950

4,900

未設定

子育て支援センター等運営事業

民生費

1.09人

予算(千円)

直  接  事  業  費

16,669

1.09人

8,509

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.01人

有

0.01人

1.09人

・子育てに関する悩みを軽減することができるようになる。
・保護者同士や子ども同士の交流が出来るようになる。

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

245

単　位

245

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

21,250

①

15,481

①
各講座などを含む年間利用者数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

成
果
指
標

8,803

21,250

8,700

②

受益者負担率（⑩÷⑤）

年間開催日数 239

目標(見込)値

4,900

国  補  助  率 1/3

8,585

31,065

実績値

平成29年度

Ｂ

特
定
財
源

Ｄ

3034 01

こども福祉部 子育て支援課 子育て支援センター

No.

活

動

指

標

実績値

13,807吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

子育て支援センター（おあしす）開催日数

対
象
指
標

そ   　の    他 

実績値

8,585

-5,428

245

3月31日現在の6歳以下の子どもの総数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

受益者負担額（使用料・手数料等）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

0

1/3

令和元年度

細目

8,743

少子化の進行、核家族の増加により、気軽に相談できる相
手がいなかったり、また情報化社会となり、様々な情報が氾
濫する中で、在宅子育て家庭の育児不安への支援が求め
られている。

0

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

2.07人

191 8,743

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

14,591

1/3

4,900

投

入

資

源

-1.01

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

計画(見込)値

令和3年度

9,165

8,593

490

8,850

6,504

1/3

人

486

②

490

①

日 245

子育て支援拠点を利用することができる対象者

子育て支援センター（美南・中央）開催日数
日

③

21,250

正職員直接投入人員 2.1人

1/3

国  庫　支　出　金

②

17,041

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

8,509

25,549

1/3

17,611

8,585

1/3

1/3

8,776

子育て中の保護者が子どもと一緒にふらっと立ち寄れる場
所を提供する。
・子育てに関する様々な情報を提供する。
・子育てに関する相談を受け付ける。
・子育て講座、出前講座等を実施する。

26,335

2,449

17,985

市　      　  債

16,386

0歳から就学前の子（とその保護者）

23,387

①

8,743

④

8,552

人　　　件　　　費

14,396

23,990

-7,878

191

1/3

8,585

9,474

⑧

一部補助

4,740

4,900

7,997

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　吉川市子育て支援センター（おあしす内） ３　中央子育て支援センター（吉川団地名店街内）

　・主な実施事業：子育て相談、各種子育て講座、子育てサークル支援、 　・主な実施事業：赤ちゃんハイハイレース、国際交流ハローサロン等

備品貸し出し、保育ボランティアの養成・派遣 　・年間開所日数：239日、延べ利用者：5,409人

　・年間開所日数：239日、延べ利用者数9,474人 （コロナウイルス感染拡大防止のため3月は相談事業のみ）

（コロナウイルス感染拡大防止のため3月は相談事業のみ） 　・出前講座…場所：平沼地区公民館　回数：4回　参加者数：60人

　・出前講座…場所：おあしす・旭地区センター・東部地区公民館、

回数：10回、参加者数：377人 ４　合同イベント

　3か所の子育て支援センターが年1回、合同で事業を実施

２　美南子育て支援センター（美南小学校内） 　・実施日：令和元年12月13日

　・主な実施事業：環境講座、はてな広場、目指せイクメン、アレルギーサロン、 ・内容：子育て支援センターつながりタイ💛💛ム（クリスマス会）

防災カフェ、国際交流ハローサロン等 　・場所：おあしす　

　・年間開所日数：239日、延べ利用者数：10,300人 　・参加者数：大人111人、子ども120人

（コロナウイルス感染拡大防止のため3月は相談事業のみ）

　・出前講座…場所：視聴覚ライブラリー・児童館ワンダーランド、回数：7回、参加者数：160人

改善実施済 検討中 　改善未実施

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

令和元年度単　　位

98.77%

成果向上の余地

126,957
効
率
性

成
果
結
果

円／日

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

子育て支援センター（おあしす）開催日数
結

果

出前講座の参加者を拡大するため広く周知し、内容の充実を図る。また、3か所の子育て支援センターが協働で実施する「合同イベント」では、
各子育て支援センターの特徴を生かし、有効な事業を実施するとともに、協力体制を強化する。
また、新型コロナウイルス感染拡大を防止する観点から、オンライン相談等の充実を図る。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

地域子育て支援拠点3か所のうち2か所は、事業内容の充実とコスト改善の観点から、市民との協働事業として
実施しており、改善の余地はない。また、受益者負担は求めない事業であるため、適正化の余地はない。

新たな事業展開、活動の周知を積極的に行うことにより、成果向上の余地はある。なお、当事業は、総合振興計
画の「地域における子育ての支援」に寄与する事業であり、貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

  現状のまま継続

     縮　小

上位施策への
貢献度

廃止・休止

当事業は、児童福祉法第6条の3第6項に基づく地域子育て支援拠点事業であり、行政がその役割を担うことは
妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

令和2年5月28日

106,900

★★★★

97.55%

★★★★

令和元年度

99.59%①

平成30年度

-15.80%

101.18%子育て支援センター（おあしす）利用者

成果・効率性向上度のポジション平成29年度評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

効
率
性

妥

当

性

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

概ね達成された

★★★★★

説   明

  改善のうえで継続

 現状のまま継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）  効率化

経常業務の度合が高いが、行政上の専門知識を必要とする
サービス

終了・完了

　効率化

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

★★★★

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

受益者負担の
適正化余地

他の事業に統合

一 次 評 価 日

実施主体の妥当性

　　  あり　     　なし

コスト改善の余地

役割分担

一 次 評 価 責 任 者

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

子育て支援センターから遠い地域では、参加しにくい親子もいるため、3か所の子育て支援センターが、各地域の公共施設に出向いて、親子が
楽しめる講座を実施した。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果 概ね達成された

★★★★

　　  妥当   　　 要検討

↑
ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

増加することが良いとされる指標

達成された概ね達成された

   拡　大

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

達成された

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

107.05%

廃止・休止

今後の方針

99.59%

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

令和2年6月22日

櫻井　健一

評価判断理由（特記事項）

区分

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

子育て支援センター（おあしす）開催日数

有
効
性

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
当事業は、児童福祉法第6条の3第6項に基づく地域子育て支援拠点事業であり、行政がその役割を担うことは
妥当である。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.23人

1/3

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

2,088

29,133

1/3

25,441

6,770

1/3

1/3

4,203

①市内医療機関に委託し、病児・病後児の一時預かりを実
施する。
②民間保育園に送迎保育の実施を委託する。

27,424

2,368

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

就学前児童・保護者

31,989

① 23,64221,274

人

1

282

2,485

4,845

1/3

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 13,961

②

1

3,000

237

1

400

②

1/3

実績値

17,186

286

2,700

投

入

資

源

0.42

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

18,026

400

⑨

補　助　・　単　独　区　分

0

1/3

令和元年度

細目

13,961

核家族化や保護者の就労形態の多様化などにより、多様な
保育ニーズへの対応が求められている。

0.04

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

病児・病後児保育室の実開室日数

97

④

①

日

-283

2.11%

計画(見込)値

人　　　件　　　費

569

36,389

3,550

市　      　  債

保育所の入所申込者数

4,106

1,942

そ   　の    他 

実績値

5,741

5,918

282

各年度の延べ利用申込者数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

3041 02

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

No.

活

動

指

標

実績値

11,771吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

⑧

1/3

23,216

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

1,993

2,700

15,389

国  補  助  率 1/3

3,077

2.45%

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

各年度の病児・病後児保育室の実開室日数

Ｄ

110

目標(見込)値

2,700

送迎保育室の開室数
所

③

3,392

単　位

289

令和元年度

区分

397

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

3,000

①

34,301

①
各年度の延べ利用人数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

580

400

2,700

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.02人

00対象年齢

未設定

保育充実事業

民生費

0.25人

予算(千円)

直  接  事  業  費

0.65人

5,492

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.06人

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

無

病児・病後児保育利用者数

2,048

12,786

1

1.09% 1.24%

2,700

3,000

各年度の送迎保育室の開室数

400

1,446

1

吉川市単独

2,687

全額補助

-1.47%

169

1

282

平成29年度

316

3,000

1

各年度の延べ利用人数

282

成
果
指
標

400

0.02人

平成30年度

0

3,619

区分

0.98%

2,088

人

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

増減額(千円)

29,901

0.02人

1,983

③

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

397

令和2年度

送迎保育利用者数 3,000

30410601

歳
出
予
算
科
目

計画(見込)値

178

有

0.02人

0.23人

児童の健全育成を図るとともに、保護者が安心して就労等が
できる機会を提供する。

有

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

島村　善和事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)子育て環境の整備

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

児童福祉法、子ども・子育て支援法

一部委託 一部事業を民間に委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

1歳平成30年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童福祉総務費

まちづくり目標

保保育育充充実実事事業業
事前評価日

事  業   区  分

保育充実事業

基

本

事

項

計画名

病児・病後児保育の利用者の決定

送迎保育事業者認定

正職員間接投入人員

0.25人

1

151

30410701

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

目

的

304102有

保育が必要な児童とその保護者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

1/3

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

4,845

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

2,644

9,255

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　病児・病後児保育室の概要

　ア　内容　病中又は病気回復期の園児を病院内に設置した保育室で一時的に保育を行う。

　イ　設置場所　埼葛クリニック内

　ウ　保育時間　月～土　午前8時～午後6時

　エ　対象　市内在住又は市内の保育施設、小学校等に通う生後3か月から小学校3年生までの児童生徒

２　送迎保育の概要

　ア　内容　やむ得ない理由により在籍保育所の開所時間内の送迎が難しい保護者を対象に在籍園と送迎拠点を送迎する。

　イ　設置場所　コビープリスクールよしかわステーション

　ウ　対象　市内認可保育所に通う満1歳以上の児童で、保育標準時間認定で延長保育を利用しており、開所時間内の送迎が難しい保護者

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成度が低い

実施主体の妥当性

42.25%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

53.55%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

島村　善和

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成度がやや低い達成度がやや低い

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↓

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

病児・病後児保育室の実開室日数

　　  あり　     　なし

達成度がやや低い

★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに見直しが必要

★★

コストが増加してい
る

達成度が低い

★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

63.12%①

平成29年度

 現状のまま継続

★★★

令和2年5月28日

264,849

★★

38.06%

★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成度がやや低い

平成30年度

平成30年度

103.07%

79.00%病児・病後児保育利用者数

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合が高く、かつ行政上の専門知識を必要としない
サービス

特定の個人又は集団に提供され、しかも日常生活に必要不可
欠でないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

病児・病後児保育は、病気又は病気回復期にあり、保育所等での集団保育が困難な児童を一時的に預かること
で、やむを得ず保護者の就労等により保育を必要とする児童の保育が行えるとともに、保護者の子育て支援に
つながる。また、送迎保育については、保護者の保育所選択の幅が広がり、保育サービスの利便性向上につな
がる。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

病児・病後児保育については、引き続き、課題整理を行い、今後の在り方を検討する。
送迎保育については、利用者が減少しており、課題整理を行い、コスト改善の余地などを検討する。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

病児・病後児保育については、事業費の大部分が人件費のため、適正化の余地は少ない。送迎保育について
は、業務受託が可能な事業者を幅広く募集し、競争原理を働かせることで、コスト改善の余地はある。

病児・病後児保育については、事業内容を周知することで利用者の増加が見込めるため、成果向上の余地はあ
る。
病児・病後児保育、送迎保育を実施することで、子育て支援の充実につながり、総合振興計画、総合戦略など
上位施策への貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

130,424
効
率
性

成
果
結
果

円／日

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

病児・病後児保育室の実開室日数
結

果

令和元年度単　　位

59.25%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
病児・病後児保育は、病気又は病気回復期にあり、保育所等での集団保育が困難な児童を一時的に預かること
で、やむを得ず保護者の就労等により保育を必要とする児童の保育が行えるとともに、保護者の子育て支援に
つながる。また、送迎保育については、保護者の保育所選択の幅が広がり、保育サービスの利便性向上につな

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.79人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

5,724

298,569

289,407

77,547

1/3

・制度の周知を図る。（広報・ホームページ）
・年1回（8月）現況届により手当額を判定する。
・年6回手当を支給する（令和元年度より）。

298,781

56,548

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

18歳到達後最初の年度末（または20歳未満）

248,280

① 289,391232,844

3月1日現在の18歳以下の子どもの総数

人

1

815
810

530

18,753 78,809

②

1

5.9

2

1

0

②

1/3

実績値

169,471

600

投

入

資

源

0.02

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

110

令和3年度

215,928

0⑨

補　助　・　単　独　区　分

1,691

0

令和元年度

細目

78,809

13,850

810

・法改正により平成22年8月から父子家庭、平成26年12月から公的
年金受給者も年金額との差額分について児童扶養手当の対象とな
り、平成28年5月の法改正により、平成28年8月分から、第2子及び
第3子以降の加算額が最大で倍額に増額された。また、令和元年度
からは年3回の支払が年6回払いとなった。

0.01

目標(見込)値

13,900

平成30年度
目標(見込)値

0.81人

13,850

受給者数

④

80,731

①

人

No.

人　　　件　　　費

241,505

248,280

204

市　      　  債

児童扶養手当受給資格者数

1,840

6,989

そ   　の    他 

実績値

82,853

56,860

550

3月1日現在の人数

3032 07

こども福祉部 子育て支援課 子ども給付係

活

動

指

標

実績値

164,122吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

0
0

補助事業の上乗せ・横出しあり

830

587

全額補助

3月1日現在の人数

支給対象児童数

1

吉川市単独

計画(見込)値

成
果
指
標

600

5.30

733

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

Ｄ

474

目標(見込)値

630

広報掲載回数
回

③

5.5

単　位

530

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

5.9

①

240,865

①
一部支給停止事由に該当した受給者数（減額適用）

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

0

600

令和元年度

児童扶養手当支給事業

民生費

0.66人

予算(千円)

直  接  事  業  費

7,533

0.81人

7,194

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

歳
出
予
算
科
目

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

18

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

有 無

児童扶養手当現況届

0.12人

30420701

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.13人 0.12人

00対象年齢

1,876

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

正職員間接投入人員

0.66人

40 -40

96,300

⑧

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

1,588

国  補  助  率 1/3

250,626

一部支給停止事由該当者数（減額適用）

5.9

169,471

1

支給対象児童数／18歳以下の児童数

令和2年度

支給対象者率 6.1

1/3

810

計画(見込)値

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

169,785

⑥

202,269

人

平成29年度

2

6.1

763

1

530

0.08人

1,691

平成30年度

38,147

850

区分

5,724

人

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
2

1

560

1/3

13,850
13,814

受給資格者数から停止者数を引いた数（3月1日現在）

600

5.9

制度概要の広報掲載回数

0

508

市内児童数（18歳以下）

584

有

0.08人

0.83人

手当を支給することにより、ひとり親家庭等の生活の安定と
自立の促進が図られる。

児童扶養手当認定請求

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

櫻井　健一事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)子どもの健やかな成長の支援

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

児童扶養手当法

一部委託 電算システムを一部委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

57歳昭和37年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童措置費

まちづくり目標

児児童童扶扶養養手手当当支支給給事事業業
事前評価日

事  業   区  分

児童扶養手当支給事業

基

本

事

項

計画名

1

525

30420705

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

目

的

303207有

（直接の対象）
父又は母がいない、父又は母に一定の障がいがある等で18
歳到達後最初の年度末までの児童（一定の障がいがある場
合は20歳未満）を養育するひとり家庭等

増減額(千円)

240,865

1,984

0.11人

108

7,534

③

14,000

544

13,59713,884

1/3

241,709

0

人

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

令和元年度

　１　児童扶養手当支給事業

　２　受付件数

※年齢到達を除く

改善実施済 検討中 　改善未実施

概ね達成された

実施主体の妥当性

89.83%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

93.75%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

櫻井　健一

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↓

　効率化

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援するために、受給者の所得に応じた手当額を支給する経済的支援
であり、妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

475,805

二
次
評
価

活
動
結
果

効
率
性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

支給総額

平成17年度から母子自立支援員を設置（法改正により平成26年度から母子・父子自立支援員）し、制度の案内と併せて就業案内等、ひとり親
家庭等への自立の促進を行っている。また、平成28年5月の法改正により、平成28年8月分から、第2子及び第3子以降の加算額が最大で倍額
に増額された。

改

革

改

善

区　　　分

②

今後の方針

主

な

取

組

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

平成30年度 成果・効率性向上度のポジション平成29年度

概ね達成された

受給者数

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが増加してい
る

概ね達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

92.36%①

概ね達成された

★★★★

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

629,892

★★★★

89.43%

★★★★

有
効
性 　　  あり　     　なし

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

説   明

     縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

平成30年度

32.38%

90.16%支給対象者率

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

ひとり親家庭等に対する重要な経済的支援である反面、手当への依存により受給者自身の自立が妨げられないよう、就業や資格取得に結び
つくようなきめ細かな支援を実施していく必要がある。また、支援の充実に向けて、平成31年度中に制度改正（年間支払回数が年3回から年6
回に）が予定されている。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

経費の大半が扶助費であるため、コスト改善の余地はない。また、所得に応じた手当支給事業であるため受益
者負担の余地はない。

終了・完了

対象家庭と見込まれる場合には、制度を周知することで成果の向上が見込まれる。手当支給という直接的な経
済支援であり、自立の促進を図れることからも総合的な子育て支援策として有効性は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

   拡　大

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

受給者数

支給人数

令和元年度単　　位

96.72%

2,417人 289,072,190円

認定

喪失

90人

89人

結

果

成
果
結
果

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援するために、受給者の所得に応じた手当額を支給する経済的支援
であり、妥当である。　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

167

Ｄ

県  補  助  率

⑦

⑩

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

目

的

304201有

保護者の就労などにより、保育を必要とする乳幼児

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

06

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

707

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

1,686

1,749

-17

169,168

③

6,882

Ｂ

特
定
財
源

1,676

対
象
指
標

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

島村　善和事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)子育て環境の整備

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

子ども・子育て支援法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

50歳昭和44年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童福祉施設費〔市立保育所分〕

まちづくり目標

市市立立保保育育所所管管理理運運営営事事業業
事前評価日

事  業   区  分

市立保育所管理運営事業

基

本

事

項

計画名

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

16,440

令和2年度

12,844

30410105

歳
出
予
算
科
目

計画(見込)値

2,113

有

21.19人

対象となる児童を児童の保護者とともに、児童の心身ともに
健やかな育成を図る。

有

保育所入所申込

正職員間接投入人員

20.94人

224,060

110.00

2,279

平成30年度

0

-185,477

区分

88.86%

161,971

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

増減額(千円)

89,801

1,659

0.14人

2,080

成
果
指
標

平成29年度

105.44

吉川市単独

167

全額補助

71.78%

6,696

93.41

41,019

2,080

2,148

186

年間延べ入所児童数

⑧

242,471

167

6.47%

167

受益者負担率（⑩÷⑤）

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.15人 0.14人

00対象年齢

未設定

市立保育所運営事業

民生費

20.94人

予算(千円)

直  接  事  業  費

196,103

21.19人

164,833

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.12人

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

無 民間保育所保育委託事業

単　位

2,080

令和元年度

区分

16,440

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

89,801

①
年度末時点の市立保育所の定員（延べ数）に対する入所率

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

44,340

110.00

167

③

110.00

107.19

110.00

②

110.00市立保育所入所率

3042 01

こども福祉部 保育幼稚園課 施設運営係

No.

一部補助

県  支  出  金

167

167

41,413

12,844

254,051

-816

市　      　  債

市立保育所定員

1/2

949

1,603

165,649

そ   　の    他 

実績値

活

動

指

標

実績値

193,413吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

入所児童数

9,902

15.09%

7,937222,915

国  補  助  率

-12,013

2,080

第一保育所及び第二保育所の定員数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

1,234

271,843

17.08%

受益者負担額（使用料・手数料等）

1,861

目標(見込)値

204,789

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

⑨

補　助　・　単　独　区　分

2,279

1/2

令和元年度

細目

吉川美南地区内への転入人口や就労人口の増加により、
保育所の利用希望者が増えている。

-0.02

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

24.32人

④

①

人

163,376

18.68%

計画(見込)値

人　　　件　　　費

74,055

167

投

入

資

源

0

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

6,160

令和3年度

185,488

1/2

6,367

実績値

224,060

707

63,96775,146

人

2,080

正職員直接投入人員 21.19人

1/2

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

161,971

230,459

1/2

66,658

1/2

10,851

公立保育所2か所の管理運営

237,429

-11,180

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

生後６か月以上の未就学児

254,051

①

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

入所人数（年間延べ人数）

改善実施済 検討中 　改善未実施

単　　位

97.45%

114,752
効
率
性

成
果
結
果

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

入所児童数
結

果

令和元年度

　　  あり　　     なし

当事業は、人件費などの維持管理経費であり、コスト改善の余地は難しい。
公立保育所及び民間保育所の保護者負担金については、国が定める基準額より低く設定して、所得階層に応じ
て徴収しており、今後も国が定める基準額の改定に応じて、見直す余地はある。

現在、待機児童対策として入所定員以上の乳幼児を受入れており、入所児童の増員を図ることは不可能である
ため、成果向上の余地はない。
子育て世帯の就労支援や乳幼児の健全育成を目的としているため、上位施策への貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

     縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

平成30年度に公立保育所の役割について整理し、2園体制と決定したことから、役割分担について妥当であると
考える。
対象、手段については、妥当である。
意図については、保育を必要とする乳幼児の心身の育成としていることから、妥当であると考える。

      あり　　     なし

年度内に開所することは出来たが、予定通りに事務手続きは行ったものの、入札不調により、園庭等の外構工事の一部が未完成となってい
る。
今後、保育に支障をきたさぬよう、安全確保には特に配慮しながら工事を進めていく必要がある。

事

業

評

価

評　　価

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合が高く、かつ行政上の専門知識を必要としない
サービス

特定の個人又は集団に提供され、しかも日常生活に必要不可
欠でないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

妥

当

性

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

7.92%

95.85%市立保育所入所率

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

123,836

★★★★

89.47%

★★★★★

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが若干増加
している

概ね達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

今後の方針

コスト改善の余地

区分

増加することが良いとされる指標

168 811

395 1,861

保育所

成果向上の余地

役割分担

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★

子どもたちの安全・安心を確保するため、非耐震施設であった第二保育所の耐震化を図るため建て替えを行った。

評価判断理由（特記事項）

合計 143 236 346 350 391

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

一 次 評 価 日

令和2年6月23日

島村善和

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

令和元年度

101.59%① 入所児童数

　効率化
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

　　  あり　　     なし

   拡　大

二 次 評 価 日

終了・完了

業

績

評

価

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

103.27%

↘

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

概ね達成された

実施主体の妥当性

84.92%

廃止・休止

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計

第一保育所 72 144 216 188 203 227 1,050

第二保育所 71 92 130 162 188

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
平成30年度に公立保育所の役割について整理し、2園体制と決定したことから、役割分担について妥当であると
考える。
対象、手段については、妥当である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

　

有 無 学童保育施設整備事業

正職員間接投入人員

0.33人

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

目
　
　
　
的

有

第二保育所

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

-

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

55,205

1

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

島村　善和事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)子育て環境の整備

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

子ども・子育て支援法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

1歳平成30年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童福祉施設費〔市立保育所分〕

まちづくり目標

第二保育所再整備事業
事前評価日

事  業   区  分

第二保育所再整備事業

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

計画名

75.00

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

3,172

③

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

令和2年度

歳
出
予
算
科
目

100.00

平成30年度

16,948

区分

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

成
果
指
標

平成29年度

建設事業全体の進捗率

1

　

　

　

336,400

55,205

吉川市単独全額補助

計画(見込)値

365,400

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

-対象年齢

令和元年度

市立保育所整備事業

民生費

予算(千円)

直  接  事  業  費

0.33人

2,785

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.03人

有

0.4人

安心安全な保育環境の整備を図る。

単　位

8

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

 

①

47,641

①
引越5%・廃棄5%・解体15%・建設50%・備品15%・引越5%・廃棄5%

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

単年度

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

1

契約の数（引越2、解体1、廃棄物処分2、建設2、備品購入1）

Ｄ

7

目標(見込)値

　

③

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ
　
特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

⑧

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

　

16,948

国  補  助  率

活
 

動
 

指
 

標

実績値

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

3042 05

こども福祉部 保育幼稚園課 施設運営係

No.

人　　　件　　　費

4,741

50,194

2,785

市　      　  債

整備施設数

そ   　の    他 

実績値

408,553

再整備する施設の数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

年度内の完成・開所を目指していることから、建設スケ
ジュールがタイトとなっている。

0.03

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

各種契約の契約数

④

①

件

計画(見込)値

投

入

資

源

0.33

⑤

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

58,777

実績値

2,553

55,197

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

336,400

100.00

②

　

所

1

42,900

正職員直接投入人員

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

2,553

408,553

476,202

仮園舎への引越し・運営
送迎困難者への対応
建設工事の実施
備品等の購入他各種契約

479,374

405,769

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

① 405,769

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成度がやや低い

実施主体の妥当性

75.00%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月23日

島村　善和

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

限られた期間内での解体および建設などを実施しなければならないことから、効率的な発注方法と契約時期を考慮し発注手続きを行った。
改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

各種契約の契約数

　　  あり　     　なし

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

★★★

概ね達成された

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

①

平成29年度

 現状のまま継続

令和2年5月28日

56,636,773

★★★★

87.50%

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

平成30年度

平成30年度

建設事業全体の進捗率

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

・当該事業を遂行するために市が施工する役割や手段については、妥当である。
・旧耐震で建設された旧園舎を建て替える意図は妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

手続きは適切に実施したものの、不調があったため年度内に契約できなかったものがあった。
次年度は、保育に影響を及ぼさないよう、園児・保護者への安全に配慮しながら、早期に工事の契約を行い外構工事等の完成を目指す。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

・全ての契約について、入札など正規の手続きを行っていることからコスト改善の余地はない。
・建設事業のため、受益者負担の適正化の余地はない。

・新園舎での保育が開始され、これ以上の成果向上の余地はない。
・既存の場所での建て替えを実現した事業であることから上位施策への貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

各種契約の契約数

主な契約
（１）役務費（78千円）
　　　建物検査手数料
（２）委託料 （4,410千円）
　　　施工監理委託料（解体工事分）、バス運行管理業務委託料（仮園舎までの送迎用）
（３）工事請負費（367,162千円）
　　　解体撤去工事費（旧園舎）、新園舎改築工事（建物・エントランスなど外構の一部）
（４）備品購入費（19,715千円）
　　　厨房機器の購入、保育用品・事務機器の購入
（５）負担金補助及び交付金（2,310千円）
　　　上水道加入者負担金（水道の口径変更に伴う負担金）

結

果

令和元年度単　　位

0
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-10
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0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性
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大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
・当該事業を遂行するために市が施工する役割や手段については、妥当である。
・旧耐震で建設された旧園舎を建て替える意図は妥当である。　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

2,644

基

本

事

項

病児・病後児保育の利用者の決定

送迎保育事業者認定

正職員間接投入人員

2.23人

1

12

30410701

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

目

的

304102有

①民間保育所
②保育が必要な児童とその保護者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

1/2

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

199,166

児童の健全育成を図るとともに、保護者が安心して就労等が
できる機会を提供する。

452,333

2,687

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

島村　善和事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)子育て環境の整備

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

児童福祉法、子ども・子育て支援法

全部委託 民間保育所の運営法人に委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

46歳昭和48年度 事業年齢

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童福祉施設費〔民間保育園分〕

まちづくり目標

民民間間保保育育所所保保育育委委託託事事業業
事前評価日

事  業   区  分

民間保育所保育委託事業

10

計画名

増減額(千円)

1,270,591

3,205

0.28人

-146

24,190

③

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

211,277

令和2年度

保育士不足で定員受入のできない保育所数 0

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

30410601

歳
出
予
算
科
目

3

計画(見込)値

12

有

0.22人

2.77人

有

0

0.22人

3,205

平成30年度

0

-53,763

3

区分

1

1

吉川市単独

吉川市一般会計

18,951

人

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

入所待ち児童数

0

429,971

1

16.50% 16.34%

11

0

1/2

3,372

12

2,700
1,993

成
果
指
標

各年度の利用調整会議を開催した回数

各年度の保育所見学会の開催数

保育所見学会の開催数

各年度末の保育士不足で定員受入のできない保育所の数

平成29年度

8

0

2

1

全額補助

-3.79%

3

228,477

1

12

3

⑧

1/2

1,155,179

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

人

17.74%

150,339

2,700

11

21.54%

受益者負担額（使用料・手数料等）

保育所の入所申込者数

11

12

328,022363,601

国  補  助  率

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.41人 0.28人

00対象年齢

未設定

保育委託事業

民生費

2.23人

予算(千円)

直  接  事  業  費

35,342

2.23人

18,951

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.22人

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

無

単　位

12

令和元年度

区分

211,277

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

0

①

1,258,019

①
翌年4月1日現在の入所待ち児童数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

188,133

0

11

Ｄ

12

目標(見込)値

10

保育実習の受入人数
人

③

2

各年度の保育実習の受入人数

0

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

3,351

3

1/2

214,789

1,043,096

回

活

動

指

標

実績値

381,785吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

12

3041 02

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

No.

人　　　件　　　費

1,004,382

248,793

1,280,175

-4,736

市　      　  債

民間保育所の数

1/4

165,085

3,204

23,686

そ   　の    他 

実績値

21.90%

417,647

35,619

各年4月1日現在の市内の民間保育所数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

3,205

0

1/4

令和元年度

細目

452,333

2,700

3

・保護者が自らのニーズに合わせた保育所を選択するよう
になった。
・保育士不足により定員通りに児童を受け入れることができ
ない保育所がある。

-0.06

目標(見込)値

2,700

平成30年度
目標(見込)値

4人

2,700

利用調整会議の開催回数

34,081

④

300,679

①

回

-37,516

15.56%

計画(見込)値

50

11

投

入

資

源

-0.54

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

388,814

1/2

実績値

417,399

211,277

1/4

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 452,333

②

1

0

40

1

0

②

各年度の延べ利用申込者数

所

1

1
3

12

92,817

199,166

正職員直接投入人員 2.77人

1/4

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

18,951

1,190,798

1/4

1,181,989

359,516

1/4

1/2

199,166

社会福祉法人等に委託し、保育を提供する。

1,209,383

40,500

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

就学前児童・保護者

1,292,747

① 1,168,6421,128,142

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

令和元年度に市が委託する民間保育所

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

改善実施済 検討中 　改善未実施

青葉保育園

よしかわエンゼル保育園

吉川つばさ保育園

コビープリスクールよしかわステーション

かほ保育園

きらり美南保育園

吉川美南ちとせ保育園

つつじ保育園

よしかわ杜の保育園

よしかわフラワー保育園

令和元年度単　　位

120.00%

保育士確保のための支援を進めることで、全ての保育所において定員通りの児童受入が可能となるため、成果
向上の余地はある。
美南地区などにおける子育て世代からの保育ニーズに対応することで、子育て支援につながり、上位施策への
貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

96,264,922
効
率
性

成
果
結
果

円／回

公  　共  　性

平成29年度

結

果

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

法令等に基づき、保育に係る施策立案などは市が行い、保育提供については民間保育施設に委託して実施し
ており、役割分担、対象・手段、意図は妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

業

績

評

価

目
標
達
成
度

令和元年度

100.00%①

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

国が定める公定価格により委託料を決定しているため、コスト改善の余地は少ない。
受益者負担額については、子育て世帯の経費負担を考慮して国が定める徴収基準額と比較して低く、所要の見
直しが必要となる。

終了・完了

課題と
今後の改善策

廃止・休止

     縮　小

　　  あり　     　なし

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらな
いサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

受益者負担の
妥当性

利用調整会議の開催回数

コビープリスクールよしかわみなみ

有
効
性

単  位
当たり
コスト

減少することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

3.08%

入所待ち児童数

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

99,233,166

★★★★★

100.00%

★★★★★

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)
コストが若干増加

している

達成された

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

利用調整会議の開催回数

二
次
評
価

活
動
結
果 達成された

★★★★★

令和元年度に「第2期吉川市子ども・子育て支援事業計画」を策定した。

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針

↘

終了・完了

達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

島村　善和

評価判断理由（特記事項）

実施主体の妥当性

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
法令等に基づき、保育に係る施策立案などは市が行い、保育提供については民間保育施設に委託して実施し
ており、役割分担、対象・手段、意図は妥当である。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

計画名

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

0.21人

決算(千円)
区　　　　　分

吉川市単独

計画(見込)値

100,577

有

0.02人

0.35人

民間認可保育所において多様な保護者ニーズに対応した保
育サービスが提供され、保育内容の充実が図られる。

有 無
民間保育所特別保育事業費補助金交付

正職員間接投入人員

0.21人

107,338

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

島村　善和事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)子育て環境の整備

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

児童福祉法、子ども・子育て支援法

補助・負担等 一部補助

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

17歳平成14年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童福祉施設費〔民間保育園分〕

まちづくり目標

民民間間保保育育所所特特別別保保育育支支援援事事業業
事前評価日

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

基

本

事

項

事  業   区  分

民間保育所特別保育支援事業

所

151,069

未設定

保育委託事業

-

令和3年度

民生費

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

159,687

0.03人

3,014

③

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

令和2年度

延長保育実施保育所数

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

12

0.02人

平成30年度

0

3,118

区分

10

成
果
指
標

12

平成29年度

10

11

所

目

標

設

定

・

実

績

10

10

11

11

120,500

12

11

1/3

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

54,003

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率 1/3

41,351

111,299

1/3

12

①

91,975

11

12

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.02人 0.03人

1,779

30410301

-対象年齢

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

無

歳
出
予
算
科
目

目

的

304104有

民間保育所特別保育事業を実施する民間認可保育所

11

低年齢児保育実施保育所数

12

128,998

予算(千円)

10

全額補助

0.02人

単　位

151,069

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

159,687

①
各年4月1日現在の低年齢児（0歳～1歳）保育を実施する民間認可保育所数

各年度の特別保育事業費補助金交付要綱に基づく補助金交付額

Ｄ

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

各年4月1日現在の延長保育を実施する民間認可保育所数

28,595

11

14,054

⑧

1/3

104,425

直  接  事  業  費

2,004

県  補  助  率

⑦

⑩

0.21人

1,779

一部補助

県  支  出  金

2,951

そ   　の    他 

実績値

⑥

27,864

目標(見込)値

3041 04

千円

計画(見込)値

人　　　件　　　費

109,295

161,466

-1,172

74,52074,997

各年4月1日現在の市内の民間認可保育所数（認こ・小規模園を除く）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

活

動

指

標

実績値

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

No.

④

7,707

①

1/3

補助事業の上乗せ・横出しあり

26,667

71,402吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

11

③

⑨

補　助　・　単　独　区　分

0

1/3

令和元年度

細目

15,488

女性の社会進出や就労形態の多様化等により保育ニーズ
が増加しており、多様な保育サービスの提供が求められて
いる。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.23人

民間保育所特別保育事業費補助金

17,048

10

15,488

1/3

30,118

130,137

11

投

入

資

源

-0.14

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

75,228

1/3

実績値

91,975

②

12

10

12

②

市　      　  債

民間認可保育所数
所

151,069

7,698

54,003

正職員直接投入人員 0.35人

1/3

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,779

132,289

1/3

143,683

6,356

1/3

1/3

43,715

低年齢児保育、障害児保育、一時預かり事業、延長保育等
を実施する民間認可保育所に対して補助を行う。

146,697

29,036

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

161,466

① 130,510101,474

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　民間保育所特別保育事業費補助金の補助対象

改善実施済 検討中 　改善未実施

平成29年度

令和元年度単　　位

100.00%

1,038
効
率
性

成
果
結
果

円／千円

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

民間保育所特別保育事業費補助金

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

★★★★

85.39%

★★★★

国、県の補助要綱をもとに支出しているものについては、国、県の補助要綱改正に伴い補助対象等の見直しを行う。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

この事務事業は、保育施設に補助を行うことで保育サービスの向上を促すことを目的とし、定期的に対象事業を
見直しを行っているため、コスト改善の余地は無い。また、市が民間認可保育所に対して補助を行う事業であ
り、受益者負担の適正化の余地は無い。

区　　　分

　　  あり　     　なし

終了・完了

概ね達成された

★★★★★

★★★

他の事業に統合

①

今後の方針

　　  あり　　     なし

市が民間認可保育所に対して補助を行うことで、各保育所において共通した保育サービス導入を促すことが可
能となり、役割分担、対象・手段、意図は妥当である。

定期的に補助対象事業の内容を見直すことで、保育ニーズに応じた補助を行うことが可能となるため、成果向
上の余地はある。また、補助を行うことで民間認可保育園の保育サービス導入を促すことにつながることから、
上位施策への貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

受益者負担の
適正化余地

77.29%①

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

有
効
性

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

特定の個人又は集団に提供され、しかも日常生活に必要不可
欠でないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

  現状のまま継続

評価判断理由（特記事項）

課題と
今後の改善策

廃止・休止

     縮　小

 現状のまま継続

令和2年5月28日

1,026

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成度がやや低い

平成30年度

平成30年度
結

果
-1.23%

90.91%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

コスト改善の余地

区分

土曜日開所延長事業

看護師配置事業

緊急情報メール配信サービス事業

保育士宿舎借上げ支援事業

保育士奨学金返済支援事業

【補助対象事業】

説   明

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが若干減少
している

概ね達成された

★★★★

成果・効率性向上度のポジション

民間保育所特別保育事業費補助金

平成30年度から「保育士宿舎借上げ支援事業」「保育士奨学金返済支援事業」を開始した。

↗

二
次
評
価

日本スポーツ振興センター負担金設置者負担事業

二 次 評 価 日

　効率化

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

低年齢児保育実施保育所数

一時預かり事業

延長保育対策事業

保育所医委託事業

職員研修事業

教材備品購入事業

児童用図書購入事業

年間行事事業

   拡　大

改

革

改

善

今後の方針

      あり　　     なし

概ね達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

89.08%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

島村　善和

低年齢児保育促進事業

アレルギー等対応特別給食提供事業

障がい児保育事業

達成された

実施主体の妥当性

100.00%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
市が民間認可保育所に対して補助を行うことで、各保育所において共通した保育サービス導入を促すことが可
能となり、役割分担、対象・手段、意図は妥当である。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

目

的

304107有

①特定教育・保育施設
②就学前児童及び保護者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

5

1/2

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

37,7162,578

42,040

有 無

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

島村　善和事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)子育て環境の整備

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

子ども・子育て支援法

全部委託 国で定めた公定価格に基づき給付

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

4歳平成27年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

施施設設型型給給付付事事業業
事前評価日

事  業   区  分

施設型給付事業

基

本

事

項

計画名

子ども・子育て支援給付費

まちづくり目標

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

148,821

0.1人

8,803

③

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

1/2

30410801

歳
出
予
算
科
目

民間保育所保育委託事業

支給認定・利用者負担額決定

正職員間接投入人員

0.12人

122,565

0.01人

平成30年度

0

21,777

区分

1,006

千円

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
95,492

47,627

6

令和2年度

Ｄ

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

37,4427,473

国  補  助  率 1/2

27,657

317

279

6

1,350

成
果
指
標

施設型給付費

1,314

平成29年度

15,643

吉川市単独

5

全額補助

計画(見込)値

348

⑧

1/2

24,263

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

各年度子どものための教育保育給付金の実績報告値

受益者負担額（使用料・手数料等）

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.03人 0.1人

0対象年齢

未設定

施設型給付事業

民生費

0.12人

予算(千円)

直  接  事  業  費

2,164

0.12人

1,006

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.01人

有

0.01人

1.01人

①特定教育・保育施設が、施設を利用する児童の健やかな
成長のために適切な環境を提供できる。
②特定教育・保育施設を利用する児童が、健やかな成長の
ために適切な教育又は保育を受けられる。

単　位

1,764

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

147,348

①
各年度の施設型給付費

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

124,894

4

目標(見込)値

6

③

4

5

給付金を交付した施設数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

10,208 11,330

13,302

活

動

指

標

実績値

15,665吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

300

3041 07

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

No.

人　　　件　　　費

11,138

148,354

-7,615

市　      　  債

施設型給付費対象施設数

1/4

2,833

8,620

そ   　の    他 

実績値

44,709

73,738

⑨

補　助　・　単　独　区　分

0

1/4

令和元年度

細目

64,484

・保育需要が高まり、保育を委託する認可保育所以外の特定教育・
保育施設で、需要の一部を受けている。
・給付対象となる施設が市内に新設。
・幼児教育・保育の無償化で、更なる需要の増加が見込まれる。

-0.09

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.24人

施設型給付費対象施設利用延べ児童数

15,686

④

3,251

①

人

計画(見込)値

6

投

入

資

源

-0.89

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

34,211

1/2

実績値

46,154

1/2

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 64,484

②

11,120

120,279

②

所

1,350

36,275

37,716

正職員直接投入人員 1.01人

1/4

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,006

98,001

1/4

97,774

5,765

1/2

1/2

18,519

特定教育・保育施設を利用する児童の年齢、人数に応じた
給付費を支払う。

106,577

81,353

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

就学前児童

149,827

① 96,99615,643

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

令和元年度の主な給付実績の内訳

改善実施済 検討中 　改善未実施

578千円

山梨学院幼稚園 272千円

①

令和元年度単　　位

108.93%

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

69,722
効
率
性

成
果
結
果

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

結

果

この事務事業は、国が定める公定価格により、民間保育施設に給付費を支払う事業であるため、成果向上の余
地は無い。認定子ども園等に対して施設給付費を支払い、保育サービスの提供体制を確保することで、子育て
支援につながっており、上位施策への貢献度は高い。

栄光けやきの森 185千円

杉の子幼稚園

説   明

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

国が定める公定価格により給付費を支払うため、コスト改善の余地は無い。国徴収基準に比べ低額な利用者負
担額を徴収しており、今後利用者負担の在り方を検討することで、受益者負担の適正化の余地はある。

終了・完了

課題と
今後の改善策

廃止・休止

     縮　小

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

法令等に基づき、保育の実施を民間保育施設に委託することができるため、役割分担は妥当である。また、民
間保育施設における保育の提供について、法令等に基づき、市がその運営費を民間保育所に支払うため妥当
である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

提供の対象者は偏りがないが、日常生活に必要不可欠なサー
ビス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

令和元年度

116.00%

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

6.97%

138.07%施設型給付費

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

74,582

★★★

74.49%

★★★★

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに見直しが必要

★★★

コストが若干増加
している

達成度がやや低い

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★★★

保育需要の状況に対応するため、令和元年度に「第2期吉川市子ども・子育て支援事業計画」を策定した。

　効率化

施設型給付費対象施設利用延べ児童数

施設名

吉川さくらの森

こどものもり

みさとさくらの森

実績額

77,747千円

15,150千円

1,528千円

施設型給付費対象施設利用延べ児童数

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

↘

終了・完了

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

88.01%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

島村　善和

評価判断理由（特記事項）

達成度がやや低い

実施主体の妥当性

79.39%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
法令等に基づき、保育の実施を民間保育施設に委託することができるため、役割分担は妥当である。また、民
間保育施設における保育の提供について、法令等に基づき、市がその運営費を民間保育所に支払うため妥当
である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人正職員間接投入人員

0.35人

無

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

目

的

304108有

①地域型保育事業実施施設
②保育が必要な満3歳未満の児童及び保護者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

3

支給認定・利用者負担額決定

1/2

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

67,926

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

⑦

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

3,017

296,412

0.04人

平成30年度

327,529

1,2301,786

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

島村　善和事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)子育て環境の整備

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

子ども・子育て支援法

全部委託 国で定めた公定価格に基づき給付

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

4歳平成27年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

子ども・子育て支援給付費

まちづくり目標

地地域域型型保保育育給給付付事事業業
事前評価日

事  業   区  分

地域型保育給付事業

基

本

事

項

計画名

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

令和2年度

1/2

30410801

歳
出
予
算
科
目

計画(見込)値

1,594

有

0.04人

0.21人

①地域型保育事業実施施設が、施設を利用する児童の健や
かな成長のために適切な環境を提供できる。
②地域型保育事業実施施設を利用する児童が、健やかな成
長のために適切な保育を受けられる。

有 無 民間保育所保育委託事業

平成29年度

291,217

3,017

千円

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
278,179

912
1,550

8
7

0.14

162,545

9,108

区分

成
果
指
標

320,273
297,351

決算(千円)
区　　　　　分

0.04人

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

327,756

吉川市単独

5

全額補助

地域型保育給付費

-6,027

1,124

0

国  補  助  率 1/2

⑩

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.02人 0.02人

0対象年齢

未設定

地域型保育給付事業

民生費

0.35人

予算(千円)

直  接  事  業  費

2,004

0.35人

3,017

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

0.23人

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

単　位

1,692

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

324,512

①

64,946

1/2

③

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

年間地域型保育給付費

5

給付金を交付した施設数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

平成30年度

8

実績値

1,528

目標(見込)値

②

Ｄ

291,574

25/100

145,740

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

対
象
指
標

市　      　  債

地域型保育給付対象地域型保育実施施設数

1/4

74,025

227,920

83,701吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

活

動

指

標

⑥

10

④

②

47,962

139,846

⑧

1/2

294,387

県  補  助  率

目標(見込)値

⑨

補　助　・　単　独　区　分

0

1/4

令和元年度

細目

162,545

・保育需要が高まり、保育を委託する認可保育所以外の特
定教育・保育施設で、需要の一部を受けている。
・幼児教育・保育の無償化で、更なる需要の増加が見込ま
れる。

0.02

目標(見込)値

3041 09

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

No.

一部補助

県  支  出  金

103,576

計画(見込)値

100,302

令和3年度

81,514

実績値

7

92,80976,382

投

入

資

源

①

人

142,697

225,569

314,301

②

97,058

児童のための教育保育給付実績値

205,213

満3歳未満の児童

330,773

① 288,558292,601

人　　　件　　　費

225,917

0.02人

1,824

③

-5,894

67,926

1/4

補助事業の上乗せ・横出しあり

そ   　の    他 

8

-2,813

1,584

326,359

1,550

実績値

地域型保育利用児童数

正職員直接投入人員 0.21人

1/4

国  庫　支　出　金

②

所

1/4

1/2

58,919

・地域型保育事業実施施設を利用する児童の年齢、人数に
応じた給付費を支払う。

298,236

-4,043

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

令和元年度施設入所児童（延べ人数）

改善実施済 検討中 　改善未実施

地域型保育給付費

単　　位

109.92%

平成30年度

この事務事業は、国が定める公定価格により、民間保育所に給付費を支払うものであり、コスト改善の余地、受
益者負担の適正化余地は無い。

結

果

令和元年度

  改善のうえで継続

     縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

　　  あり　　     なし

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

地域型保育利用児童数

区　　　分

この事務事業は、国が定める公定価格により、民間保育所に給付費を支払うものであり、成果向上の余地は無
い。
また、民間保育所に委託することで、保育需要に対応した保育の実施につながるため、上位施策への貢献度は
高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

法令等に基づき、保育の実施を民間保育所に委託することで、児童増加に伴う保育需要に対応できることから、
役割分担、対象・手段、意図は妥当である。

　効率化

改

革

改

善

　　  あり　　     なし

 効率化

　　  あり　     　なし

行政上の専門知識を必要とするが、突出した政策的意思決定を
必要としないサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、突出した必需性が見当
たらないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

184,685
効
率
性

成
果
結
果

     縮　小

 現状のまま継続

平成29年度

3.32%

97.94%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

★★★★

90.31%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

★★★★★

令和2年5月28日

廃止・休止

令和元年度

100.63%

達成された

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが若干増加
している

概ね達成された

★★★★

達成された

★★★★★

区分

成果向上の余地

説   明

   拡　大

二 次 評 価 日

190,821

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

　　  妥当   　　 要検討

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

終了・完了

終了・完了

課題と
今後の改善策

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

      あり　　     なし

概ね達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

目
標
達
成
度

↘

0歳児 1歳児 2歳児

280人

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

一 次 評 価 日

   拡　大

二
次
評
価

活
動
結
果

①

区分

地域型保育利用児童数

931人 2,320人

合計

小規模保育事業所（7か所）

123.25%

増加することが良いとされる指標

① 88.51%

廃止・休止

令和2年6月22日

島村　善和

評価判断理由（特記事項）

1,109人

平成30年度

保育需要の状況に対応するため、令和元年度に「第2期吉川市子ども・子育て支援事業計画」を策定した。

成果・効率性向上度のポジション

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

事

業

評

価

評　　価

概ね達成された

実施主体の妥当性

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
法令等に基づき、保育の実施を民間保育所に委託することで、児童増加に伴う保育需要に対応できることから、
役割分担、対象・手段、意図は妥当である。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無 施設型給付事業

正職員間接投入人員

0.12人

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

有

①幼稚園、認可外保育施設等の運営者
②幼稚園、認定子ども園（幼稚園型）、認可外保育施設、一
時預かり事業、病児保育事業、ファミリー・サポート・センター
事業を利用する児童（満3歳～小学校就学前）が通う保護者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

-

1/2

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

106,307

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

29

95,240

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

島村　善和事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)子育て環境の整備

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

子ども・子育て支援法等

補助・負担等 市内の幼稚園等へ給付費の支給

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

0歳令和元年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童福祉施設費〔民間保育園分〕

まちづくり目標

施施設設等等利利用用給給付付金金給給付付事事業業
事前評価日

事  業   区  分

認可外保育施設利用料補助事業

基

本

事

項

計画名

189,334

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

412,775

1,031

③

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

令和2年度

歳
出
予
算
科
目

412,775

0.01人

平成30年度

1/3

46,867

区分

1,006

千円

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

412,775

成
果
指
標

平成29年度

97,973

30

吉川市単独

各年度の施設等利用給付の額

全額補助

計画(見込)値

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.01人

-対象年齢

未設定

保育委託事業

民生費

0.12人

予算(千円)

直  接  事  業  費

0.12人

1,006

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.01人

有

0.01人

0.12人

子育てのための施設等利用給付対象となる幼稚園等を利用
する児童の健全育成と保護者の経済的負担軽減を図る。

単　位

193,044

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

422,117

①
各年度の施設等利用給付の額

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

412,775

30

189,334

目標(見込)値

③

施設等利用給付額

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

⑧

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

46,867

国  補  助  率 1/2

48,260

活

動

指

標

実績値

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

Ｄ

3041 14

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

No.

人　　　件　　　費

423,123

市　      　  債

施設等利用給付の対象施設数

そ   　の    他 

実績値

98,051

施設等利用給付の対象となる幼稚園、認可外保育施設等の数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

1/2

令和元年度

細目

209,501

認可外保育施設は、子ども・子育て新制度が開始した令和
元年10月から5年経過する時期までに法令等が定める基準
を満たす必要がある。

0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

施設等利用給付額

47,227

④

①

千円

計画(見込)値

30

投

入

資

源

0.12

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

52,295

1/2

実績値

107,315

1/3

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 209,501

②

193,044

②

所

412,775

95,240

106,307

正職員直接投入人員

1/3

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,006

189,334

1/3

197,575

1/3

1/2

47,227

幼稚園、認可外保育施設等の運営者又は保護者に対し、給
付費（幼稚園：月額上限2.57万円、預かり保育：月額上限
1.13万円、認可外保育施設等：月額上限3.7万円）を支払う。

198,606

188,328

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

413,781

① 188,328

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

令和元年度（令和2年2月末時点）の主な対象施設及び利用者数

1 1

2

3 1

4 2

5

6 1

7 2

8 3

9 4

10 5

11 6

改善実施済 検討中 　改善未実施

0 5

認可外保育園

施設名

新
制
度
未
移
行
幼
稚
園

山梨学院幼稚園新制度幼稚園

新1号 新2号

0 1

こどものもり 0 3

みさとさくらの森 0 2

認定子ども園

ひまわりらんど 0 3

八島家庭保育室 0 2

保育園リトルベア 0 1
リトルガーデン新習志野 0 1
ビーンズインターナショナル 0 1
kids duo　おおたかの森

あゆみ幼稚園

たから幼稚園

みひかり幼稚園

武里白百合幼稚園

静浄院幼稚園

東京いずみ幼稚園

暁星国際流山幼稚園

八柱幼稚園

北部幼稚園

施設名 新1号 新2号

0 1

3 6

2 0

1 0

1 0

0 2

0 1

1 0

1 0

新2号

9

37

36

56

43

5

4

2

0

1

23

12

13

14

15

16

17

18

19

20

吉川あさひ幼稚園

ワカマツ幼稚園

茂幼稚園

吉川幼稚園

吉川ムサシノ幼稚園

みやおか幼稚園

ちくみ幼稚園

三郷ひかり幼稚園

いなほ幼稚園

天使幼稚園

さなえ幼稚園

施設名 新1号

95

192

212

183

224

28

7

8

1

2

44

結

果

令和元年度単　　位

この事務事業は、国が定める額により、幼稚園、認可外保育施設等に給付費を支払うものであり、成果向上の
余地は無い。また、給付費を支給することで、保育需要に対応した保育の実施につながるため、上位施策への
貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

効
率
性

成
果
結
果

円／千円

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

施設等利用給付額

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

この事務事業は、幼児教育・保育の無償化により対象となる幼稚園、認可外保育施設に対して、市が法令に基
づき、給付費を支給するものであり、役割分担、対象・手段、意図ともに妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

この事務事業は、国が定める額により、幼稚園、認可外保育施設等に給付費を支払うものであり、コスト改善の
余地、受益者負担の適正化余地は無い。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

提供の対象者は偏りがないが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

平成30年度

平成30年度

施設等利用給付額

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

令和2年5月28日

1,000

★★★★

98.08%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

★★★★

概ね達成された

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

   拡　大

施設等利用給付額

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

令和元年度

　効率化

終了・完了 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

島村　善和

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された

実施主体の妥当性

98.08%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
この事務事業は、幼児教育・保育の無償化により対象となる幼稚園、認可外保育施設に対して、市が法令に基
づき、給付費を支給するものであり、役割分担、対象・手段、意図ともに妥当である。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無

学童保育室入室申請
学童保育室退室届

正職員間接投入人員

3.42人

95.65

293

30411402

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

子ども・子育て支援事業計画

目

的

304204有

保護者の就労などにより、放課後に監護が必要な児童

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

06

1/3

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

31,123

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

1,686

300

29,389

4,440

29,415

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

島村　善和事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)子育て環境の整備

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

子ども・子育て支援法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

42歳昭和52年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

学童保育費

まちづくり目標

学学童童保保育育事事業業
事前評価日

事  業   区  分

学童保育事業

基

本

事

項

計画名

0

54,928

86.00

293

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

209,093

1,660

0.13人

-16

13,324

③

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

60,980

令和2年度

24,465

1/3

30411401

歳
出
予
算
科
目

0

2,279

平成30年度

0

3,746

区分

31.68%

26,454

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

294

成
果
指
標

平成29年度

0

100.00

学童保育室入室待機児童数

90,135

100.00

25.64% 25.64%

4,400

平成31年4月1日現在における確保率

0

20,623

100.00

吉川市単独

4,506

全額補助

-0.75%

20,323

計画(見込)値

291

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.15人 0.13人

00対象年齢

未設定

学童保育事業

民生費

3.42人

予算(千円)

直  接  事  業  費

13,624

1.06人

9,050

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.11人

有

1.55人

対象となる児童を児童の保護者とともに、児童の心身ともに
健やかな育成を図る。

単　位

292

令和元年度

区分

60,980

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

209,093

①
平成30年4月1日現在における学童保育待機児童数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

60,564

0

4,440

日曜日、国民の祝日及び12月29日～1月3日を除く

Ｄ

294

目標(見込)値

4,597

学童保育支援員・補助員の確保率
%

③

32.43%

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

1,676

⑧

1/3

173,576

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

4,454

4,454

46,52143,630

国  補  助  率 1/3

29,844

167,182

活

動

指

標

実績値

42,775吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

3042 04

こども福祉部 保育幼稚園課 施設運営係

No.

人　　　件　　　費

151,872

56,291

24,465

237,826

-3,997

市　      　  債

市内8小学校の在籍児童数

1/3

27,002

1,603

13,047

そ   　の    他 

実績値

32.86%

29,844

10,767

291

毎年5月1日現在の小学児童総数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

2,279

0

1/3

令和元年度

細目

31,123

平成27年度から対象児童が拡大されたことなどに伴い、利
用希望者が増加傾向にある。

-0.02

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

1.55人

学童保育室年間開室日数

2,379

④

30,027

①

日

2,112

31.06%

計画(見込)値

0

4,400

投

入

資

源

-0.49

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

9,208

令和3年度

52,639

1/3

実績値

90,135

58,403

1/3

22,106

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 31,123

②

100.00

0

100.00

0

②

人

88.90

294

2,230

31,123

正職員直接投入人員 1.55人

1/3

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

26,454

184,343

33/100

180,070

27,185

1/3

1/3

29,381

市内の全小学校区ごとに学童保育室を設置し、放課後や長
期休業日に適切な遊び及び生活の場を与える。

194,997

14,780

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

生後6か月以上の未就学児

237,826

① 173,633158,853

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

令和元年度　学童保育室利用状況（年間延べ人数）各月1日現在の累計

改善実施済 検討中 　改善未実施

合計 2,837 2,449 2,019 1,156 557 222 9,240

中曽根 351 234 253 185 63 45 1,131

旭 96 82 72 38 40 38 366

美南 872 798 569 206 114 21 2,580

吉川 362 389 350 119 46 17 1,283

栄 380 395 304 159 98 55 1,391

三輪野江 123 132 82 114 12 0 463

1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 計

関 348 198 261 208 77 12 1,104

北谷 305 221 128 127 107 34 922

結

果

令和元年度単　　位

100.00%

放課後児童対策の充実を内容とした基本計画にも即しており、貢献していると考える。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

596,480
効
率
性

成
果
結
果

円／日

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

学童保育室年間開室日数

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

他の自治体では、放課後児童健全育成事業に関する運営について、公設民営や民設民営など運営方法も様々
であり、非営利団体や指定管理者制度などによる運営について、検討も必要である。
対象や手段、意図については、保護者の就労などの理由から、保育に欠ける児童とされ、健全育成の目的を図
る事業であることから、妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

美南小学校区の人口増加が今後も見込まれるため、学童保育施設や学童保育支援員及び補助員の確保が課題である。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

今後児童の受入れが増えることが予想されるため、施設整備や人員確保による、経費増が見込まれることか
ら、コスト改善の余地は難しい。
学童保育料の適正化については、社会情勢や近隣団体の状況などを考慮しながら、慎重に見極める必要があ
る。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とするが、行政上の専門知識を必要とし
ないサービス

提供の対象者は偏りがないが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

減少することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

5.12%

100.00%学童保育室入室待機児童数

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

627,016

★★★★★

100.68%

★★★★★

令和元年度

100.00%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが若干増加
している

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

   拡　大

学童保育室年間開室日数

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成26年度までは、小学1年生から3年生までの受入れであったが、法改正により、平成27年度から6年生までに拡大した。また、定員増を図る
学童保育室については、必要に応じて施設整備や備品購入、施設修繕などを実施している。
なお、令和元年度には美南学童（分室）1室を更に整備した。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↘

終了・完了

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月23日

島村　善和

評価判断理由（特記事項）

達成された

実施主体の妥当性

100.00%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
他の自治体では、放課後児童健全育成事業に関する運営について、公設民営や民設民営など運営方法も様々
であり、非営利団体や指定管理者制度などによる運営について、検討も必要である。
対象や手段、意図については、保護者の就労などの理由から、保育に欠ける児童とされ、健全育成の目的を図

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

― 176 ― ― 177 ―

民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

無

児童館遊具の安全点検・管理

児童館使用許可申請

正職員間接投入人員

0.75人

286

283

30330103

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

303301有

児童館施設利用者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

12,785

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

櫻井　健一事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)地域における子育ての支援

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

児童福祉法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

30歳平成1年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童館費

まちづくり目標

児児童童館館施施設設管管理理事事業業
事前評価日

事  業   区  分

児童館施設管理事業

基

本

事

項

計画名

38,780

296

283

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

7,664

0.11人

3,410

③

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

令和2年度

30330101

歳
出
予
算
科
目

有

42,000

0.25人

平成30年度

9,062

区分

7,735

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

283

成
果
指
標

平成29年度

44,013

296

児童館利用者数

15,399

296

13,000

1年間に遊具の点検を実施した日数

42,000

296

吉川市単独

13,114

全額補助

計画(見込)値

282

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.11人 0.11人

00対象年齢

未設定

児童館管理運営事業

民生費

0.75人

予算(千円)

直  接  事  業  費

3,526

0.75人

7,735

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.25人

有

0.25人

0.32人

安全で快適に施設を利用できる

単　位

279

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

10,290

①
1年間の児童館利用者総数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

42,000

13,000

選挙等の臨時休館等を除き、1年間に開館した日数

Ｄ

250

目標(見込)値

13,100

遊具の点検実施日数
日

③

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

⑧

13,703

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

13,002

13,100

22,76514,048

国  補  助  率

14,048

活

動

指

標

実績値

13,703吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

3033 01

こども福祉部 子育て支援課 児童館ワンダーランド

No.

人　　　件　　　費

10,522

18,025

4,396

市　      　  債

市内18歳未満の人口

3,339

そ   　の    他 

実績値

9,062

283

各年4月1日現在の市内18歳未満の人口

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

開館から30年経過しており、施設の老朽化が進んでいるた
め、大規模な改修が必要である。また遊具等の劣化も顕著
に現れている。

0.14

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.33人

開館日数

④

①

日

計画(見込)値

34,500

13,000

投

入

資

源

0.43

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

18,598

実績値

18,025

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

292

41,823

296

42,000

②

人

295

283

正職員直接投入人員 0.32人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

7,735

22,765

15,188

施設・設備の維持管理業務及び遊具等の貸出業務を行う。

18,598

4,667

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

15,399

① 15,03010,363

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　児童館来館者数

２　委託業務（主なもの）

開館時の毎日清掃、月1回休館日の定期清掃及び年1回の館内消毒

閉館時の館内警備

館内空調設備を年4回保守点検

３　施設改修(主なもの）

改善実施済 検討中 　改善未実施

令和元年度単　　位

121.23%

児童の自主性、社会性や創造性を養うための児童厚生施設として位置づけているが、子育て支援や地域の拠
点などといった多様なニーズに対応する施設として利用の増進を見込める余地がある。さらに、プラネタリウム
や天体観測器も兼ね備えており、学校教育や社会教育の場として上位施策への貢献度も高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

48,591
効
率
性

成
果
結
果

円／日

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

開館日数
結

果

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

役割分担としては、指定管理制度の導入や民間への委託などの余地がある。
対象・手段は、児童施設としての役割を果たしているが、併設しているプラネタリウムが年齢制限により最大に
活用されていないことから、入場方法などの工夫が必要である。
意図としては、施設を安全かつ快適に維持し、その役割と諸機能を常に発揮できるように努めている。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

施設建設から30年以上が経過し、建物内外部の劣化が顕在化している。消防設備の修繕等による施設の安全性の向上を図るとともに、地盤
沈下による建物の亀裂や、施設内各所の雨漏りの改修等を図るなどし、適正な施設管理を行う。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

コスト改善の余地としては、指定管理制度の導入や民間委託化などによりコスト削減が期待できる。
受益者負担の余地としては、施設の特性から入館料を無料としているため受益者負担の余地はない。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合が高く、かつ行政上の専門知識を必要としない
サービス

特定の個人又は集団に提供されるが、突出した必需性が見当
たらないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

87.40%

104.79%児童館利用者数

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

91,059

★★★★

89.61%

★★★★★

令和元年度

99.65%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが増加してい
る

概ね達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

開館日数

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成30年度に児童館開館30周年に併せ、館内照明のＬＥＤ化、西側広場の遊具・ベンチ設置や樹木伐採、整地工事等の館外整備を行った。
また令和元年度は地盤沈下による著しい段差が生じた入り口前の階段の修繕工事を実施した。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↓

終了・完了

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

櫻井　健一

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された

実施主体の妥当性

92.33%

廃止・休止

区　　　分 市　　　内(人） 市　　　外(人） 合　　　計(人）

児　　　童 24,650 3,833 28,483

大　　　人 8,085 2,212 10,297

計 32,735 6,045 38,780

契　約　名 金　　額(円） 内　　容

消防設備修繕 982,800 非常用放送設備修繕 ガラス飛散防止 151,141 窓ガラス飛散防止修繕

清掃及び館内消毒 2,768,706

警備委託 353,160

空調設備保守点検 321,732

工事修繕名 金額(円） 内　　　容 工事修繕名 金額(円) 内　　　容

出入口階段修繕 4,536,000 地盤沈下により生じた段差の解消工事 照明修繕 604,800 乳幼児室の照明をLED化

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
役割分担としては、指定管理制度の導入や民間への委託などの余地がある。
対象・手段は、児童施設としての役割を果たしているが、併設しているプラネタリウムが年齢制限により最大に
活用されていないことから、入場方法などの工夫が必要である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 1.99人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

17,636

21,117

4,005

体力増進事業、体験活動事業、子育て支援事業など、健全
な遊びを通して、子どもの生活の安定と子どもの能力の発
達を援助していく。

25,022

-1,044

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

21,711

① 3,4824,526

人

592

283

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

600

13,638

550

15,500

②

実績値

21,711

13,000

投

入

資

源

-0.28

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

25,022

10,300

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

少子化による子どもの減少や運動能力の低下などに対応し
た事業が必要である。

-0.09

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

2.03人

開館日数

④

①

日

計画(見込)値

人　　　件　　　費

3,952

21,711

-2,944

市　      　  債

市内18歳未満の人口

20,580

そ   　の    他 

実績値

-3,988

283

市内18歳未満の人口

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

3033 02

こども福祉部 子育て支援課 児童館ワンダーランド

No.

活

動

指

標

実績値

25,106吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

⑧

25,106

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

13,002

13,100

21,11725,670

国  補  助  率

25,670

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

選挙等の臨時休館等を除き、1年間に開館した日数

Ｄ

250

目標(見込)値

13,100

事業開催回数
回

③

単　位

279

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

4,075

①
1年間のうちに主催事業に参加した人数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

15,500

13,000

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.68人 0.66人

00対象年齢

未設定

健全育成事業

民生費

1.71人

予算(千円)

直  接  事  業  費

21,718

1.71人

17,636

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.57人

有

0.57人

1.99人

社会性や協調性を身に付け、心身ともに健やかな成長を促
す。

事業参加者数

21,711

570

13,000

1年間のうちに事業を開催した回数

14,100

600

吉川市単独

13,114

全額補助

計画(見込)値

282

平成29年度

17,399

600

283

成
果
指
標

15,500

0.57人

平成30年度

-3,988

区分

17,636

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
14,623

568

283

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

4,075

0.66人

21,017

③

款 項

目

基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』

令和2年度

30330201

歳
出
予
算
科
目

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

櫻井　健一事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)地域における子育ての支援

第２節　未来を育む児童福祉の推進

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

児童福祉法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

30歳平成1年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

児童福祉費

児童館費

まちづくり目標

児児童童館館運運営営事事業業
事前評価日

事  業   区  分

児童館運営事業

基

本

事

項

計画名

有 無

事業の運営
ワンダークラブの運営

正職員間接投入人員

1.71人

576

283

30330202

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

303302有

児童館利用者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

12,785

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

【令和元年度主催事業】

１ 定例事業(1回/週 開催) ２ 定例事業(1回/月 開催) ４ 未就園児向け事業

３ 特別事業

改善実施済 検討中 　改善未実施

概ね達成された

実施主体の妥当性

94.34%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

103.27%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

櫻井　健一

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↑

　効率化

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

子どもたちが様々な体験活動を通して、自ら考え行動する力を育み、物事を成し遂げた時の達成感や喜びを体感することを目的とし、登録型
体験活動クラブ「ワンダークラブ」を実施している。毎年300名の市内小学生が活動しており、参加する児童に加え保護者からの事業への期待
も高い。また乳幼児を対象とした4事業を毎月1回(夏季休業期間を除く)実施し、小さい子を持つ保護者の利用促進を図った。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

合　計

事業開催回数

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

   拡　大

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★

コストが減少してい
る

概ね達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

103.86%②

平成29年度

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

36,662

★★★★

96.00%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-13.55%

123.40%事業参加者数

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合が高く、かつ行政上の専門知識を必要としない
サービス

特定の個人又は集団に提供されるが、突出した必需性が見当
たらないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

  現状のまま継続 他の事業に統合

児童館は、児童福祉法第40条による児童福祉施設として、子どもに健全な遊びを提供し、その心身の健康を増
進し情操を豊かにすることを目的としているため、役割分担、対象・手段、意図ともに妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、施設を安心して利用できる体制及び環境整備が急務である。また、子どもの健やかな育成を
支援するため、職員の児童厚生二級指導員の速やかな取得を図るとともに、主催する事業内容を精査し、より質の高い事業の提供を図る。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

児童福祉法第40条による児童福祉施設としての役割を執行するうえで、コスト改善の余地はない。また、受益者
負担として事業の材料費については実費を負担する場合がある。

主催事業に参加する児童からの意見や意向を把握することで、より内容に対する満足度が向上し、事業の成果
向上が期待できる。また、子どもの体力増進に寄与するとともに、居場所や遊びの拠点として安全で安心した環
境を提供していることから、子どもの利益を保障する地域福祉活動の拠点施設として、上位施策に貢献してい
る。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

42,408
効
率
性

成
果
結
果

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

事業開催回数

受益者負担の
適正化余地

結

果

令和元年度単　　位

132.41%

事業名 回数(回） 参加者（人） 事業名 回数(回） 参加者（人） 事業名 回数(回） 参加者（人）

アニメランド 77 2,295 サンサンランド 5 24 おえかきらんど 9 334

わくわくらんど 38 354 マンカラ大会 9 139 ワンダーサーキット 10 495

親子でスポーツ 66 1,498 市民天体観望会 12 205 おはなしらんど 10 214

各種事業計 回数(回） 参加者（人）

夏季休業外 17 1,406 (1+2+3+4) 576 14,623

スポーツランド 41 502 プラネタリウム映画鑑賞会 13 765 びりびりらんど 9 581

工作ランド 33 248 合　計 38 1,624

あそぼうタイム 117 1,917

39 1,133

ワンダークラブ 21 1,446

合　計 59 4,646

合　計 440 7,220

ドレミファランド 38 142 事業名 回数(回） 参加者（人）

宿題レスキュー 30 264 夏季休業中 21 1,794

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
児童館は、児童福祉法第40条による児童福祉施設として、子どもに健全な遊びを提供し、その心身の健康を増
進し情操を豊かにすることを目的としているため、役割分担、対象・手段、意図ともに妥当である。　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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民 生 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.1人

国  庫　支　出　金

②

0.01人

8 0

130

801

130

27

9

30

127

⑧

3/4

4,015

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

851

4,069

3,228

2,383

3/4

①ケースワーカーによる就労支援（生活保護受給者を対象）
②就労支援員による就労支援（生活保護受給者及び生活
困窮者を対象）
③ハローワーク越谷による就労支援又は職業訓練（生活保
護受給者及び生活困窮者を対象）

4,100

58

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

4,649

① 3,2193,161

8

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 2,839

当該年度中における各種就労支援事業参加者数

人

9

58
90

10

12

3/4

実績値

1,800

960

投

入

資

源

0

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

②

10

②

⑨

補　助　・　単　独　区　分

0

令和元年度

細目

2,839

150

90

有効求人倍率は年々高まり、雇用情勢は確実に改善が図られてい
るが、完全失業率は依然高い割合を維持している。その中で生活
保護受給者及び生活困窮者が自己有用感や自尊感情を損なわな
いよう寄り添った質の高い就労支援が求められている。

0

目標(見込)値

140

平成30年度
目標(見込)値

0.1人

130

１人当たりの生活保護受給者に対する就労支援回数

④

2,398

①

回

計画(見込)値

3012 03

こども福祉部 地域福祉課 保護係

No.

人　　　件　　　費

3,181

10

4,649

-3

市　      　  債

生活保護受給者数

854

そ   　の    他 

実績値

2,381

54

10
活

動

指

標

実績値

1,624吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

25

令和3年度

1,711

110

単　位

10

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

70

①

3,798

①
就労が契機となって生活自立した者の数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

Ｄ

県  補  助  率

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

③

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.01人 0.01人

15対象年齢

未設定

生活保護受給者等就労支援事業

民生費

0.1人

予算(千円)

直  接  事  業  費

882

0.1人

第４期実施計画の位置付け

人
50

79

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

8

有 無

生活保護受給者等就労支援業務

正職員間接投入人員

0.1人

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

Ｂ

特
定
財
源

10

⑦

⑩

県  支  出  金

65

0.01人

872

③

受益者負担額（使用料・手数料等）

30

ハローワーク越谷との連携による就労支援者数

ハローワークによる就労支援者数

8

793

全額補助

26

70

66

10

9

平成29年度

10

10

800

就労支援述べ回数÷就労支援対象者（生活保護受給者）

受益者負担率（⑩÷⑤）

10

目標(見込)値

750

１人当たりの生活困窮者に対する就労支援回数
回

一部補助

人
各種就労支援事業参加者数

786

850

1,6661,657

当該年度中における被保護人員数

10

53

100
生活自立者数

成
果
指
標

77

60

851

人

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
23

令和2年度

就職決定者数 75

10

150
137

57

1,800

10
10

稼働可能な者のうち就職が決定した者の数

吉川市単独

計画(見込)値

10

有 無

個別計画の
位置付け

目

的

301203有

生活保護受給者及び生活困窮者のうち稼働が可能である者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

0.01人

平成30年度

42

60

区分

880

150

就労支援述べ回数÷就労支援対象者（生活困窮者）

基

本

事

項

計画名

3/4

30120301

歳
出
予
算
科
目

70

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

ここをクリックすると
実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

3,798

款 項

目

3/4

間　 接　 経 　費　(加算)

国  補  助  率 3/4

4,063

0.01人

0.1人

生活保護受給者については、就労意欲を高め就労によって
安定収入を確保し、生活保護からの自立を図る。また、生活
困窮者については、生活保護に至る前の段階で就労を支援
し安定した生活の確保を図る。

851

2,395

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

山﨑　純子事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)生活保護制度の適正な運用

第９節　自立支援と生活保障

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

生活保護法、同法施行令、同法施行規則、生活保護実施要領等

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

23歳平成8年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

生活保護費

生活保護総務費

まちづくり目標

生生活活保保護護受受給給者者等等就就労労支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

生活保護受給者等就労支援事業

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

就労支援事業参加者数及び就労支援件数

【生活保護受給者】

【生活困窮者】

改善実施済 検討中 　改善未実施

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

R1

130

増加することが良いとされる指標

達成度がやや低い

実施主体の妥当性

76.67%

廃止・休止

概ね達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

1,144

H27 H28 H29 H30

人数 13 18

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

18 18

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

終了・完了

↘

H27 H28 H29

230

109 119

就労支援回数

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

生活保護受給者等の自立助長のために就労支援員を配置したことにより就労開始者や収入増加者、生活自立者が増加した。

H30

人数 125 120

一 次 評 価 日

就労支援回数 114 133 174 164

1,237

R1

22

112.22%

廃止・休止

★★★★

1,100 1,244 1,100

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに見直しが必要

★★★

コストが若干増加
している

概ね達成された

★★★★

達成された

１人当たりの生活保護受給者に対する就労支援回数

428,361

★★★★

95.00%

★★★★★

コスト改善の余地

区分

一 次 評 価 責 任 者

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

①

2.42%

86.67%生活自立者数

成果・効率性向上度のポジション

今後の方針

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

改

革

改

善

 現状のまま継続

令和2年5月28日

   拡　大

二 次 評 価 日

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

418,232
効
率
性

有
効
性 　　  あり　     　なし

令和元年度

96.00%①

他の事業に統合

　効率化

令和2年6月22日

事

業

評

価

今後の方針
二
次
評
価

区　　　分

   拡　大

山﨑　純子

評価判断理由（特記事項）評　　価

　　  あり　　     なし

就労支援対象者からの相談に即時かつ丁寧に対応するため、相談員の人件費に係るコスト改善は困難であ
る。
受益者負担は法に基づく適正な実施により負担が生じないため、受益者に不利益が生じないよう引続き事業の
適正実施に努める。

  改善のうえで継続

 効率化

就労支援対象者の希望や状態等に応じた寄り添い型支援を行い、就労に結び付けることで事業の成果向上の
余地がある。また、本事業の適正な実施により上位施策である吉川市総合振興計画への貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

説   明

本事業は稼働能力のある生活保護受給者や生活困窮者を対象に、自立を助長するうえで有効な手段であり、
手段や意図についても妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

１人当たりの生活保護受給者に対する就労支援回数
結

果

令和元年度単　　位

108.00%

平成29年度

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

成
果
結
果

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
本事業は稼働能力のある生活保護受給者や生活困窮者を対象に、自立を助長するうえで有効な手段であり、
手段や意図についても妥当である。　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

施　　　　策

4.68人

決算(千円)
区　　　　　分

1,650

吉川市単独

計画(見込)値

12

有

0.15人

4.82人

生活保護法に基づき生活保護受給者の最低限度の生活を
保障する。

有 無

生活保護費支払業務
医療扶助支払業務

正職員間接投入人員

4.68人

1,494

12

30120205

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

山﨑　純子事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)生活保護制度の適正な運用

第９節　自立支援と生活保障

会計区分第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

令和元年5月27日

生活保護法、同法施行令、同法施行規則、生活保護実施要領等

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

23歳平成8年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

生活保護費

扶助費

まちづくり目標

生生活活保保護護支支給給事事業業
事前評価日

事  業   区  分

生活保護支給事業

基

本

事

項

計画名

生活保護受給世帯

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

37,360

生活保護費の年間定例支給回数（延べ回数）

未設定

生活保護事業

99

令和3年度

民生費

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

1,145,508

0.15人

39,417

③

款 項

目

00対象年齢

目

的

60

平成30年度

0

-2,868

区分

12

成
果
指
標

50生活保護自立世帯数

44

12

100

513

3/4

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

15,000

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

0.15人

国  補  助  率 3/4

16,750

1,184,864

0.15人

12

目標(見込)値

500

0.15人

令和2年度

3/4

580

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

1,564

301202有

30120203

歳
出
予
算
科
目

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

単　位

12

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

308,815

1,600

活

動

指

標

実績値

353,092吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

目

標

設

定

・

実

績

世帯

平成29年度

1,145,508

①
死亡・失踪以外で生活保護が廃止となった世帯数（実世帯数）

4.68人

37,360

一部補助

863,753

0.15人

14,010

523

823,496

⑧

3/4

1,200,316

県  補  助  率

⑦

⑩

当該年度末における生活保護受給世帯数（停止世帯を除く実世帯数）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑥

予算(千円)

485

全額補助

直  接  事  業  費

33,739

対
象
指
標

生活保護受給者の実態把握を目的とした家庭訪問件数（延べ件数）

45

3012 02

こども福祉部 地域福祉課 保護係

No.

人　　　件　　　費

Ｄ

県  支  出  金

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

定期家庭訪問件数
件

499

500

350,224307,101

1,151,125

1,182,868

-1,237

市　      　  債

生活保護受給世帯

1/4

13,741

38,597

そ   　の    他 

実績値

857,564

-11,809

12

35

補助事業の上乗せ・横出しあり

859,053

⑨

補　助　・　単　独　区　分

0

1/4

令和元年度

細目

859,053

生活保護受給者が増加している中、生活保護法に基づき生
活保護受給者の最低生活を保障し、早期的な自立を助長す
る。

0

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

4.06人

生活保護費定例支給回数

1,046

④

600

投

入

資

源

-0.14

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

335,038

3/4

実績値

308,815

15,000

②

1,450

49

1,650

50

②

①

回

計画(見込)値

③

1,700

世帯

1,537

12

-9,987

1/4

正職員直接投入人員 4.82人

1/4

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

37,360

1,188,507

1/4

1,169,935

833,483

1/4

3/4

14,787

生活保護受給者が最低限度の生活が維持できるよう生活
保護費（生活扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助等）を支
給する。

1,209,352

-10,572

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

1,182,868

① 1,151,1471,161,719

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

世帯類型別 生活保護受給世帯の推移（各年度末）


円 円 円 円 円

改善実施済 検討中 　改善未実施

224 248 248

母子世帯 22 33 42 35 23 21 25 31 27

障がい者世帯 34 42 37 48 50 60 67 75 85

傷病者世帯 48 61 82 73 74 77 79 59 58

その他世帯 46 72 99 77

523合　計 264 333 391 378 397 444 473 485 499

51

80 78 72 81

平成29年度

受益者負担の
妥当性

定期家庭訪問件数

H24

令和元年度単　　位

説   明

780,947
効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

本事業は法定受託事務であり、地方自治体が行う事務としての役割分担は妥当と考えられる。また、本事業の
意図は適正な生活保護制度の運営であり、その対象・手段・意図ともに妥当である。

受給者数に応じた職員数の適正配置により事業の成果向上の余地がある。また、本事業の適正な実施により
上位施策である吉川市総合振興計画への貢献度は高い。

H22

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

受給者数に応じて職員の配置数が定められているため、人件費に係るコスト改善は困難である。
受益者負担は法に基づく適正な支給により負担が生じないため、受益者に不利益が生じないよう引続き事業の
適正実施に努める。

扶助費の推移
H27 H28 H29 R1

902,596,047 1,043,643,977 1,100,065,119 1,104,302,749

H30

1,127,740,729

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

H25 H26 H27 H28

795,520

H29 H30

高齢者世帯 114 125 131 145 176 206

H23

成果向上の余地

役割分担

74

生活保護受給者の増加（H27実績444世帯⇒H28実績473世帯）に対応すべく、面接相談員を増員。平成29年度より、不正受給調査などを目的
に警察官OBを活用した支援員を配置。また、適正な支給を実施するため、必要に応じて処遇困難ケースの検討を実施した。

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

R1

264

28

生活保護自立世帯数

92

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

・高齢者世帯：65歳以上の者のみで構成されている世帯か、これらに18歳未満の未婚の者が加わった世帯
・母子世帯：現に配偶者がいない65歳未満の女子と18歳未満の子のみで構成されている世帯
・障がい者世帯：世帯主が障がい者加算を受けている、もしくは障がいのため働けない者である世帯
・傷病者世帯：世帯主が入院等をしている、在宅患者加算を受けている、もしくは傷病のため働けない世帯
・その他世帯：上記以外の世帯

1.87%

90.00%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

140.00%

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

★★★★★

103.03%

★★★★

結

果

区　　　分

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★★★

①

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが若干増加
している

達成された

★★★★

有
効
性

改

革

改

善

今後の方針

コスト改善の余地

区分 令和元年度

96.06%②

課題と
今後の改善策

廃止・休止

     縮　小

成果・効率性向上度のポジション

今後の方針

　効率化　手段を改善（実施主体・手段の改善）   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

効
率
性

妥

当

性

88

↘

定期家庭訪問件数

二
次
評
価

概ね達成された

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

   拡　大

令和2年6月22日

山﨑　純子

評価判断理由（特記事項）

終了・完了

　　  妥当   　　 要検討

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

94.79%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

概ね達成された

実施主体の妥当性

88.00%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
本事業は法定受託事務であり、地方自治体が行う事務としての役割分担は妥当と考えられる。また、本事業の
意図は適正な生活保護制度の運営であり、その対象・手段・意図ともに妥当である。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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